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地域別情報拠点育成に関する

調査研究報告書

昭 和58年3月

囮
財団法人 日本情報処理開発協会



この報告書は,日 本 自転車 振興会か ら競輪収益の一部であ

る機械工業振興資金の補助 を受けて昭和57年 度 に実施 した

「地域別情報拠点の育成 に関す る調査研究」の成果 をと りま

とめたものであ ります 。







は じ め に

地方 の時代 といわれ る'80年 代 においては,我 が国の情報化が一層進展す る時期であると予想され

る。特 に,地 域 の社会経済及 び住民生活が多様化 し
,高 度化す るに伴い,的 確な情報の利用環境整備

についての要請 が高 まってい る。

この ような情勢に鑑み,当 協 会では,地 域情 報拠点 の育成充実 を図ることが必要 と考 え,情 報ニー

ズ調査,シ ステム開発 上の技術的問題等の研究を昭和54年 度 より実施 している
。

地域情報拠点の構想は,地 域活動 を行 っている機 関が各々の目的 に応 じて収集加工する情報 をネ ッ

トワーク化 し,相 互 に有効利用 を図 り,提 供 サービスを可能 とする ものである。

初年度は,地 域別情報拠点育成調査委員会及び3地 域委員会 を設け て
,地 域開発(北 海道),地 場 産

業(東 海 ・北陸),情 報 ネ ッ トワーク形成(九 州)の3情 報拠点 について,情 報ニーズ調査 を行 った。

第2年 度は,前 記各委員会 を継続 して情報拠 点育成 のために具体的 なテス トシステムの研究を進め

るとともに,新 たに2地 域委員会を設けて
,地 域経済情報(関 信越 ・東北),地 域 情報流通(近 畿 ・

中国 ・四国)の2情 報拠点 について,情 報 ニーズ調査 を実施 した。

第3年 度は,北 海道,東 海 ・北陸,九 州の3地 域 につ き,各 地域機関に委託 してパイロッ ト・モデ

ル ・システムの研究開発 を実施 し
,過 去3ヵ 年 にわたる各地域調査 を統括 した。また,関 信越 ・東北,

近 畿 ・中国 ・四国の2地 域 にっ き,よ り対 象 を絞 った事例研究 を行 った。 この他,各 地域 に共通す

る課題 として地方 自治体に拾け る情報利用 の事例調査 を実施 した
。

第4年 度にあたる本年度は,関 信越 ・東北,近 畿 ・中国 ・四国の2地 域 にっ き,パ イ ロッ ト・モデ

ル ・システムの開発に着手する とともに
,シ ステムの運用や情報ネ ットワーク形成等基盤整備の研究

を行い,次 年 度に向けて中間成果 をとりまとめた。

今後は,同2地 域につ きモデル システムの研究開発等を続行 して,各 地域の調査を統括するとともに

5ヵ 年 にわた り全 国を5地 域 に区分 して段階的に実施 して きた本事業成果 を各界各地域に普及する こ

とにより,地 域情報拠点育成 と情報 ネッ トワーク形成 のより一層の推進 ・発展 を図ることとしたい
。

最後 に,本 調査研究にあた って ご指導,ご 協力 をいただいた委員をは じめ関係各位 に感謝の意 を表

します。

昭和58年3月
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事 業 の 概 要

ここでは,本 調査研究事業の計画 推進体制,実 施経過及び報告書の構成について述べる。

1.事 業 計 画

本 プ ロジェク トでは,全 国を5つ の地域に区分 して,各 地域共3ヵ 年計画 で実施 する。

初年度は,地 域情報 の高度利用,政 策的利用に関す るニーズ調査,利 用技術の研究 を行 う。

第2年 度は,初 年度の成果 を踏まえて,地 域情報 の高度利用 に関す るテス ト事 例の研究を行 う。

第3年 度は,必 要性の高い情報について条件 の整 った地域 か ら,地 域情報 システムの形成及びその

利用のためのソフ トウェアの開発 を行 う。

ただ し,北 海道,東 海 ・北陸,九 州の3地 域は54年 度 を初年度 とし,関 信越 ・東北,近 畿 ・中国 ・

四国の2地 域は55年 度 を初年度 とす る。

なお,関 信越 ・東北,近 畿 ・中国 ・四国の2地 域 については,期 間を延長 して57,58年 度 の2カ

年計画でシステム開発 を実施す る。

54 55 56 57 58

① 北海道

② 東海 ・北陸

③ 九州

(調査) (テ ス ト事 例) (システム開発)
一

④ 関信越 ・東北

⑤ 近畿 ・中国 ・四国

(調 査) (テス ト事例) (システム設計) (システム開発)
一

2.推 進 体 制

中央に 「地域別情報拠点育成調査委員会」(以 下単に本委員会と略す)を,各 地域に地域委員会を

設置 して本調査研究を推進する。

各委員会の機能と構成は次のとおりとする。

① 地域別情報拠点育成調査委員会(本 委員会)

・関係諸機関の間の意見交換,並 びに各地域における調査研究事業の全体的調整,と りまとめに

あたる。

・本委員会の開催は年4回 程度とし,事 業計画策定段階,各 地域vatsけ る中間成果と最終成果の

(1)



出揃 った段階及び報告書作成段階で開催す る。

② 地域委員会

・各地域に設ける関係諸機関の間 の意見交換 をは じめ
,各 地域 における本事業を推進し,全 体を

統括す る。

・5地 域について
,各 々地域別 に委員会 を設け る。

・次のメンバ ーより構成 され る。

・地方自治体

・地域 の商工会議 所等 の各種団体

・地域企業(電 力,銀 行等)

・地域の情報 サー ビス機関

・省庁等の地方支分部局

・地域委員会は
,適 宜開催す る。

・事務局は
,各 地域 の事情 を勘案 して各地域の適当な機関に苦 く。

5.実 施 経 過

前記事業計画及 び推進 体制 に基 づ き,次 のように本調査研究 を実施 した。

054年 度 北海道 東海 ・北陸
,九 州の3地 域につ き,各 地域特有の地域問題を考慮 して最 も適当

と思 われる次の課題について調査 を開始 した。

・北 海 道 … 「地域開発に関す る情報調査」

・東海 ・北陸 … 「地場産業に関す る情報調査」

・九 州… 「地域情報のデータ交換ネ ットワーク形成調査」

055年 度 北海道,東 海 ・北陸地域 については,54年 度 の情報ニーズ調 査結果に基づ き,よ り対象

を しぼ ったテス ト事 例研究及びモデルシステムの概要設計を行 った。

九州地域は,九 州 における重要課題である 「流通 システム化に関す る地域情報調査」にテーマ

を しぼ り,テ ス ト事例 研究及び モデルシステムの開発 を行 った。

また,新 たに関信越 ・東北 近畿 ・中国 ・四国地域 で調査 を開始 した。

この2地 域 は,東 京,大 阪 とい う東西の中心都市が存在 するので,中 央情報の地域への流通 の

意味 も含めて次のテーマを選んだ。

・関信越 ・東北……… 「地域経済情報 ネッ トワーク形成 に関す る調査」

・近畿 ・中国 ・四国… 「西 日本地域情報拠点形成 に関する調査」

056年 度 北海道,東 海 ・北陸,九 州の3地 域につ き,各 地域機関 に委託 して,パ イロッ ト・モデ

ル ・システムの開発 を行 った。

・北 海 道…地域開発情報利用 システムの研究開発(北 海道情報開発研究会)
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・東海 ・北陸…産地情報利用システムの研究開発((財)中 部科学技術 センター)

・九 州…流通情報利用 システムの研究開発((財)九 州流通 システ ム協会)

また,3カ 年 にわたる調査研究及 びシステム開発の成果 を踏まえて,こ れまでの評価及 び今 後

の課題 に言及 し,各 地域 における情報拠点育成調査 を総括 した。

関信越 ・東北,近 畿 ・中国 ・四国の2地 域については,55年 度調査 結果に基づ き,よ り対象を

しぽ った事例研究を実施 した。

・関信越 ・東北……… レファレンス情報サービスの研究

・近畿 ・中国 ・四国…広島地域 を中心 とした情報拠点構想

この他,各 地 域に共通する課題 として,地 方自治体 における情報利用の事例調査 を(財)地 方 自

治情報センターに依頼 して とりま とめた。

057年 度 関信越 ・東北,近 畿 ・中国 ・四国の2地 域 については
,57,58年 度 の2カ 年 にわたっ

てパ イロット・モデル ・システムを開発す ることとして,57年 度 は各 々システム設計 を行 った。

関信越 ・東北地 域は地域経済 に関するレファレンス情報 サー ビスシステムを開発する こととし

て,シ ステム設計を行 うとともに,レ ファレンス情報の収集 ・整備を図 り,ク リア リングデ ータ

ブック 「地域経済に関するレファレンス情報総覧」を作成 した。また今後,シ ステム運用体制 の

確立を図る際の参考とするべ く各種予備調査 を実施 した。

近畿 ・中国 ・四国地域は,地 域情報流通 システム としてク リアリングデ ータベースの構 築 をめ

ざ し,(財)関 西情報センターへの委託 によリシステム設計 を行 うとともに,既 存情報の台帳整備

を行 った。 また,地 域特性を踏 まえた情報基盤整備を図るため ,四 国地域 における情報環 境の基

礎調査 も並行 して実施 した。

この他,56年 度 に3カ 年にわたる地域調 査を終了 した北海道 東海 ・北陸,九 州の3地 域にお

いては,こ れまでの研究成果を地域情報化 の促進 に反映させ るため,各 地域におけ る啓蒙 ・普及

活動を開始 した。

なお,57年 度調査の実施経過は表1-1に 示 す通 りである。
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昭 和57年 度 調 査 の 実 施 経 過 表
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4.報 告 書 の構 成

本書 は,57年 度 報告書 として,ま ず事業概要を述べ,第1編 に関信越 ・東北地域における地域経済

情報ネ ッ トワーク形 成に関する調 査を,第2編 に近畿 ・中国 ・四国地域における西日本地域情報拠点

形成 に関す る調査 を各々システム開発の中間年 の成果 として とりまとめた。

なお,関 信越 ・東北地域におけ る調 査の一環 として 「地域経済 に関するレファレンス情報総覧」 を

作成 し,別 冊資料 と した。
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第1編

地域経済情報 ネ ッ トワーク形成に関する調査

(関 信越 ・東北地域委員会)
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1.調 査研究の概要

1.1調 査 の 目 的

近年,地 方 における情報ニーズは,一 層高 ま りつつある。 この ことは行政機関,各 種団体,企 業等

におけ る事業計 画,あ るいは複雑化 してい く経済状況 の把握 に地域独 自の展開が より強 く求め られ

つつ ある事 を示 してい る。

これ ら地域 に即 した計画の策定にあた っては,地 域関連情報基 盤を整備 し,情 報 の流通 を促進す

る必要が ある。

この ような状況認識 の もとに,多 岐にわたる地域活動の うち,特 に変化の著 しい経済状況 を迅速

かつ確実 に把握す るために地域経済情報の ニーズ を明 らかにす るとともに,そ の利用方法,技 術に

関する研究 ・開発 を行い,共 通情報基盤の形成拡大 に寄与 しうる地域情報拠点の育成 と地域経済情

報ネ ッ トワーク形成 を行 うための具体的方策 を探 るのが本調 査の 目的 である。

1.2昭 和55年 度 の活 動概 要

地域計画策定,経 済状況把握等の為に必要な地域経済情報に関する①情報活動の実態調査 ②政

策的利用に関するニーズ調査 を実施した。

1.5昭 和56年 度 の活 動 概 要

関信越 ・東北地域における情報の体系化と流通化を図るために情報のレファレンス機能が必要で

あるという55年度調査結果をもとに

① レファレンス機能の在り方,利 用の仕方等に関する調査

② 地域経済 レファレンス情報の収集 ・整備 ・蓄積 ・利用のための事例研究

③ 情報ネットワークを実施する際に問題となる社会的,制 度的諸問題にっいての調査

④ ネットワーク基本構想の検討

を行 った。

4
遙

⇔

1.4昭 和57年 度 調 査 の 活 動 概 要

(1)調 査 の経 緯

関信越 ・東北地域 においては,55年 度,56年 度 調査の結果,情 報 ネ ットワーク形成 の第一歩

と して,ク リア リング機能の整備が必要 とされ,ク リア リング機能の一部 であるレファレンス機

能 について明 らかにしてきた。本年度 はこの調査結果をふ まえ,地 域経済 レファレンス情報サ ー

ビス実現化にむけての運用上の問題点 ,課 題 を明らかにするべ く,次 の調査研究を実施 した。

① 地域経済 レファレンス情報サ ービスパイロットシステ ムの研究開発

② 地域経済 レファレンス情報に関す る意識調査

また,地 域情報拠点作 りの第1歩 として 「地域情報サTビ ス機関調査」 を行 った。
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(2)推 進 体制

55年 度,56年 度 にひ きつづ き関信越 ・東北地域の通商産業局,県,商 工会議所,銀 行,電 力

会社等で構成 される 「地域経済情報 ネッ トワーク形成に関す る調査委員会」 を設置 して,調 査の

推進 とりまとめを行 った。 また,地 域経済情報サービスパ イロッ トシステムの研究開発 について

は,東 京通産局及び日本情報処理開発協会 で構成 する 「ワーキ ンググループ」で作業を進めた。
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2.地 域経 済 レフ ァ レンス情 報 シ ステ ムの構築

2.1地 域 経 済 レ フ ァ レ ン ス 情 報 整 備 の 必 要 性

関信越地域,特 に首都圏においては情報の集中化が顕著であり,情 報処理機器 による内部情報 の

整備 、利用体制 の確立 は民間を中心 として進め られている。

一方
,東 北地域においては,こ れ ら情報の整備や利用体制 の確立は遅れてい るのが実情である。

しか し,両 地域において共通 してい ることは,地 域情報の相互利用 については,こ れ までデ ータ

保護,プ ライバ シー保護等,社 会問題 あるいは統計法上の制約,経 済上 ・技術 上の制約に より,

あ ま り進展がみられなかった,と い うことで ある。 これ ら外部地域情報利用の為 には,利 用され る個

々の情報の整備,諸 制約条件の克服とともに,外 部地域情報入手のためのツールが整備 され なければ

な らない。

この ような観点 か ら,ま ず情報の所在,概 要,入 手経路を利用者に知 らせるレファレンス情報の

整備 が,関 信越 ・東北の両地域 にとって,当 面 の課題である。

2.2地 域 経 済 レ フ ァ レ ン ス 情 報 の 対 象

地域経済レファレンス情報 の対象 としては,基 本 的に利 用者 の ニ ー ズ に合 った利用効果の高

い情報で なければならない。

レファレン ス情報 としては,地 域経済統計に関するもの,文 献(地 域経済刊行物 ・報告書 ・雑誌

等)に 関するもの,あ るいは,地 域経済研究 に関するもの,地 域経済に係 る人材情報等幅広い もの

が想定 される。これらの うち,本 調査研究では,地 域経済統計 に関するものを取 り上げて いる。

取 り上げた理由 としては,

①55年 度 の地域経済情報ニーズ調査 の結果 統計情報に関する利用 ニーズ,所 在情報ニーズが強

かった こと。

② 地域統計情報は,他 の文献 研究情報 多種 多様にわた る資料の基礎情報 である。

といった点が あげ られる。

2.5地 域 経 済 レフ ァ レ ンス 情 報 シ ステ ムのね らい

前記のような状況を背景とした・地方公共団体,企 業等の諸活動に必要な地域経済レファレンス情

報システムの構築のねらいは次の3点 にある。

(1)地 域経済に係るレファレンス情報の形成 とその検索システムの整備

地域経済一次資料目録とは,地 域経済情報の内容,刊 行物名等についての概要をまとめたもの

であり,膨 大化する一次情報の中から必要 とする情報を選ぶための情報として効果的である。ま

た実際にその一次情報を入手するための入手経路を知りたい時,必 要になる情報が所在情報であ

る。
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従 って,各 地域機関 にある地域経済一次資料目録,所 在情報(あ わせてレファレンス情報 と呼ん

でいる)を 作成 し,利 用の為 の検索 システムを整備す ることが第一のね らいである。

② 地域経済一次情報 の体系的収集の促進

地域経済一次情報 は,ま す ます多 くの地域機関で作成され,'様 々の形式(報 告書 ・刊行物 ・雑

誌等)で 流通 しているが,あ る地域機 関が,1つ のテーマに基づく情報の収集 を望む時 出来 るだけ

体 系的 か つ網 羅 的 な情報収集 を可能にす ることが第2の ね らいである。

(3)地 域 経済情報ネ ッ トワークの形成

(2)のね らいを達成す るためには,一 部の狭い範囲の情報 では不充分であ り,お のずか ら地域間

における情報の相互利用及び情報 ネ ットワークの形成が必要 となる。.

・すなわち
,個 別の レファレンス情報システムを総合的な調整 の もとに再 編 し,適 切 な集 中化 と

役割分担 による情報 ネ ットワーク形成 を図 ることが第3の ね らいである。

2.4地 域 経 済 レ フ ァ レ ン ス 情 報 シ ス テ ム の 構 築

(1)地 域経済 レファレンス情報 システムの構築

地域経済 レファレンス情報 システムの構築にあた って,ま ず必要 な事 は,

① どの範囲の情報 を盛 り込 むか(分 野 ・地域)一/,'.:

② どの ような内容 を整備 するか(項 目)..,

③ 利用者のニーズにあわせた検 索項 目は何か

④ 利用者のニーズにあわせた出力項 臥 形式は何か

についての検討 である。 ① ～④について検討 したの ち,シ ステム設計,プ ログ ラム開発へ 進む

というのがシステム構築の手順 である。57年 度 は以 上の4点 についての検討 を行吟,シ ステム設 、

計 を行 った。以 下にその概要 を紹介 し,設 計書 を資料1と した。tt

2.5シ ス テ ム の 概 要 .

(1)シ ス テムの範囲

(a)情 報 の収集対象機 関

基本的 には関信越 ・東北地域の地域経済情報を扱 うすべての機関を対象 としてい るが,今 回

のモデルケースでは,モ デル地区における国の地方ブロック機関,県,市 町村,'商 工 会議所連

合会,商 工会議所,商 工会連合会,商 工会,中 小企業団体中央会,事 業協同組合,そ の他経済

団体,金 融機関,電 力会社等 としている。 ・ ち^

(b)情 報 の分野 .

地域経済 に関する公表可能 な統計情報 であり,情 報分野は表2-1の とお りである。

(c)情 報 の内容..、

情報 の内容は 「レファレンス情報デー タシー ト(表2-2)」 に記載 された情報であ り,情

報の内容 を大別す ると次の3種 類である。
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① データの所在 に関する情報……統計調査名,調 査機関名,刊 行物名 ,住 所 発行機関名,

所 管機 関名

② データの具体的内容 に関す る情 報……調査方法,調 査種 隅 調査周期,調 査の 目的,調 査

票 の調査項 目名,統 計調査 の分野,調 査対象,集 計 区分,調 査対象数,調 査期間

③ デ ータの入手 のための手続 き等デ ータ利用 に関する情報……電算機利用,又 は電算機利用

以外に よる提供の可否,提 供条件,提 供媒体,収 集期間

(d)検 索項 目

ユーザが利用す る場合
,何 をキーとして検索す ることが多いかについて検 討 した結果 あげ

られたのが次の7点 である。

①分野 ② 地域,③ 統計調査名,④ 調査項 目名,⑤ 調査の 目的 ⑥調査対象の属性 ,⑦ デー タ

の収集期間

これ らのキーを使 ってデータの条件設定 を し,し かも1度 検索抽 出されたデータ集団か ら,さ

らに条件 抽出をする等検索の くり返 しを可能にす る事 で必要データが充分 しぼ り込 めるもの と

思われ る。

また検索の手法 としては,フ リーワード方式 を採用 した。 フリーワー ド方式 とは,入 力す る

キーワー ドに制約は設けず,情 報 を検 索す るユーザのキーの設定に よって行 う方式 であり,利 用

者は 自分の思 うとおりの語 をキーワー ドに出来る。今回は漢字,文 字列最低2字 ,最 高30字 の

範囲内で一致,前 方一致,中 間一致の場合,検 索可能 としている。

この方法 は,資 料 の整理が充分行 われていれば よいカ㍉ 利用者 に負担がかかる場合 もある
。

(e)出 力項 目形式

検索結果 リス トは,打 ち出 し月日をは じめ基本的には レファレンス情報 データシー トとほぼ

同様の内容 について出力する形式 をとっている(図2-1)。 また,レ ファレンス情報 の索引

を見たいユ ーザのために,分 野別索引誌(図2-2) ,機 関 別索引誌(図2-3),及 び分野

と機関を しぼ ったレファレンス情報 リス ト(図2-4)の 出 力を可能 と している。

(2)シ ス テムの機能

(1)で述 べた ような利用者側の要望を満たすシステムの機能 としては,

(a)地 域経済情報 について案内す るものであb,提 供 情報内容 として,① デ ータの所在,② デー

タの概要,③ データの入手 のための手続 き等の情報がサ ービス出来 ることが必要 である。

(b)地 域 経済 レファレンス情報をサ ービスするためのシステムとして次の機能 を備え ている こと。

① レファレンス情報の蓄積,更 新機能

② オン ライン会話型に よる検索を可能 とし,結 果 リス トを作成 する機能

③ バ ッチに よる検索を可能 とし,結 果 リス トを作成する機能

④ 各種索引誌 を作成する機能

①～④の機能に関 しては,本 システ ムの目的 とす る機能 を満足す る既成の ソフ トウエアーパ

ッケージがい くつかあり,い ずれかのパ ッケージを利用す ることが適切 であり,効 果的 である
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と思われるため,今 回はINQデ ータベ ースシステムを利用する こととした。

なお,こ れ ら機能間の関連を図2-5に 示 す。

表2-1統 計資料分類表(特 殊分類主綱表)

1統 計 ・統計分析資料

110土 地 ・ 気 象

111土 地 面積 ・地形

112気 象 ・ 天 文

113地 質

114水 流 量

120人 口

121静 態

122動 態

130労 働

131雇 用 ・失業 ・労働力 ・職業紹介

132労 働 基準 ・労働条件

133労 働 生 産 性

138そ の 他

140経 済

141国 民 経 済 計 算,

142財 政

143金 融

144国 際 収 支

145景 気

146物 資 需 給

147物 価

148企 業 ・事 業 所

149家 計 ・ 貯 蓄

150産 業

151農 林 水産業一般

152鉱 工 業

153建 設 業

154電 気 ・ガス・水道 ・エネルギー産 業

155商 業

156貿 易

157運 輸

158通 信

159サ ー ビ ス 業

160社 会 ・住 宅

161福 祉 ・ 厚 生

162住 宅

163生 活 調 査

'
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表2-2レ フ ァ レ ンス 情 報 デ ー タ シ ー ト

峯登 録 番 号 | 口
(フ リガナ)

統計調査名: ↑

(フ リガナ)

調査劇 知名1 '2
、

統

†手
6

調

査

1・

電話: 3

(フ リガナ)

住所: ①

刊 行 物 名: ⑤

発行機関名: ◎

所管曲 名:

調査方法;L悉 皆(全 数)調 査2.tン プル調査3.そ の他

調査権類=1、 承認続3†2.届 出統計3,指 定統計4.そ の他一 コ
調査 周期;1.5年2、3年3.2年4.】 年5.半 期

6.四 半期7.月

8.不 定期9.そ の他

分

野

調

査

対

象

分 野 コ ー ド:一
分 野 コ ー ド:

[[口
分 野 コ ー ド:

[[口
分 呼 名:

〉
分 野 名=

)
地 域 コ ー ド:

⑨
.

, .

.

'

,

地 域 名:一
集計区分:L全 国2.県 別3.市 町村別

・そ・他匝[[===コ
調 査 対 象 数:一
調査期間lL暦 年2.年 度3,そ の他一

電

算

機

利

用

に

よ

る

電

算

横

利
・
用

以

外

に

よ

る

有

無

細

2螢
提 供 の 可 否:1.

口1:

全可

村

条件付可

提 供 条 件:
1.ff書2.行 管承認3.申 諸書

4個 別協議5.そ の他

[〔 一

㌫ジ
,.
ビ

イ

体

ソ
デ
回
気

媒

'7
磁

2

4

供
ワ
提

L
テ

収 集 期 間=

S

提 供 の 可 否:1.

回];:

全可

不可

条件付可

提 供 条 件:
1.覚書2.行 管承認3.卑 語書
4.個別協議5,そ の他

一 一
提 供 媒 体=】.印 刷 物

[ロ バ の他
収 集 期 間:

昭和

S

年1月1

lil－

調査の目的 ・回

対象の属性:

調査 票の 調査項 目名.國

=

=

±

#

±

二

=

=

=

±

ニ

=

#

#

=

=

=

=

=

=

≒

=

=

≠

竺

=

=

=

=

=

=

=

軽 登録番号は記 入 しな くて結構です
。
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検 索 結 果 リ ス ト 昭和××年 ××月××日

〔登録番号〕[=亘=コ

〔統計調査名〕

〔調査機関〕

〔電 話〕

〔住 所〕

[=亘==コ[二=====亙=====コー一]一 コ
〔刊行物名〕[=========亙============コ
〔発行機関名〕[コ=======コ
〔所属機関名〕[=======i匿========コ

〔調査分野〕[亘]1㊥1回1㊥

1～
〔対象地域〕 亘[亙 コ 回[亘 コ[図[=璽 コ 厘][亘 コ

～

〔調査方法〕 ◎

〔調査対象数〕[==エ[=コ

〔電話利用
による〕

提供条件

1〔 集計区分〕[==鉦==コ 〔調査条項〕

〔調査周期 〕1

処理の有無[:コ 〔=コ
提供の可否[==口(∋===コ

[=⑧ 二=コ
提供媒体E③Eヨ

1

収集期間[コ 〔===コ

⑦ 一 一寸 〔調査期間〕 「一一 ㊦一ー一]

〔電話利用以外による〕
提供の可否

提供条件[=コ ◎=コ

E8ヨ
提供媒体

収集期間[===亘====コ

〔調査の目的〕

～一
〔対象の属性〕≡

〔調査項 目名〕1

～ ～

⑦登録番号

④ 統計調査名

⑰調査機関コー ド

㊤調査機関名

㊧電 話

㊨住 所

㊥刊行物名

◎発行機関名

⑦ 所属機関名

◎ 分野コー ド

㊥ 分 野 名

◎ 県 コー ド

◎県 名

㊤地 域 名

⑦調査方法

㊧集計区分

⑦調査条項

◎ 調査対象数

⑦調査周期

① 調査期間

⑦電話利用による処理の有無

e〃 提供の可否

⑦ 〃 提供条件

㊧ 〃 提供媒体

⑦ 〃 収集期間

◎電話以外による提供の可否

㊤"提 供条件

⑦ 〃 提供媒体

6〃 収集期間

㊧調査の目的

θ対象の属性

◎調査項目名

出力 モー ド=1:全 ての 項 目

出 力 モー ドー・2:⑦ ～㊥ の 項 目

出 力 ← ドー3:⑦ ～ ◎ の 項 目

図2-1検 索結果 リス ト
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分 野 別 索 引

昭 和 × ×年 × ×月 × × 日 × × ×× ×× ペ ー ジ

〔一]
[======亙=======コ[====亘====コ一

～

～

⑦ 分 野 名

④ 統計調査名

⑰ 調査対象地域名

㊤ 調査機関名
図2-2分 野 別索引誌

機 関 別 索 引

昭 和 × ×年 × × 月 × × 日 × ×× × × × ペー ジ

[======望=========コ[====亙=====コ

～

一
～

[=====@=========コ1 ⇔ 1=〔
～

㊦ 調査機関名

④ 統計調査名

◎ 調査対象地域名

㊤ 分 野 名
図2-3機 関別索引誌
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レ フ ァ レ ン ス 情 報 リ ス ト

昭 和 × ×年 × × 月 × × 日 ×× ×× ×× × ペ ー ジ

〔登録番号〕[=互 コ

〔統計調査名〕[==========亙=======二==コ

〔調査 機関〕

〔電 話 〕

〔住 所 〕

〔刊行物名〕

[=亘=コ 〔====豆=====コ一=一 コ
〔発行機関名〕1 一
〔所属機関名〕1

〔調査分野〕 回1

一 コ
㊥' 1[亘 コ1 ㊥ 1

～

〔対象地域〕回[互]匿]匝 コ 回[亙 コ[図[亘 コ
ぐ

〔調査方法〕1 ◎ 1〔 集 計区分〕1

1

1

〔調査対象数〕[==コ Σ=コ

〔電話利用 処理の有無i
による〕

提供条件

提供

〔調査周期〕「τ
〔調査条項〕,

〔調査期間〕

1

〔調査の目的〕

⑦1
提供の可否「e]

一

収集期間[====工==コ

〔電話利用以外による〕
提供の可否10・ 、1

提 供条件 「一一 ◎二=]

提供媒体『
収集期間[====囚===コ

～

〔対 象の属性〕1 ㊦ 1

～

〔調査項 目名〕1 ◎

ぐ

1
ぐ

⑦ 登録番号

④統計調査名

◎調査機関コー ド

㊤ 〃 名

㊧電 話

㊨住 所

㊥干ll行物名

◎発行機関名

⑦所属機関名

◎分野 コー ド

㊥ 分 野 名

◎ 県コー ド

◎ 県 名

⑫ 地 域 名

◎ 調査方法

㊧ 集計区分

⑦ 調査条項

◎ 調査対象数 ⑦

⑦ 調査周期

㊦ 調査期間

⑦電話利用による処理の有無

e〃 提供の可否

⑧ 〃 提供条件

㊧ 〃 提供媒体

の 〃 収集期間

◎ 電話以外による提供の可否

㊤ 〃 提供条件
〃 提供媒体

6〃 収集期間

㊤調査の目的

◎ 対象の属性

◎ 調査項目名

図2-4レ フ ァ し・ン ス 情 報 リス ト
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」

一

ー
ー

INQフ ァイル

の 設 計

分 野名
登 録票

レフ ァレンス

情 報デ ータシー ト

デ ィスプ レ イ,
1(回 答)

運 用
サ ブシステム

分野名

ファイル

レファレンス情報

の蓄積 ・更新
サブシステム

ンライン会話型検

索サ ブシステム

バ ッチ処理検索

サ ブシ ステム

アレン

情 報

フ ァイル

ファ
ンス情

データ

イル

各種索引誌作成
サブシステム

ファレンス情報

正連絡票

レ フ ァ レン ス

情 報 リ ス ト

図2-5各 機 能間(サ ブシステム間)の 情報関連図



(3)コ ン ピュータの機器構成

当 システムを運用す る上で必要 な機器構成 は図2-6に 示 すとおりである。

機種 としては,オ ペレーテ ィングシステムACOS-6及 び・INQシ ステムが使用 で きるもので あ

り,中 央処理装置,磁 気デ ィスク装置(コ ンピュータシステムが使用する もの以外にデータベ ー

ス用 と して1台),磁 気 テープ装置(3台),カ ー ド読取装置及 びコンピュータシステムの制御,

監視のためのオペレータ ・ステ ーシ ョンで構成 されている。

さ らに,当 システムにおいては,出 力帳票 に漢字 を使用 しているため,漢 字 プ リンタ装置が必要

である。

また,オ ン ライン検索のための端末装置 と して,日 本語処理 ターミナル(N6300モ デ ル50N)

を想 定 した。

日本語 処 理 ターミヵ

6300モ テウレ50N)

オペ レー タ ・

ステーシ ョン

中央処理装置

(鵡9舞 ム

漢
プリンタ装 置

気

ク
置
スイ

磁
デ

装

気

(3台)

図2-6コ ン ピュータの機器構成

④ システムの運用方法

(a)レ フ ァレンス情報の蓄積,更 新

レファレンス情報の蓄積,更 新の基本的な運用形態は,以 下に示 すとお りである。

① 蓄 積

レファレンス情報デ ータシー トを各地域機関に配布 し,回 収されたデータシー トを基に,

漢字パ ンチを行い,コ ンピュータへの入力 となるレファレンス情報蓄積デ ータを作成 する。

レファレンス情報蓄積デー タをコン ピュ〒タに入力 し,デ ータベ ースであるレファレンス

情報 ファイルの作成,蓄 積 を行い結果表 と しての レファレンス情報デ ータ修正連絡票 を得 る。

この修正連絡票は,各 地域機関に配布す る。

② 更 新

デ ータの更新が ある場合は,地 域機 関に より修正連絡票 に記入 して もらう。

この修正連絡票 を基に漢字パンチを行 い,コ ンピュータへの入力 となるレファレンス情報

更新データを作成する。
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レファレンス情報更新デ ータをコンピュータに入力 し,レ ファレンス情報 ファイルの更新

を行い,結 果表 としての修正連絡票 を得 る。

修正連絡票は,再 度各地域機関に配布する。

(b)検 索 サー ビス

検索サ ービス.については,将 来的には必要 な機関に端末 を設置 し,各 端末か ら必要 に応 じて

行 えるのが理想的であるカ～ 当面は電話 あるいは文書 に よる質問の受け付け及び電話 あるいは

検索結果 リス トの送付による回答 といった形態をとる。

検索サ ービスの基本的な運用形態は,以 下に示す とお りである。

① 質問受け付け

各地域機関か らの電話 あるいは文書 による質問に対 して質問内容 を解析 し,質 問受付票に

条件式等を記入する。

② 検 索

当システムでは,レ ファレンス情報 の検索方法 としてオ ンライン会話型検索及びバ ッチ処

理検索が ある。

'オ ンライン検 索では
,質 問受付票に従 って会話型式で検 索を行 う。

バ ッチ処理検索では,検 索指示票に質問内容(条 件式等)を 記入 し,検 索指示票を基に,漢

字パ ンチを行 い,コ ン ピュータへ の入力 となる検索指示 データを作成 し,こ れをコンピュー

タに入力 し検索 を行 う。

なお,検 索指示データの作成方法 としては,漢 字 コー ド(漢 字1文 字4桁)を カー ドに

パ ンチ し,コ ン ピュータにより変換,作 成する方法 も考 え られる。

検 索結果 と して検 索結果 リス トを得 る。

③ 回 答

検 索結果 を,各 機 関の質問者に,電 話あるいは,検 索結果 リス トの送付 により,回 答を行 う。

2.6シ ス テ ム の 利 用 ・普 及

地 域経 済 レフ ァ レン ス情 報 シス テ ムの運用にあた って,地 域経済情報サ ービスセンターの設

置が必要であるとい う事 は,56年 度 行 った 「レファレンス情報に関する意識調査」の結果 で明 ら

かになった。理由 としては,レ ファレンス情報は,出 来るだけ広範囲にわたって収集 されてい る事が

望ま しい事,レ ファレンス情報 の一括管理が望ま しい事等である。

また,一 次情報については,デ ータが大量 の為,保 守 の容易性,デ ータ更新 の正確性,デ ータ入

手の迅速性 か ら,情 報の発生機関におけ る維持 管理が適当 としてい る。

56年 度 提案 した関信越 ・東北地域情報 センターの概念図を図2-7に 示 す。

しか し,実 際 に運用 してい く場合 には幾多の困難が伴 う。

第1点 は,情 報セ ンター運営 に係 る経費,採 用 コス ト問題。第2点 は,デ ータ収集経路問題。

第3点 は利用普及問題 である。
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これ らの問題解決の道 を採 るべ く,地 域機 翼に対 して,「 レファレンス情報に関する意識調査(情

報利 用者側か らの問題意識)」 を行い,結 果を とりまとめたのが次章である。

地

域

別

情

報

拠

点

(二 次情報についての集中管理サービス)
・極 跡 情報案内機 ト

地 域経済情報
サービスセ ンター 1二鯖 報収集卜

地域情 報サービスセンター

の 機 能
1,＼

E次濤繊1
↓

E次 情報蝿
ll

存 情 報

ン タ ー
一 企 業 纏離

作 成
誓纏 内
システム

●

/
ll 1

一

一

雪巴布 問 い曾せ

方自治体 国

1

1

1情 報の所在調査1

,/＼
、

商工会議所等

情
報

剴 繭 人当 ・
機
関`,

一

繍 の利用1

i
l

情 恒 報の作成1
↓

地域別情報拠点の機能

一

.

報

作F次繍 の整備ト仁次離 調
成1
機
関 一鮪 報蓄積1

　̀

共通利用情報
の 整 備

1情報 ネン
トワーク機能1

1

図2-7地 域 情報 センター構想の概念 図
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3.地 域 経 済 レフ ァ レ ンス情 報 に 関す る意識 調査

5.1調 査 目 的 等

地域経済 レフ ァレンス情報をサービスす る情報 センターの運用上 ・経営上の諸問題 を検討 するた'

め,既 に地域経済情報を利用 してい る諸機関の考え方,要 望等を把握す ることを目的と して,資 料

2の 調査票に添 ってアンケー ト調査を行 った。調査項 目の概要 は以下の とお りで ある。

(1)レ フ ァレンス情報サ ービス形態の在 り方に関す る意見

(情 報 センターの設置 情報 センター運営,レ ファレンス情報収集 ・整備の方法,サ ービス形態)

(2)レ ファレンス情報サ ービスが実現 された場合の参加意識

(3)地 域情報の共通利用に関す る意見 ・要望

調査対象は,関 信越 ・東北地域(青 森 ・岩手 ・山形 ・秋 田 ・宮城 ・福島 ・茨城 ・群馬 ・栃木 ・千葉 ・

埼玉 ・東京 ・神奈川)の 行政 ・民間諸機関(県,市 町札 商工 会議所連合会,商 工会連合会,中 小

企業団体 中央会,銀 行等)で あり,調 査票,発 送数,回 収率は表3-1の とおりである。

表3-1

関 信 越 地 域 東 北 地 域

機 関 発送数 回収数 回収率% 機 関 発送数 回収数 回収率%

県 4 3 75.0 県 6 5 83.3

市 町 村 132 98 74.2 県 庁 所 在 市 6 3 50.0

駈玉諭藍質 16 15 93.8 商 工 会 議 所 6 2 33.3

商 工 会 連 合 会 4 3 75.0 銀 行 22 10 45.5

中小企業団体中央会 5 3 60.0 電 力 1 1 100.0

銀 行 26 14 53.8 経 済 団 体 国 鍵 鍵
100.0
100.0

計 187 136 72.7 計 45 25 55.6

5.2調 査 結 果 の 概 要

(1)「 地 域経済に関す るレファレンス情報総覧」の利便性

「地域経済に関す るレファレンス情報総覧」の内容,利 便性についての回答結果が図3-1で

あ る。総 覧について 「使える」または 「一部問題が あるがまあまあ使え る」 と答えた機関は関信

越 で48%,東 北 で60%と な っている。機関別に見 ると,両 地域 とも県 では 「使えない」 と回答

した機 関が比較的多い一方,商 工会ii善所,商 工会,中 小企業団体,電 力等では 「まあまあ使 える」

とい う意見 が多い。 これは,地 域経済統計情報に関す るレファレンス情報 の内容 と して,指 定,承
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認,届 出統計がかな り含まれてお り,県 では この程度の内容はすでに把握 してい るからと思われ

る。 しか し言 い換えれば地方 自治体 とその他の地域団体 との間で,情 報 の相互流通が不充分であ

るとも言える。

[コ 関信越鯛

唖]東 北地域

(1使 ・・)(・・灘 璽 顧)(・ ・働 ・)(醐 蜘 ・)(1又は・)(不 明)

る

図3-1地 域経済 に関するレファレンス情報総覧の利便性

この情報総覧の利用方法,目 的についてはかな りの機関が 「各県別の産業の動向 ・景況 に関す

るデ ータを調 べたい」 「県別 ・市町村別経済 指標 ならびに業種別景気動向に関するデ ータの所在

を知 りたい」 「同規模(人 口 ・財政)都 市の地域経済 に関するデ ータの横 ならび比較検討をす る

際使用する」 といった一地域 に限定 され ない広域の地域情報収集のために総覧 を利用することを

望んでい る。

この他に 「新たな調 査の とき,あ るいは統計調査の立案 にあた り参考にす る」 「他機関 の独自

調 査を知 りたい時参考 にする」 といった意見 もみ られる。

また,利 用 したいレファレンス情報の対象分野 として所得水準,産 業動向デ ータ,経 済活動 ・

経済構造 データ,景 気に関するデ ータ,金 融動向デ ータ,地 域振 興 ・開発計画 ・開発進捗状況デ

ータ
,消 費動向データ,企 業経営関係 データ,中 小企業 に関する高度化事業データ,地 場産業デ

ー タ
,主 要経 済指標デ ータをそれぞれあげてい る。

(2)レ フ ァレンス情報サ ービスの形態

(a)情 報 センターの設置

情報 センターの設置については,図3-2か ら明 らか なように,全 体 としては公的機関が望

ま しい とい う意見が両地域 とも多い。(関 信越69%,東 北62%)

ま た,新 設か既設情報機 関の活用かについては既設機関の活用 とい う意見が多い。ただ し,

銀 行 の 「有 好 な ネ ッ トワ ー クの構 築 と情 報 の メン テナ ン スは 相 当 な資源 の投資が必要

であ り,新 機関での本格的取 り組みが必要である。」 とい う意見 に代表され るように,第3セ

ク ター新設 の意見が関信越8%,東 北14%の う ちの約半数を 占めている。

(b)情 報 センターの運営

情報 センターの運営 については,図3-3で 明 らかな ように全額負担又は一部負担が関信越
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〈関信越地域 〉 〈東北地 域 〉

図3-2情 報 センターの設置について

[コ 関信越地域

吻 東北地域

1錨 サー・'… 全願 担 ・・一部負re・ ・碗 さ 繁 ㍗ ・.…H」」

図3-3情 報 セ ンターの運営 について

で63%,東 北 で60%,一 部負担が関信越 で43% ,東 北 で48%(重 複 回答可)と 大 きなウェ

イ トを 占めている。

情報 を1つ の有効資源 と見て,代 価を払い,情 報を入手 するとい う形 態が認at5られ つつあると

同時に,運 営 を成 り立たせ る為,経 費の一部負担 はやむを得ないとする実行性 のある意見 とい

え よう。

(c)レ フ ァレンス情報の収集 ・整備 の方法 につhて

レファレンス情報の収集 ・整備 の方法 については図3-4に 示 してある。図の ように 「情報

の所在機関が定期的に修正 ・追加デ ータを定型様式の用紙に記入 し
,郵 送 あるいはファックス

等で情報 センターに送る」方式を よしとす る回答は関信越 で48%,東 北 で48%と 約半数,以

下 「すべての作業を情報 センターにまかせる」が関信越38%,東 北36%と 続 いている。

端末機 によるデータ入力については 計算機が設置 されてらない,あ るいは通信回線利用に

よる情報ネ ・トワークが考えに くいためか・ 二部 の県,市 町村を除いて髄 切 と回答 した機 関

は少 ない。"
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認

80

60

40

[コ 関髄 繊

吻 東北地域

1.讐撃 ・繁 ・撰 絃 ・… 他5・ 不明

図3-4レ フ ァレンス情報の収集 ・整備 の方法 について

(d)レ フ ァレンス情報サー ビス形 態について

図3-5か ら明 らかな ようにレファレンス情報サ ービス形態については,「 依頼 に より情報

センターで処理 し,結 果 を郵送(又 は電話 ・ファックス)し てもらう方法が良い」 と答えた機

関が 関信越 で69%,東 北 で72%と 非 常に多い。 オンラインサービスあるいは定期配布 を良 し

とする回答はわずかである。

1認

80

60

40

20

関信越地域
一

69

場 東 北 地 域

一

一

12.5

喘
16.0

賜 告 賜
L定 期配布

図3-5

・依頼酬 ・,㌍㌢ … 晒 ・不明

レファレンス情報サ ービス形態について

(e)レ フ ァレンス情報サ ービスが実現 された場合の参加の有無

図3-6で 示 されるとお り,レ ファレンス情報サービスが実現 された場合の参加の有無 につ

誘
1

80

60

40

[コ 関髄 地域

吻 東北地域

20 　
ロ　

一_、泌___

L参 加する2.参 加し砧 ・3.わ からない4.そ の他5.不 明

図3-6レ フ ァ レ ン ス 情 報 サ ー ビ ス が 実 現 さ れ た 場 合 の 参 加 の 有 無
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いては 「不参加」(関 信越7%)(東 北12%)は 少 ない ものの
,ほ とん どの機関が 「わか らk

い」(関 信越76%)(東 北68%)と 回 答 している。

わからないと回答した機関の中には 「サービスを受ける際の費用が不明の為」 と答えている機

関 もい くつかあ り,サ ー ビスが開始された時点 でサー ビス情報 の内容
,利 用 コス トいかん に よ

って決 め られるべ きものと思われる。

(3)コ ン ピュータ利用状況

関信越,東 北地域のアンケ ー ト回答機関全体におけるコンピュータ設置状況は図3-7の とお

りである。機関別に見 ると,関 信越地域では都県 ・銀行は100%,商 工 会連合会が67% ,市 町村

49%,商 工 会議所20%の 順 であb ,中 小企業団体中央会 には現在 コンピュータは設置されてい

ない。

東北地域においては,国(ブ ロック機 関),電 力100%,銀 行90%,県80%と 続 いてお り,

県 庁所在市,商 工会議所,経 済団体は0%で ある。

また,コ ン ピュータが設置 されてい る場合の端末機の設置状況,設 置され ていない場合の電算

処理の外部委託状況,今 後の設置予定についても図に示す とおりである。

竃

か

不
⑰

2

端 末 機 な し

31%

機あり
51.5%

19%設置
され てい る

〈 関 信 越 地 域 〉

明

5.o%

4%

設置 されている

60.o%

鷲
図3-7コ ン ビ=一 夕設置状況

(4)ま とめ

以上の ように地域経済 レフ ァレンス情報利用者側か ら見 た運用の在 り方については関信越 ・東

北地域 ともそれほ どの ちがいは ない。 これ らアンケー トの結果か ら,シ ステム運用に関する問題

点,課 題 を整理する と,次 の ようになる。

(a)情 報 センターの性格,運 営 に係 る経 費,採 用 コス トの問題

地域情報セ ンターの基本的性格 としては,第1に 公共的性格 を有 している方がbetterと 思

われる。理由 としては,情 報 の公平かつ正確で迅速 な提供 が出来 ること,一 定 の規準でプ ライ

バ シー保護が確保 されること
,サ ー ビス対象は特定せず,ど の地域機関も利用す ることが可能で

ある事 等が考え られる。
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第2に 採算が とれることが望 まれる。そのためには利用者の経費の一部負担或は全額負担 を

考えるべ きであ り,採 算 をとることがむずか しい場合は情報サー ビスの他,い くつかの業務 を

行い採算面 で補 完を行 う必要が あると考え られ る。

第3に は今後の情報ネ ッ トワーク推進の核 として,先 進性の ある機 能を持つ とともに,一 次

情報の高度利用の観点か ら積極的 に情報の蓄積 ・加工 ・提供機能 を有する ことが望 ましい と思

われる。

これら情報センターの設置,シ ステムの運 用にあたっては収集可能情報量 ,需 要情報量につい

てのよ り具体的把握,情 報整備 ・サー ビスに係 る経費の見つ もり等の検討 も充分行われなけれ

ばならず,今 後の課題で ある。

(b)デ ータの収集経 路の問題

アンケー ト結果か ら寄せ られた各機 関のデ ータ入手 の実情 については次の とおりであった。

「各地域の商工会議所,商 工会 を通 じて情報入手 を行 っている」 「主 として神奈川県商工指導

センター,中 小企業事業団,中 小企業情報センター等の情報 を活用 している」 「現在,組 合情

報 センターの設置 につい て検 討を進めてい る,組 合管理情報,組 合活動情報,組 合運営指標に

つ いての情報提供分担を行 うことに予定 されている」 「神奈川統計協会,横 浜商工会議所,国

民経 済研究所 に入会 して必要 な資料 を入手 している」 「埼玉県下の市町村に よる多種研究会や

三公社五現業,民 営企業団体 を通 じて得 た情報 を近隣市で交換 した り,ま た全国各都市間 での

統計に関す る刊行物等の交換に より情報利用 をはか っている」 「関係機関へ照会 した り,民 間

調査機 関を利用 した りする」。

これ らの実情か らもわかるとお り,ど の機関 も様々の地域情報 サービス機 関を利用 して,必

要情報の入手 を適宜行 っている。

また,問 題点の指 摘 としては,「 市,県,国,そ の他数多 くの機関が情報の収集を行 ってい

るが,こ れを一本化 して収集提供 してほしい。情報によって収集機関が分か らず苦労 すること

が多い」 情 報を活 用す る立場では一 カ所に照会 できる場所 をまとめてほ しい。 緊急 時に必要

な時,電 話等で情報 の有無,所 有機関,そ の連絡先を指示 してもらえ るよ うなシステムが必要

である」 とい った意見にみ られ るように,地 域情報サービス機関,地 方公共団体 でバ ラバ ラに

存在 している情報についての案 内機能 の強化が望 まれている。従 って,今 後の課題 はデータの

収集先として重要であ るこれ ら地域情報サー ビス機関及び地方公共 団体の地域経済 レファレン

ス情報をどのように組織的に収集す るかという方法論について検討することである。 この問題

について,ア ンケー ト対象機 関か ら 「各地区の情報機関(シ ンクタンク的な ものも含む)の 情

報処理対策会議なども有効ではないか」 といった意見 も寄せ られてい る。

(c)利 用 ・普及の問題

「地域経済 に関す るレフ ァレンス情報総覧」ぴlj用方法 ・目的に関する利用者側か らの意見 と

として 「近隣都市 を も含む地域情報の体系的収集」が多 く寄せ られている。従 って,少 な くと

も今回のアンケー ト対象機関で ある県,市 町村,商 工会議所等,地 域団体 においては 「広域性 の

ある(県 域 をこえた),広 い分野の地域経済に関する各機関の独 自調査 」の所在,概 要が利用者
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の最 も知 りたい情報 と言えるで あろ う。

関信越 ・東北,両 地域 とも利用上の問題点がい くつか あげられた。その主 なものは次 のとお

りで ある。つかあげ られた。その主 なものは次の とお りである。

① 情報の分類が機関別のため検索 しに くい,分 類方法に検討を要する,分 野別 ・地域別 に分類

すべ きで ある等22件

② データの属性 の詳細化等,項 目の充実が必要である4件

③ 情報内容 が不 充分 で あ る(収 集情報が地域的に均質でない,周 知 の情報(指 定統計 ・承

認統計等)が 多い,記 入 もれ等)45件

指 摘のあった項 目の充実,情 報分類の仕方,検 索の仕方については57年 度地域経済 レファレン

ス情報 システム開発及 び57年 度 地域経済 レファレンス情報総覧作成の際
,か な り考慮は されて

い るが,今 後 も地域機 関の ニーズ をより具体的 に把握 し,付 加価値の高い情報内容 にす るよう

心掛けると同時に,整 備の仕方 について も研究 を重ね需要を喚起す ることが重要で ある。
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4.地 域 経 済 情 報 ネ ソ トワー ク形 成 の課題

4.1地 域 情報 サ ー ビス機 関の 現 状

これまでシステム運用に関する問題点,課 題を明 らかにしてきたが,地 域経済レファレンス情報

のサービス,あ るいはレファレンス情報を介 しての一次情報の相互流通を促進するためには,地 域

情報センターをとりまく地域情報流通の核 一 地域情報拠点 一 の育成 ・確立が重要課題としてあ

げられる。

地域情報拠点 としてふさわしい機関は,そ の地域の特性によって,ま た流通すべ き情報の種類に

よらて異なるが,当 調査委員会がめざす地域経済情報の流通に関しては,現 在地域経済情報の提供 ・

サービスを行 っている機関,あ るいは地域経済情報を作成 し,付 随的に情報の蓄積提供を行ってい

る機関を地域情報拠点 として位置づけることが適当と思われる。従ってまずこれ らの機関の現状を

調査 ・分析 し,地 域情報拠点としての機能,体 制についての検討を行 うことが必要であb,57年 度

はとりあえず関信越 ・東北地域における地域情報サービス機関の現状調査を実施 した。

調査結果にっいては資料3に 記載 し,こ こでは調査結果から明らかになった特徴的な事項につい

て簡単に述べる。なお,地 域情報拠点の育成 ・確立は58年度以降の重要課題であり,本 年度はその

ための事前調査という位置づけである。

(1)主 要な地域情報サービス機関

関信越地域 と東北地域においては地域経済情報流通の中心的役割を担っている機関,こ れから

担 うであろうと思われる機関に差がある。

関信越地域にっいては,地 域経済 ・景気等の調査 ・分析 ・結果の公表 ・データのサービスを行

っている 「地域経済情報研究機関(地 域シンクタンク)」 をはじめとして,県 内商工業者に対す

る経営指導 ・地域産業経済,企 業経営,景 気等の調査 ・結果の公表を行っている 「商工会議所」

あるいは中小企業者への情報提供を目的 とする 「中小企業情報センター」外部機関から委託を受

けて調査 ・分析等を行 う「民間研究所」等が現状及び今後に澄ける地域情報流通の核として位置

づけ られる。

一方東北地域においては 「商工会議所」 「中小企業情報センター」はあるものの,従 来情報流

通の中心であったのは主に 「図書館」 「地域シンクタンク」であり,今 後 も地域情報流通の核と

してはまず図書館 地域シンクタンクを中心に体制整備,情 報交流を図ることが現実的であると

思われる。

(2)地 域情報サービス機関を地域情報拠点 として位置づけた場合の機能分析 ・問題点

地域情報拠点 として必要な機能 としては基本的に

ア 地域経済情報作成 ・整備 ・蓄積機能

イ 地域経済情報サービス機能

ウ 地域経済情報加工 ・分析 ・利用機能

があげ られる。これ らの各機能にてらして,今 回の調査対象機関を調査 した結果,い ずれの機関
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もそれぞれの機能をか なり備えてい ることが明 らかになった。(表4-1参 照)

しか し各機関 とも現 状におけ る情報入手,整 備,提 供上の問題点 を多 くかかえてお り,地 域情

報拠点 どしての機能向 上のために,相 互の意見交流,技 術交流,情 報交流を行 い,総 合的 に問題

解決 にあたる必要が ある。 なお,地 域情報 サービス機関か ら出されている機能上の主 な問題点は

次の とおりである。

(a)情 報 入手上の問題点

① 市販 されてい ない各団体の報告書 ・行政機関か ら出される報告 書等 価値の高い資料 につ

いてその存在 を知 ることが困難であ り,収 集がむずか しい。情報の集中 とすばやい公開が望

まれる。

② 行政のたて割 りに よる情報機 関へのデ ータ入手の不備不足がみ られ る。

③ 各機関でのシステムの違 いに よリドッキングが困難 である。

④ 県内中小企業者 が必要 としている価値ある情報の把握がむずか しい。

⑤ 情報入手機能 を分担 したい。

(b)情 報 整備上の問題点

① 情報量 が多 くなる と体系的分類がむずか しくなり,か つ検索が困難 である。

② 情報の管理 ・提供 を機関内部各部暑 で行 ってい るが,一 本化する必要が ある。

③ いろいろな機 関で同 じような資料 を作ってお り,調 査費用 も重複す る。横 の連絡 をとりあ

って合理的にで きないか。

④MT,マ イク ロフィルム,将 来は光デバ イスなどの マルチメデ ィアの採用が必要で ある。

統計類 については,マ イクロフィ～レム化が遅れているため利用者 はスペースの問題 に悩まさ

れ ている。

(c)・情 報提供 上の問題点 ・ 一

① 情報 の検 索に手間がかか る。情報検 索システムが確立されていない。

② 情報量は多いが情報 の分野が偏 ってお り,利 用者の ニーズにマッチ した情報 を提供で きな

レ㌔

③ 情報収集 ・提供 システ ムの確立が不十分。 また,利 用体制の整備 と利用者側の意識高揚が

必要。

④ 冊子媒体に よる情報の提供 は受 ける側で ある中小企業 の個別性,多 様性 か らみて質 ・量 と

もに限界に近づ きつっ ある。

従 って,今 後の課題は電子計 算機媒体に よる提供の迅速化 ・高度化を図 りなが らきめ細 か

な個別応答サ ー ビスの充実 ・強化を推進 してい くことである。

⑤ 人材育成 ・情報センターPRが 必要 である。
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表4-1地 域情報サービス機関の主 な業務

地域経済,経 営,景 気等に関する調査

資料の収集 ・加工

資料の分類 ・整理

目録の作成

資料の保管

資料の閲覧

レファレンスサービス

広報紙誌発行,情 報提供

情報相談

その他利用普及啓発

資料の収集 ・受入

資料の選択

資料分類 ・整理

目録の作成

資料の保管

資料閲覧 ・貸出

レファレンスサービス,リ クエス トサービス

資料の複写

資料の相互利用,相 互貸借

資料の点検 ・保全

利用普及啓発

(3)情 報 蓄積サー ビスに関わる情報機器の利用

当調査委員会 では コンピュータを利用 した地域経済 レファレンス情報 の作成 ・蓄積・提供及び一

次情報 について も遂次相互 交流す ることを目途 としてい るカ～ コンピュータに よる情報流通促進

にあたっては,地 域機関の実情 を把握 し,実 情にそ くした実現化へ の接近 を図る必要が ある。

今 回の調査結果では,関 信越地域においてはマイコン処理が次第 に増 加傾向 にあり,一 方東北

地域においてはあま り電 算化が進んでいない とい う結果に至 ってい る。 しか し東北地域について

は,マ イコンについての調査が含 まれてい ないためマイコン普及 については結論づけることは出

来 ない。

マイコンについては今後 もかな りの普及が予想され,情 報流通 のための主要な情報機器の1つ

とな り得 るであろ う。

また,今 回の結果 機関に よっての バラつきが多く,情 報流通の方法,媒 体等については個別 の

対応が必要 と思われ る。(表4-2)
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表4-2地 域情報サ ービス機関における情報機器 の利用

関信越地域情報サービス機関 東北地域情報サービス機関

地銚 獅 究機関(・纐 中)紫 甥 図書館(41機 関 中)汎 用コンピュータ2

オ フコン1商工会議所(8機 関中)
マ イコン2 そ の他(8機 関 中)汎 用コンピュータ1

中小企業情報 センター(8機 閑 中)

〔汎 用 コンピュータ1マ イコン2オ フコン1〕

銀行関係研究所(1機 関中)
〔汎 用 コンピュータ3オ フコン2マ イコン 多 〕

4.2地 域 経 済 情 報 ネ ッ トワ ー ク構 築 の 手 順

これ まで調 査 した結果 及び56年 度 までに明 らかにされ た地域情報 センター基本構想か ら
,地 域

経済情報ネ ットワーク構築のために必要な機能 構築の手順は次の とお りである。

(1)地 域 情報センターが備 えるぺ き機能

(a)情 報 サービス機能

① 地域経済 レファレンス情報デ ータベ ースの管理 ・運用

各地域機関か ら情報提供 されたレファレンス情報のデータ入力,デ ータベ ース更新,検 索

結果の依頼時出力,あ るいは定期的出力等デ ータベ ースの管理 ・運用を行 う。

デ ータの収集提 供サ ービスについては当面通信網 を経 由 したオンライン会話型で行 う事 は

むずか しく,デ ータ入力についてはデータシー トへ の記入 による漢字パ ンチ入力 あるいは磁

気 テープ,フ ロッピーデ ィスク媒体等に よる入力。

デ ータ出力については定期的及び依頼時におけるバ ッチあるいはオンライン会話型のデー

タ出力,結 果の送付 とい う形 式あるいは磁気媒体による提供 とい う形式 となろ う。

② 一次情報 二次情報デ ータベ ースの管理運用

地域経済 レファレンス情報デ ータベ ースサービスだけでセンターの維持はむずか しく,又

地域情報セ ンターが地域情報化の推進役 を果たす位置づけであることか ら,積 極的 な独自調

査結果の集計加工,あ るいは外部情報 の加工等 を行 い付加価値の高い二次情報 の創出,提 供

をする必要が ある。

運用すべ き二次情報 と しては官公庁の統計情報,地 域産業団体 の所有 する産業経済情報,

地 方公共団体等の地域統計情報 等が対象 となろ う。

データの提供は当面磁気 テープ,フ ロッピーデ ィスク等 によるオ フラインとなる。

(b)計 画,調 整機能

ネ ットワーク内のデ ータ収集,デ ータベ ース形成 の際の分担 あるいはその活動 に対す る協 力

の在 り方等ネッ トワークの運営 に関する調整 や長期的展望に立 った情報 ネ ットワークの在 り方

等についての全体計画が確立 されることが必要で あり,こ れ らの計画作成 に即 して関係機 関 と

緊密 な連絡 をとる必要がある。

また,ネ ッ トワーク内の各機関で行われている情報処理 の在 り方について も全体で協議 しつ
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つ標準化を図 ってい く方向が望 ま しい。従 って,地 域情報センターはこういった計画,調 整

機能を もつ事が必要 とされ る。

(c)研 究,開 発機能

情報処理技術,情 報ネ ットワーク技術の研究等情報提供 に関 して適切な ソフ トウェアの見直

しと開発,効 果的 なデ ータベ ース利用方法の研究等情報提供 に係 る研究開発は社会の急速な変

化に対応 して常に進めなければな らない。

(d)教 育普及機能

データベ ース構造の変更,デ ータ記入方法,利 用方法の変更は社会進歩に伴い当然起 乙り得

る問題である。 この ようなシステムサ イ ドの変更に関連 して,利 用者 に対する教 育 ・指導が必

要である。

又,提 供情報の範囲についても次第 に充実するで あろ うが 「索引」の配布,「 利用 マニ ュア

ル」の配布等が定期的に必要 であろう。 また研修会などもPB,教 育訓練の場 として必要である。

(e)そ の他

地域情報 センター機能 を従来 の情報 センターに付加する場合は,a～dの 機能が 「その他従

来 の機能」につけ加わ るとい う位置づけになる。

(2)地 域 情報センター と地域情報拠点機関 との連けい

地域情報 センターを とりま く主な地域情報拠点(地 域経済情報提供機関)と しては,商 工会議

所,'中 小企業情報センタ ーt地 元有 力企業(銀 行等),地 域 シンクタンク機関(地 域経済研究機

関),地 方 自治体,国 の地方プ ロシク機 関,あ るいは図書館があげ られ る。

・れ垣 幽 は繍 瀧 の核 と〆 藪 であり・地域繍 センターはこれらの機関と連けいを

推進する事が必要である。とれらの核となる地域情報拠点機関との情報ネジトワーク,す なわち

データの収集 ・融 をどら'し西 く編 大きな噸 である。

、 その方策 として現状では次の ように考え られる。

(a)情 報作成機関での情報整備

基本的 に地域経済 レファレンス情報の整備 は,デ ータ作成機関内で行い,磁 気テ ープあるい

は フロッピーデ ィスクによって,地 域情報センターに情報の提供 をす る方式が望 まれ る。

ただ し,コ ンピュータ等情報機器 の設置 されていない機 関,た とえば地域経済研究機関,商 工

会議所等の一部 については,'当 面 地域経済 レファレンス情報 デー タシ ー トに記入 した もの を

自己経費でブロック機関等に一括依頼す るという事 も考え られ る。

ま'た情報提供機関は代わ りに地域情報 センターに蓄積 された地域経済 レフ ァレンス情報に関

するデータの提供 を無料又は一般機関 より非 常に安い料金で受け ることが出来 るといったメリ

シ トが得 られることが必要 である。'
'
(・ジ磁 撒 の活写 ∵1 ,・:＼.∴ 一 ∴.、 三'
都道府県の地域経済レファじンス情報について属 直接県から9入手0)ほカジ(財)地 方自治情

、聖 祭5嘩 頸 極熱 ・「醐 興 鵬 湊 との獅 力rよ糊 入
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手 を図ることも,一 つの有効な方法 である と考え られる。

また,中 小企業情報 センターの レファレンス情報については,中 小企業事業団 を通 じて情報

を入手する。あるいはブロック機 関である通産局 に情報を集 め,そ こをなか立 ちと して情報入

手をす るとい った方法も可能 であ る。

また,こ れ らの機 関相互の一次情報の相互 流通,有 効利用 について も促進 するため次の よう

な方策を とることが望まれる。

① 提供可能 なデ ータやプログ ラム一覧表の作成及 び交換(流 通)

当面は各機関が個別 にそれぞれの提供可能 なデータや プログ ラムの一覧表 を作成,交 換 し,

個 別に情報交換 を進める。

② 情報の提供及 び受入のための プログ ラム整備

情報の提供及 び受入のために必要 なデ ータ加工 プログラムやコンバ ー トプログ ラムを整備

し,体 制 を整 えると共に技術交流を行 う。

また,シ ステムの開発,メ ンテナンスを行 う場合には,こ れ らの処理ルーチンを,サ ブシステ

ムとして準備 してお く。

③ 情報の発表方法,発 表体制の拡大

コンピュータを使用して,印 刷物を作成 し公表 を行 っている場合には,同 時に電子計算機媒体

に よる公表 も行 うよう体制 を拡大する。.'`

④ 情 報ネ ッ トワークのための窓口の設置 ∴

情報交換 を効率的,効 果的に進 めるため,提 供可能なデ ータや提供媒体な どの概要 を整理

し,交 渉を進 める担当窓 口を定め る。',;

(3)運 営 維持に関する対策

地域情報センターの運営 を維持す るためにぱ常e・i正確な情報が継続 的に収集 出来 る事が第一条

件 であるbそ のための対策 として前記(2)に,情 報作成機関に よる情報整備,プ ロソク機関の活用

等 を掲げたわけであるが,さ らに組識的運営 を強 化す る方法 として次 の ような諸方策が考え られ

る。

(a)会 員制の導入

情報収集,情 報提供対象機関 を明確に し,提 供規模 をつかむためには会員制が望 ま しい。会

員 は情報提供を希望す る地域機関が対象にな る。

会員 となった機関は,:定 期 的 あるいは依頼に応 じて情報の提供 を受け,一 方運営 に係 る費用

の一部負担 を担 う。',

(b)地 域経済情報ネ ッ トワークのための連絡協議会の設置

.情 報の収集経 路を確保 するため,ま た情報 の提供 サービスの在 り方の検討の場 として地域情

報 センターと地域機関 を結ぶ動脈 となる連 絡協議会の設置は重要である。 メンバーとしては,

現 在のこ『デノレケース で地域情報→『ンタ「 となって込るご(財〕日本情報処理 開発協会,地 域 ブロッ

ク機関としての通産局,商 工団体を代表 して東京商工会議所,あ るいは電力会社,銀 行,県 等
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当調査研究委員会.の構成機関に,主 要な地域経済研究機関,中 小企業情報 センター等,今 後地域

情報拠点 として期待 される地域機関を も含めた形が望 ま しい。

(c)情 報 蓄積媒体等

地域機関が地域経済 レファレンス情報 あるいは一次情報の整備,情 報交換す るための蓄積媒

体 について,従 来は磁気テープまたは印刷物 と考 え られていたが,今 回の地域経済研究機関,

商 工会議所,中 小企業情報センター等の調査の結果 これ らの機関についてはマ イコン,オ フ

コンの利用がかな りあ り,ま た今後 も増加が予想され るため,フ ロッピーデ ィスクは情報蓄積

媒体 としてかな り利 用価値の高い もの となる事が予想 される。従 って地域情報センターに とっ

ては,今 後情報入手,提 供のための蓄積媒体 として磁気テ ープ'印 刷物 に続 く主要な媒体 とし

て フロッピーデ ィスクを位置 づけ利用 ソフ トウェアの開発等 の研究 を行 う必要がある。

④ 運用サー ビスの時期

情報収集の程度 運用体制の整備等のスケジュールに多少の遅れは生ず る可能性 はある ものの

基本的には,地 域経済 レファレンス情報 の運用,サ ー ビスは59年 度 か らというのが望 ま しい。
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4.5当 面 の 課 題

(1)情 報 作成段階 における検討事項

(a)デ ー タ様式の標準化等

情報作成機関が地域経 済 レファレンス情報 を作成す ることになると,デ ータのコー ドのふ り

方,記 入の仕方等機 関ご とまちまちになるケースが あ り得 る。

これ らデ ータ様式の標準化 を図るためには 「整備 マニ ュアル」作成の検討が重要である。

(b)デ ータ作成費用

電算媒体へ の入力あるいは レファレンス情報 シー トに書かれた ものを漢字 パンチす る際 の費

用 を情報作成機関が負担 することについては賛否の分かれ るところで ある。漢字パンチを行 う

とした場合の費用を試算 すると,デ ータ量が1機 関につ きレファレンス情報 シー ト50枚 の場合,

900円(単 価)×50枚=45,000円 で ある。

'繍 乍成機関がレファレンス 情報 を作成す るとい う考え方 をおし進めるためには
,・投資効果 を

明確 にし,情 報作成機関の協力 を得 る必要がある。

投資効果とは次の点 と考え られる。

① 自機関の情報整備 に役立つ。 ・

② 他機関の地域経済 レファレンス情報 を磁気テープ又 はフロッピーデ ィスクで入手で きる。

または適宜必要な地域経済 レファレンス情報 の提供(リ ス ト等)を 受け られる。

③ 地域経済情報ネ ットワークへの参加が しやすい。

(2)情 報 入手 ・提供 段階 における検討事項

デ ータの コンバ ージ ョンに伴 う費用 ・労 力をどこで負担す るか とい う問題がある。情報入手の

形態がフロッピーデ ィスク等電算媒体である場合,各 機関の所有する電算機器(マ イコン等)が

異 なるために,デ ータの コー ド変換が必要 となる。現在 各 メ ーカで は変 換 用 の ソフ トウ ェア

をサ ービス しているケースが多いが,変 換のための費用労力を情報提供側,入 手側のどちらが受

け もつか とい う点 を検討 する必要がある。

(3)情 報 サ ービス段階での検討事項

地域情報 センタ ーで発生すると思われる諸費用にっ き規 定を設ける必要がある。一般的 にコス

トの要因 となるものとして次のものが あげ られる。

① コンピュータ,周 辺機器使用料

② 情報整備,サ ービス コンピュータ運用等人件費

③ ス トック フォ ーム,イ ンク リボン,等 消耗品費

④ コン ピュータ運用 に要す る電気代

⑤ コン ピュータの修繕 保守費用

⑥ 郵送費等通信費,印 刷費

これらに関わる諸費用は原則 として受益者負担であろ うが,実 情に応 じて利用料金を設定すべ き

もの と思 われる。
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④ 運営維持に係 る体制の検討

先にも述べたように地域経済情報ネットワーク促進のためには連絡協議会等を設置 して次の

活動を行 う必要がある。

① 地域経済情報センターが軌道にの るまで,連 絡協議会を中心 として諸費用の検討,デ ー

タ様式の標準化 内容の充実化あるいはPR活 動,デ ータ入手のためのサポート活動を行う。

② 個別のニーズに応 じた一次情報の交換活動を行 う。

58年 度は連絡協議会の設置にむけて,準 備委員会を作 り,

① 連絡協議会のメンバー

② 運営形態(開 催回数 費凧 中心機関等)

③ 運営内容

について方針を明確にする必要がある。同時に,対 象機関への積極的なPR,参 加要請活動が必

要であろう。

4.4ま と め

本調査 は,関 信越 ・東北地域における地域経済情報流通を促進す るため,流 通状況の把握,問 題

点の分析 をし,当 面の課題を明 らかにすることを 目的 として55年 度か ら進め られて きた。

56年 度から進められている「地域経済 レファレンス情報 サービス」は一次情報流通 のための補助手

段で あるカ～ 今 日の ように情報の交通整理 が不充分の状況では欠かせない機能 であり,ま た多 くの

機関か らこの案 内機能に対する要望が強 くよせ られている。

しか し,今 年度の調査結果か らも明 らかな ように,こ れ ら情報のサ ービス実現 については経 費の

問題,サ ービス情報 の内容の問題 提供形 態の問題,体 制の問題等 どれ1つ をとって も早急 に解決

のつ く問題ではあ り得 ない。 しか し,現 在 地域 情 報 サー ビスを行 っているどの機関に とって も共

通 の問題であ り,こ れ らの地域機関 をもとり込んだ総合的 な情報流通促進への取 り組みが必要 とな

ろ う。
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資 料1レ フ ァ レンス情 報 サ ー ビス シ ス テ ムの 概要

1.シ ス テ ム の 概 要

当 レファレンス情報 サービスシステムは,関 信越 ・東北地域のモデル地区 における,レ ファレンス

情報 の整備及 び検索サー ビスを 目的 としている。

このため,当 システムは,レ ファレンス情報 の蓄積 ・更新,オ ンライン会話型検索,バ ッチ処理検

索及び各種索引誌作成の各機能で構成 されている。システムの概略を図で示す と次の とお りで ある。

オンライン会話型

検 索

レファレンス情報

の蓄積 ・更新

各種索引誌
の作成

パ ッチ処理

検 索

2.シ ス テ ム の 機 能

当 レファレンス情報サービス システムは,シ ステムの概要 で述べた4つ の機 能を扱 い,各 機能 を

それぞれサブシステムとしてシステムを構成 する。各サブシステムとその機能は,次 のとおりである。

レ

フ
アサ

レ1

ン ビ

スス

情 シ

報ス

テ
ム

レファレンス情報の

蓄積 ・更新(保 守)
サ ブ シ ス テ ム

『レファレンス情報デ ータのチ ェック

レファレンス情報の蓄積

レファレンス情報の更新

オ ン ライ ン会話 型

検 索 サ ブ シス テ ム

オンライン会話型検索

検索結果 リストの作成

パ ッ チ 処 理

検 索 サ ブ シス テ ム

質問 カー ドの分析
・検 索

検索結果 リス トの作成

各 種 索 引 誌作 成
サ ブ シ ス テ ム

分野別索引誌の作成
機関別索引誌の作成
データリス トの作成
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2.1レ フ ァ レンス 情 報 の 蓄積 ・更新(保 守)サ ブ シス テ ム

(1)レ フ ァ レ ン ス 情 報 デ ー タ の チ ェ ッ ク

r

」

レフア嘉
一・ 濡

① レファレンス情報
テ"一夕¢)チェック.

チェックリス ト

② レフデレンス情報
一夕リストの作成

レ7ア レン

.デー タ リス ト

」

① レファレンス情報蓄積 ・・更新デー

タをチェック し,レ ファレンス情報

デ ータファイルの作成 ・更新 を行 う。

② レファレンス情報 デ ータの内容 を

表示 した,レ ファレンス情報 データ

リス トの作成 を行 う。

この レファレンス情報データリス

トに より,デ ータ内容の確認 を行い,

誤 りがあれば再度更新 データを作成

す る。

(2)レ フ ァレンス情報 の蓄積

この処理は,デ ータベ ース(レ ファレンス情報 ファイル)の 初期作成時のみ行 う処理である。

{

INQ雄 篇 一

①1脇 ㌶ ②・一・'入力用

デ ー タの 作成

DB
ロ　ダ

禦 ル 露這・ 禦

}
③ レファレンス情報
の蓄積

情 報

フアイル

クション

登 録 集

① 当システムでは,デ ータベ ース

(tzフ ァVン ス情報 ファイル)をI

NQフ ァイルとして作成す るため,

㌫㌫ ㌶ 鷺IN
② レファレンス情報デ ータファイル

をINQロ ーダが実行可能 となる よ

う加工 し,ロ ーダ入力用データを作

成する。

③INQロ ーダを実行 し,デ ータベ

ース(レ ファレンス情報 ファイル)

を作成 する。
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③ レファレンス情報の更新

2.2オ ン ライ ン会 話 型検 索サ ブ システ ム

質問の
入力要求

出力指示
の要求

力指示
の入 力

②検 索結果リスト
の作成

検索結果
の表示

検索結果

ファイル

検索結果

プアイル

検索結果
リス ト

一33一

① レファレンス情報デ ータファイル

(更 新デ ータ)に 基づ き,レ ファレ

ンス情報 ファイルの更新(追 加 ・修

正 ・削除)を 行 う。

① 入力された質問に基づいて,レ フ

ァレンス情報 ファイルの検索 を行 う。

質問の入力は漢字端末装置か ら直

接行 う。

検 索は,検 索項 目の具体値(中 間

一致 も可能)
,あ るいは検索項 目の

論理演算 を用 いて行 う。

また,検 索結果 を一時ファイルに

保存(SAVE)し,一 一時 ファイルか ら

の検 索及 び一時 ファイル間の論理演

算 も可能 とする。

以 上の検索 に よる結果の件数 を表

示する と同時 に,検 索結果 を検索結

.果 ファイルに保存する。・,

② 入力された出力指示 に基づいて,

検 索結果 ファイルか ら検 索結果の表

示又は検索結果 リス トの作成 を行 う。



2.5バ ッチ処 理 検 索サ ブ シス テ ム

①質問 カー ド
の分析

質 問
デ ー タ

ファイル

検索結果

ファイル

⑤検索結果 リスト
の作成

① 質問 カー ドをチ ェック し,質 問文

及び出力指示等の分析 を行い,質 問

デ ータファイルに登録す る。

② 質問デ ータファイルに基づいて,

レ ファレンス情報 ファイルの検索を

行 い,検 索結果を検索結果 ファイル

に保存す る。・

検索 については,オ ンライン対話

型 と同様である。

③ 検索結果 フ・アイルか ら,検 索結果

リス トの作成 を行 う。

2.4各 種 索 引誌 作成 サ ブ シ ステ ム

ズ情報

プアイル

①分野別索引誌
の作成

① レファレγス情報 ファイルか ら,

出 力指示に従 って分野別索引誌の作

成 を行 う。
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② レファレンス情報 ファイルか ら,

出力指示 に従 って機関別索引誌 の作

成 を行 う。

③ ・レファレンス情報ファイルか ら,

.出力指示 に従 ってデータ リス トの作

成 を行 う。
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資 料2レ フ ァ レン ス情 報 利 用 に関 す る調 査

所属機関名

部 課 名

記入担当者

-

"ω

O
ー

1「 地域経済に関す る レフ7レ ンス情報 総覧」 について どの ように思い ますか?

〔]ω 充分使 える内容 であ る。

〔]② 内容的に一部問 題があ るが まあ まあ使 える。

問題点

[](3)こ の内容で は使 えない。

理由

口(め わか らない。

21で ω 又は(2)と答 えた方は、 この総 覧を利用す る とした場 合、 どの よ うな利用の

仕方 をされますか?又 、 想定 され る利用頻度 についてお 答え下 さい。

(記 入例)

県別の景気に関す る デー タの 所在 を知 りたい。

一年2回 程度

3レ フ ァレ ンス情報 サー ビスの形態等につ いて

当地域 委員会 では 、貴 機関 か ら御協力 いただいた レフ ァ レンス情報 に基づ き 「地

域経 済 に関す る レフ ァレ ンス情 報総覧」の 作成、及び 電算機 を利用 したパイ ロ ット

的 「レフ ァレンス情 報サー ビス システム」の開発 を行います。 これら地域 に関す る

レフ ァレンス情報の 有効利 用を図 るた めには、昨年度 の ア ンケー ト調査の結果に よ

る と 「レファレンス情報 については情 報セ ンターで 一括管理 しサー ビスす る方法が

良い 」 とい う意見が 多 くあ りま した。情 報セ ンターで レフ ァレンス情報 をサー ビス

す る場 合、情報 セ ンターの 在 り方、 サー ビス形態、情 報セ ンターを とりまく地域機

関 同士 の ネッ トワー ク体制 の在 り方等 について御意 見をお 聞か せ下 さい。(回 答 は

複数 可)

(1)情 報セ ンターの設置 について

口'① 公的情 報機関 の新設置 が よい。

口 ・② 現 在あ る公的 情報機関 を活用す る。.

口 ⑱ 民間の情搬 関 の新設置杖 い・

口'④ 現 在あ る民 間の 情報機関 を活用す る。

口 ⑤ 第三 セ クターの 新設置が よい。

口 ⑥ 現在あ る第三 セ クター を活用 する。

口 ⑦ その 他



[コ ⑧ わか らない。

理由

[1② 依 頼 によ りL情 報セ ン ター一で 処理 し、結 果を郵送(又 は電話、 フ ァ ック

ス等)し ても らう方法が 良い。

[1③ 電 子計算機 に よるtン ライン"t-一 ビスを受け、 自機関の端末機で必 要情

報 を得 る方法 が 良い。

口 ④ その他

÷'.

② 情報 セ ンターの 運営につ いて

上 記に関連 して利用す る場合め費用 負担 は どの よ うな形 態な ら運営及び 利用が

可能 とな ると思い ます か。

口 ① 利用料金は 公益 サー ビスとす る。

[⊃ ② 利用料 金は全 額受益者 負担 とす る。

[]③ 利用料 金の 一部は受益者 負担 とす る。

口 ④ その他

(3)レ ラ ナレンス情報の収集、 整備 の方法 につい て'

.口 ① 情報 の所在機関が定 期的に修 正 ・追加 デー タを定型様 式の用紙 に記入 し

郵送あ るいは フ ァックス等で 情報 セ ンター に送 る。

口 ② 情報の所在機関が電 算機の端 末機等か らデ ータ を 入力す る。

口 ③ すべての作業 を情報 ㎏ ンタ」 にまかせ る。

口 ・④ その他 『

ω レファレンス情報 サー ビスの形態等 につ いて

(情 報量はかな り多 いこ とを想定 して下 さい。)

[]① 定期的 に配 布 して もらう方法 が良 い。

4電 子計 算機に よる レフ ァレンス情 報サー ビスが実現 され た場合、貴機関は参 加 し

ますか?

[](り 参加す る。

[コ ② 参加 しない。

[1(3)わ か らない。

口 ω その 他

5貴 機 関におけ る電子計 算機の 利用につ いてお答 え下さい。

(1}電 子 計算機 が設 置 されてい ますか。

口 ① 設置 され てい る。

[〕 ② 設 置されて いない。

② 端末機が設 置 され てい ますか。

Ll① 設 置されて い る。

[コ ② 設 置されて いな い。

{3)電 子計算 機が設置 され ていな い場合、計 算機tン ター等 に電算機処理 を外部 委

託 してい ます か?

li① 委 託 してい る。
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口 ②・委託 していない○

ω 電 子計算機が設置 され ていない場 合、設 置の予定 はあ りますか?

口 ① 設置の 予定 がある。

口 ② 設 置の予定はな い。

汎噺 計算騨 置されている?合 端 名をお書き下さし～.一
6そ の他、 地域情報の共 通利用 に関 す る御意見、御要望 等 をお 聞かせ 下さい。又

貴機 関の情報利用に関す る経験 等を記 入 して下 さい。

御協 力あ りが とうございま した。



資料5地 域 情報 サ ー ビス機関 調 査

1.調 査 の 目 的

地 域情報 センターをとりま く地域情報流通の核 として,各 地域の主要な情報提供 サー ビス機関

(情 報提供 サ ービス業 とその他の情報 サービス業),あ るいは付随的 に情報の発生 ・蓄積 ・提供 を

行 っている機 関は情報 センターをとりま くサブセンタ ーとして,情 報流通の中心的機能 を果 してい

くもの と思われる。

こちらの対象機関は,地 域経済情報 サービス を開始する場合,情 報 センターにとって主要 な情報

入手先,情 報提供先 として位置づけられ る。

従 って,将 来的 には これ ら情報 センターとの地域経済情報流通促進 を図 ることを目的 とし,そ の

第1歩 として,57年 度 関信越 ・東北地域においては,一 般的な地域経済情報を取 り扱 う情報機 関に

対 して 「地域経済情報サ ービス機関の現状,問 題点,今 後の在 り方」等を探る事 を 目的 として調査

を行 った。

2.調 査 対 象機 関 及 び 回 収状 況

く調査対象機関〉

関信越地域………

① 地域経済情報研究機関

(財 流通経済研究所,(醐 神奈川経済研究所,(財)千 葉経済センター,'(財)国 際科学振興

財団,(財)常 陽産業開発センター,(財)新 潟経済社会 リサーチセンター,(財)労 働科学研究

所

② 中小企業情報センター

茨城県,栃 木県,群 馬県,埼 玉県,千 葉県,長 野県,山 梨県,静 岡県

③ 関信越地域県庁所在地商工会議所

浦和,千 葉,東 京,横 浜,新 潟,甲 府,長 野,静 岡,水 戸,宇 都宮,前 橋

④ 民 間

㈱野村総合研究所,㈱ 三菱総合研究所等28機 関

東北地域………

① 東北地域の図書館 シンクタンク,報 道機関 等101機 関

一39一



〈回 収 状 況〉

関 信 越 地 域 東 北 地 域

機 関 対象数 回収数
回収率
(殉

機 関 対象数 回収集
回収率

(%)

地 域 経 済
研 究 機 関

7 6 85.7 図 書 館 85 41 48

商工会議所 11 8 72.7 そ の 他 16 8 50

中 小 企 業 情

報 セ ン タ ー
8 8 100.0

銀行研究所 2 1 50.0

計 28 23 82.1 101 49 49

5.調 査 結 果

関信越地域と東北地域では,情 報流通の中心的役割を果たす機関属性に大 きな開きがある。

従って,地 域ごとの特性を生か しつつ,そ れぞれの地域において適切な情報サービス機関と思われ

るところを対象に調査を行い,別 々に結果をとりまとめた。

ろ.1関 信越 地 域 にお け る情報 提 供 サ ー ビス機 関 の 現状

関信越地域では地域情報サービスの核 となることが期待される地域経済研究機関,商 工会議所

中小企業情報センター,銀 行関係研究所を取 り上げて調査を行った。

調査内容は以下の4点 である。

① 地域経済情報サービス機関の設置目的及び活動内容。

② 地域経済情報収集,整 理,サ ービス機能

③ 地域経済情報保有量

④ 機関における現状の問題点及び今後の課題に開する意見

一40一
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(1)現 状

機 関

地

域

経

済

情

報

研

究

機

関

微

流

通

経

済

研

究

所

(
品

川

区
)

側
神
奈
川
経
済
研
究
所

(横
浜
市
)

活 動 概 要

流通機能の効率的な遂行,流 通機構の合理化,流 通機能担当者の

近代化を促進させるべ く,調 査研究活動を行 うことを目的 とし,

昭和41年 に設立された。

諸活動のうち地方公共団体か らの最近の受託調査は次のとおりで

ある。(55年 関信越地域のみぱっすい)

三崎地域における水産物関連施設に関する調査(神 奈川県)

横浜市卸売流通構造基本調査(そ の1,そ の2)(横 浜市)

多獲性漁流通対策調査(三 浦市)

当面の課題は,流 通経済専門機関として多方面の情報か ら機関の

特殊性を納得させる資料を抽出,選 択 し,そ の整理保管により将

来の研究のための貴重な財産にするとともに,移 り変わる現代の

先端をとられ,研 究資料として提供することである。

設立の目的は,神 奈川県内経済一般および各種産業の実証的調査

研究を行い,神 奈川県経済の健全な発展に寄与することである。

主な活動内容は,

イ 主要業界へのヒヤ リングを中心に県内景気動向を業種別に

まとめ,か ながわ天気図の作成

………県民
,企 業,官 公庁への情報提供

ロ 県内経済問題,業 界の動向などをまとめ,経 済スポット

(毎 月)を 作成する。

….・ ・..・ 〃

情 報 サ ビ ス

これ ら6機 関の地域経済 研究所における情報収集 のねらい

は,地 元の官公庁,企 業(会 員)へ の情報提供のためであ

り,印 刷物に よる保有情報量は機関に よって幅があるがか

な り多い(最 高30,000冊,最 低50冊)。 検索方法は機関

ごとバ ラバ ラ℃ 総合索引誌の利用(1機 関),目 録 カ ー

ド(2機 関),開 架方式(1機 関),年 度別等である。

分類方法で一番多いのは,地 域別(4機 関)及 びテ ーマ別

(又 は分野別4機 関)で あった。提供形態は,ほ とん ど印

刷物で あり,電 算機 マイコンの利用は1機 関である。
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機 関

地

域

経

済

情

報

研

究

機

関
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奈

川
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済
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所

(
横

浜

市

)

(
千

葉

市

)

㈲
千
葉
経
済
セ
ン
タ
ー

活 動 概 要

ハ 神奈川主要経済指標の作成

………県民,企 業,官 公庁へ情報提供

二 企業経営予側調査

■ ■ ・ ■ ・ ・.● ・ 〃

ホ 国付帯調査

・.・ ■ ◆..● ・ 〃

へ 神奈川経済統計

・..・ ● ・.■ ● 〃

ト 県内の特色を簡単明瞭にまとめた「豊神奈川」の作成

・… ◆・‥ ・ 〃

チ 神奈川県の産業経済の特色を掘 りさげ調査し,地 域経済 シ

リーズの作成(年4テ ーマ発行)

・ ….・ … 〃

リ その他,セ ミナー講演会,シ ンポジウム,ト ップセ ミナー

開催等である。

地域経済の均衡ある成長発展に寄与するため,千 葉県内の産業経

済に関する調査研究および情報の提供を行 う唱的で設置された。

主な活動内容は,種 々の調査研究及び調査報告書の発行,月 刊誌

「経済日報」の発行等である。

当面の課題は地域に根 ざした能力ある調査研究機関としての情報

提供機能の拡充である。

情 報 サ ー ビ ス
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日本の将来 にわたる繁栄 と国民の福祉 を確保す るため,政 府,学

界,産 業 界の一致協力に よる総 合的 な研究開発体制の要 となるよ

う昭和52年 に設立 された。

活動内容は受託研究である。

今後の課題は,NIRA(総 合 研究開発機構)の 資料 コーナ ーの

ように全国 シンクタンク との横 のつなが りをもち,公 琴で きる資

料 の一般公開である。

県内各業者に地域経済,地 域開発,産 業動向等の各種情報を提供

する目的で昭和44年3月 に設置された。主な活動内容は,

イ 県内経済の動向調査………月報を通 じて地元各業者に経済

情報を提供

㈱第四銀行が創立100周 年記念事業の一環 として設立 した調査研

究機関であり,地 域社会,経 済の研究,調 査にあたり,そ の成果

を地域の発展に役立てるために設置された。

主な活動内容は,

イ 新潟県内経済動向の調査……地場産業,地 域経済の動向調

査を行い,機 関紙 「センター月報」により発表

する他,講 演会,そ の他の機会をとらえて発表

し,啓 蒙活動を行 う。
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機 関 活 動 概 要 情 報 サ ー ビ ス '

ロ 「会社要 覧」の作成 ・発行 ……毎年,新 潟県内企業の内容

をアンケー ト調査 し,そ の結果を 「新 潟県会社

要覧」 にま とめて発表す る。

商工会議所は,地 区内における商工業者の共同社会を基盤とし, 情報収集のねらいは,会 員企業,地 域商工業者,行 政機関,

商工業の総合的な改善 ・発達を図り,兼 ねて社会一般の福祉の増 地域住民等幅広い地域への情報提供である。

進に資 し,も って国の商工業の発展 に寄与す ることを 目的 とし, また,保 有情報量 については,印 刷物で200冊 ～30,000冊

設 置された。 と商工会議 所に よってかな りの幅があるが,2機 関 につい

商
どの商工会議所も設置は明治であり,そ の歴史は古い。各県の主 ては,磁 気テ ープ㌧ 磁気デ ィスクに よるデ ータ蓄積 も進ん

要市におかれ,そ の活動概要は, で い る 。

工
イ 地域産業経済,企 業経営,景 気動向調査 検索方法は,目 録 カー ド(2機 関),総 合索引誌(1機 関

(中 小企業景況調査,景 気動向調査,大 型店出店影響調査, オン ライン(1機 関)と なっている。また分類方法にっい

会
小売物価調査,商 取引の紹介,斡 旋信用調査,労 働条件実態 ては,各 機 関各様で業種別(3機 関),地 域別(2機 関),

調査,通 行量,来 街者実態調査,初 任給調査,買 物調査,中 機関別(3機 関),テ ーマ別(4機 関)と い う現状で ある。

議
央道開通による影響度調査,消 費者意識調査等) 提供形態は,印 刷物が中心であり電子計算機,オ フコン等

所
ロ 広報,雑 誌及び定期刊行物ニュースの発行

ハ 図書室の管理,資 料閲覧

の利 用は8機 関の うち3機 関である。

二 講演会,講 習会,業 種別会合の開イ嵐 各種問題について専

門家か らの情報提供

ホ 個別面談 あるいは電話 ・書面等に よる情報等である。

中小企業をとりまく経営環境は複雑で変化の激しい環境下にあり, 情報提供先は中小企業者 を中心 として,国,県,市 町村L

同時に中小企業が企業経営上必要 とする情報はますます多様化 し 組合関係 で ある。,
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活 動 概 要

増大 してきている。

こうした状況下にある中小企業の情報ニーズを的確,迅 速に対応

し,中 小企業のために情報化促進の中核的役割を果たし得る情報

供機関 として,54年 以降各県単位に設置されている。その主な活

動概要は次のとりである。

イ 各種中小企業関連調査 て消費者購売動向調査,設 備投資計

画調査,金 利実態調査,中 小企業生産構造実態調査,小 売動

向調査,業 界動向 ・経営動向調査,賞 与予測調査,賃 上げ予

測調査,四 半期景況調査,訪 門面接調査)

ロ 情報提供事業(「 日刊情報」 「月刊企業情報」 「機関誌企

業 しんこう情報」等の発行,情 報センター図書 目録情報所在

リス ト作成提供,パ ンフレット作成)

ハ 情報相談指導(窓 口相談 電話等による応答サービス)

二 情報収集 ・加工

情 報 サ ビ ス

情報保有量は,設 立年 に も影響があるが,印 刷物で200～

20,000冊 程 度 である。

それ以外 に8機 関の うち4機 関で,フ レキシブルデ ィスク,

ビデオテープ,磁 気デ ィスク,マ イクロフ ィッシュ,マ イ

ク ロフィルム等に よる情報の種畜が進んでい る。

検索の方法は総合索引誌に よる ものが多 く7機 関,つ いで

目録 カー ド4機 関,オ ンライン機 関 と続いている。

分類方法は,業 種別7機 関,地 域別3機 関,機 関別3機 関,

テ ーマ別5機 関 となっている。

提供形態は,印 刷物がほ とん どで ある。

また電 算機 マイコン等 の利用 については8機 関の うち4機

関がマイコンまたはオ フコンを所有 し,1機 関 が委託を行

っている。

官公庁,民 間企業か らの委託研究 を主要業 務 とする研究所

の情報収集のね らいは,す べて機関内プ ロジェク ト利用の

為で ある。

保有情報媒体は,印 刷物,マ イク ロフィッシュであり(印

刷物3,000冊,マ イクロフィッシュ約200枚),検 索 は目

録 カー ド,オ ンライン等で行 っている。情報分類は地域別

で ある。電算処理 等は進んでお り,汎 用 コン ピュータ,マ

イコン,オ フコンを所有 している。



(2)今 後 の情報 センター機能発展方向についての意見
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① 情報センターは今後,公 私別 ・有料 ・無料別 ・部門別 などいろいろなものが生 れて く

ると思われ,同 時に淘汰 ・整理が進行 してい くのではないか。

当センターは分野の拡大 より調査研究機能の充実,出 版事 業の確立を図 ってい きたい。

② 統計類や各種の情報 について随時検 索で きる ようになる ことが望まれ る。 また最新 の

デ ータ(主 要官庁でま とめた ものな ど)に ついては自動的にア ウトプ ッ トされ ることが

望 ま しい。

③ 基礎的 な資料やデ ータの収集 ・保管は もとよbで あるが,弊 所の分野において もPOS

デ ータのよ うなス トアオ ー トメーション化に よって得 られ る高度で精密 なデータの収集

が流通経済 ・市場動 向の研究 に重要 になって くる。 この ようなデータを収集 し,分 析 し,

い かに流通経済の合理化 ・近代化に役立たせるかが弊社の業務の多 くを しめることにな

るであろ うと思われる。

④NIRA(総 合開発研究機構)の 資料コーナーの充実したものを目ざすことが必要である。

① 分野毎 に全国に網 を張 った形の機関がコンピュータ処理 した情報をいつ何時で も提供

で きる形 になってい くべ きである。

当所の業務拡大 については地域総合経済 団体 として行政 と地域住民 との中間の立場での

地域問題への対応。

② ネッ トワークのアークと対象 となる情報が確実 なものであ り,ま たその情報の 目的が

は っきりした ものであれば,情 報センターは多いに活用 され るであろ うと思 われる。

当機関で も地域内商工業 者の正確 な情報 をで きるだけ幅広 く収集 し,統 計処理 して経営

相談や講習会等の指針 として活用 してい きたい。

③ 市内には情報提供す る機関がい くつかある鵜 ユーザ側か ら見 るとどこか ら入手 した

らよいのか,ま た1機 関だけで入手可能なのかどうかわか らない とい う意識を もってい

る。従 ってニーズに対応 した幅広い地域経済情報の提供 をめざす機関の設立を目ざし,

現 在横浜市 とともに基礎調査 に入 っている。

④o情 報センタ一-va求め られ る機能は,細 分化された分野の情報,個 別情報,最 新 の情報

などが誰にで も利用 で きる機能である。

Oそ うした情報の収集 をすすめるとともに各情報の所在を公に して行 く必要が ある。

O各 情報 を所 有す る諸機関におけ る相互のネ ッ トワーク体制の形成が望 ま しい。

⑤ 中小企業者 に とっては情報を収集 し,評 価 し,分 析 し,そ して活用する ことは一部 の

人達 を除いてまだ まだである。当初 としては地域経済 におけ るミクロの環境変化に対 し,

タイム リーに行動指針 を明示する機能 の充実 をとる。

⑥ 情報資料の保管方法 ・検索のス ピー ドア ップ,デ ータの複合的有効利用 を図るために

一46一



もコンピュータを導入 し,各 機 関(県,市,業 界等民官機関)と の横 の連けいを もった

もの となるべ きで あると思 う。

① 当面は 目的 とす る事業の万全 を期 すために人員の増加が課題で ある。次いで中小企業

の求めに応 じ,個 別情報(ミ クロ情報)を 提供す る情報相談 システムの一層 の充実が必

要で ある。

② 地 域情報の充実 。

③ ・中央の情報保有幽 との端末機 に よるネットワーク化により,情 報提供中継拠点 としての

役割 を果 たす。

'単 に情報の提供だけでな く
,情 報活動 の中核的 なリーダ役,例 えば異業種 交流 プラザ

の推進役。

・中小企業関係機関が実施 してい る調査の一元化 ・集中化の母体的役割
。

④ 中小企業のニーズに適応で きるよう 「地域データバ ンク」 としての機能確立の方向。

⑤ 有効情報の収集 ・蓄積 を図るとともに適時適格に必要情報が検索提供で きる機能の充

実 。

⑥ 企業経営 に関する総合的 な相談窓 口。

⑦ ・一般的 な情報提供(印 刷物等)と 同時に中小企業個別情報提供 システムの整備 。

・シンク タンク機能の充実(情 報創 出機能)
。

・地域内(ロ ーカル)情 報のス トック(デ ータバンク機能)
。

⑧ 今後は能動的 な情報提供か ら利用者 のニーズに応 じた受動的 な情報提供のケースが増

えて くる と思われ る。

将来は情報提供機関のネッ トワークづ くりをすすめ,可 能な機関 とはオ ンラインを図 り

オンラインが期 待で きなければオフ ラインによる情報の入手 を進 め なが らデ ータバンク

化 を推進する。

情報の生産 と流通,保 存,そ れぞれの機能と機能分担を明確にし,官 民それぞれの利点

融 を活か方 向。
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(3)関 信 越 地 域 に お け る 地 域 情 報 サ ー ビ ス 機 関 機 能 一 覧 表
検 索1… 総 合 索 引 誌
2… 目録 カ ー ド

3… オ ン ラ イ ン

4… そ の他

分 類A… 業種別E… その他
B… 地域別
C… 機関別
D… テ ーマ別

機

関

地

域.

経

済

研

究

機

関

主要業務名

①新潟県内経済

動向の調査

機関誌 「セン
1タ ー月報」の

発行会員配布

(2500名)

③会社要覧の発

行

動
域
調
要
調

の
地
向
主
向

済

動

内
勤

経
査
の
県

の

内
調
発

・業

曝
向
開
査
産
査

①

2

3`

4

②月報発行

①月刊誌 「経済

月報」の発行

②各種調査及び

調査報告書の
発行

種調査及び

定期刊行物 の

発行(神 奈川

経済天気図,

経済ス ボブ㌧

神奈川主要経.

済指標,

地 域 経 済 情 報 の 収 集 ・ 提 供 機'能 に っ い て

収 の ね い

地域機関への提供

新潟県

労働省

第四銀行

センター会 員

地元経営者

一 般

地元官公庁

地元企業

企業 ・官公庁 ・団

体 ・個人

横関内プロジェクト利用

プ ロジ ェク ト名

・横浜港の産業 と

経 済
・神奈川県の経済

風土

印刷物

4000冊

500冊

30000冊

300万
ペ ージ

そ の 他 1

○

2

○

3 4

架
式
開
方

適宜

分 類

A

○

○

B

○

○

○

C

○

D

○

○

○

E 印

○
時

0
10割

0
10割

0
10割

テ ープ

ファク

クス
その他

○
時

電子計 算機 ・
オフコ▽ ・マ
イコン等の利

用

、
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機

関

地

域

経

済

研

究

機

関

商

工

会

議

所

主要業務名

薬経営予測

調 査,神 奈川

経済 統計,豊
4か ながわ地域

経済 シ リーズ

②セ ミナー講演

会

5

域公共団体

か らの委託に

ょる各地域の

商圏調査,産

業振興 のため

の研究

②流通経済一般

について資料

の収集,保 管

6受 託 研究

1

管内お よび周

辺の経済力調

査の実施(中

小企業景況調

査,景 気動向

調査,大 型店

出店影響調査

小売物価調査,

商取引の紹介

斡旋信用調査

等)

情 報 収 集 の ね ら い

地域機関への提供

地方公共団体

会員企業関係団

体

行政機関

地域住民

機関内プロジエクト利用

地 域 経 済 情 報 の 収 集 ・ 提 供 機 能 に つ い て

保

印刷物

1000冊

50冊

10000べF"

1500冊

量報情有

他のぞ

磁気テ ープ2本

1

検

2

○

3

索

4

度年
別

難

A

分

B

○

C

類

－
D

○

○

E

度年
別

総合索引誌 分類A… 業種別E… その他
目録 カードB… 地域別
オンラインC… 機関別

その他D… テ ーマ別

電子計算機 ・
オフコン ・マ

イコン等 の利
用

提 供 形 態

印刷物 磁 気
テープ

プアプ

クス
その他

O

O

端末機 ・IBM

マイコンNEC

PC-9801
r

0
9割

0
1割

・
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O
O
l

機

関

商

工

会

議

所

検 索1… 総 合 索 引 誌

2… 目録 カ ー ド

3… オ ン ライ ン

4… の

主要業務名

2'会 員 管理

営経済動向

調査 景気動

向調査等恒常

調査

3商 工月報 相

談所,
スの発行

4

③ レ フ ァレ ンス

企業経

営 などの実態

調査

②業種別部会の
開催

③講演会,講 習

会

④商工 図書館を

利用 したレフ

ァレンスサ ー・

ビス

別面談

⑥広報紙誌の定

期発行

分類A… 業種別E… その他
B… 地域別
C… 機関別
D… テーマ別

地 域 経 済 情 報 の 収 集 ・提 供 機 能 に つ い て

情 報 収 集 の ね ら い

地域機関への提供

地域内商工業者

会員企業

機関内プロジェクト利用

保 有 情 報 量

印刷物

5000冊

SOOOO冊

そ の 他

磁 気 デ ィスク106MB

1パ ック

検 索

1 2

○

○

3

○

4

分 類

A

O

○

○

B

○

○

C

○

○

○

D

○

○

E

部
会
別

提 供 形 態

0
10割

○
暗

○

プアッ

ス
その他

○

電子計算機 ・
オ フコン ・マ
イコン等の利
用

オフコンFACCM

MV-830

マイコン 富士通

F-9540



一

切

一

一

機

関

商

工

会

議

所

主要業務名

種調査

(市 内景況調査,

日商景況調査,

労働条件実態

調査,通 行量,

来御者実態調

査)

聞社,フ シ

オ放送会社,・

地元雑誌社べ

の当所業務 の

通知
5

③広 報 紙 誌等 の

発 行(会 議 所

ニ ュ ース
,つ つ

のみ や経 済,

ポ ス タ ー,

ビジ ネス ノ ー

ト)

6

④商工図書室の
管理閲覧

⑤中小企業情報
化推進協力

(管内経営情

報収集)

種調査

(初 任給調査,

大型店実態調

査,買 物調査,

中央商店街歩

情 報 収 集 の ね

地域機関への提供

会員事務所

県情報 センター

商工団体

管轄内の商工業者

ら い

磯 鶏内フ'nジ ェク ト利用

地 域 経 済 情 報 の 収 集 ・ 提 供 機 能 に つ い て

保

印刷物

5000冊

1500冊

量報情有

他のぞ 1

○

検

2 3

索

4

所
管
課

・
係
毎

A

○

分
己 C

類
－
D

○

○

E

総合索引誌 分類A… 業種別E… その他
目録 カー ドB… 地域別
オンラインC… 機関別
そ の他D… テーマ別

電子計算機 ・
オフコン ・マ
イコン業 の利

用

提 供 形 態

印刷物 磁 気
テープ

ファッ

クス
その他

0
10割

0
9割

0
1害1」



1

㎝
N

ー

検 索1… 総合索引誌
2… 目録 カー ド
3… オン ライン
4… その他

分類A… 業種 別E… そ の他
B… 地域別
C… 機関別
D… テ ーマ別

機 地 域 経 済 情 報 の 収 集 ・ 提 供 機 能 に つ い て 電子計算機 ・

主要業務名 情 報 収 集 の ね らい 保 有 情 報 量 検 索 分 類 提 供 形 態
オ フコ ン ・マ

イ コン業 の利

関 地域機関への提供 機関内プロジェクト利用 印刷物 そ の 他 1 2 3 4 A B C P E 印届物
磁 気
テープ

プアツ

クス
その他 用

行量調査,新 模
6 規計画調査, 管

中央道開通 に と
よる影響度調 い

商 査,消 費者意 る

識調査)
工

②広報紙誌発行
会

,

「経済の動 き」

議

所
7同 上 会員企業経営者あ

て

200冊

20000ベ ージ

パ よ

ソ る

謹

○
0
1割

マイコン

SORD-M243V

8① 広報紙誌発行 官公庁 ○ O ○ ○ ○
0
8割 ○

地方
「会報」 「季 地域商工業者 新聞
報」 「新潟経

済 の動 き」
マ ス コ ミ

'

①情報提供事業 中小企業庁 1400冊. ○ ○ ○ ○ 0
10割

「月刊情報」
中 の発行
小

企

業
情

②窓口相談情報

サービス事業

報
③各種調査

セ
消費者購売動

ン
行調査 設備

タ 1
投資計画調査,

1 金利実態調査,

情報ニーズ調

査
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検索1… 総合索引誌
2… 目録カー ド
3… オンライン
4… その他

分類A… 業種別E… その他
B… 地域別
C… 機関別

D… テーマ別

機:

関

中

小

企

業

情

報

セ

ン

タ

|

主要業務名

1・ 化促 進事

業(パ ン フ レ

ッ ト作成)

贋
報収集・加

撚

主研究

3

4

月刊 「企業情

報」発行

種調査(中

小企業生産構

造実態調査,

小売動向調査

等}

報 センタ ー

図書 目録 情報'

所在 リス ト作

成提供

4報 収集(新

聞雑 誌図書)

収集加工

(中 小企業に

対する商工労

働施策情報等}

報調査(・業

界動向,経 営

動向)

地 域 経 済 情 報 の 収 集 ・ 提 供 機 能 に つ い て

情 報 収 集 の ね ら い

地域機関への提供

業界組合

農協森林組合

国,県,市 町村

中小企業者

商工指導機関

県市町村

中小企業者

県内業界諸団体,

関係行政機関等

機関勺プロジェクト利用

保 有 情 報 量

印刷物'

382冊

75ペ ージ

3822冊

2800冊

そ の 他

フレキシブルディスク.

20枚

ビデオテープ9本

磁気ディスク

ビデオテープ

2.4MB

4パ ック

21巻

検 索

1

○

O

○

2

○

○

3 4

○

分 類

A

○

○

B

○

C

○

D

○

○

E

○

提 供 形 態

印刷物

○
鋼

む
○
踏

○

暗1

ファツ

ス
その他

諸
所
電
来

○
割1

電子計算機 ・
オ フコン ・マ

イコン等の利
用

マ イコ ン

NEC

PC-8800

委託



]

一

切
命

ー

検 索1… 総 合 索 引誌
2… 目録 カー ド

3… オ ン ライ ン

分類A… 業 種別E… その他
B… 地域別
C… 機 関別

4… そ の 他D… テ ーマ別

機 地 域 経 済 情 報 の 収 集 ・ 提 供 機 能 に つ い て 電子計算機 ・

主要業務名 情 報 収 集 の ね ら い 保 有 情 報 量 検 索 分 類 提 供 形 態
オ フコ ン ・マ

イ コン等 の利

関 地域機関への提供 機関内プロジェクト利用 印刷物 そ の 他 1 2 3 4 A B C D E 印席1吻
磁 気
テープ

ファッ

クス
その他 用

41③解 提供蝶 .

O機 関紙 「企業

しん こう情報 」

の発行

o情 報対応サ ー

ビス等

中 '①情報収集加工
県内中小企業 の 2120件 磁気 デ ィスク300MB ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ FACOM

小 (国,県,商 経営者 (県 内情報) 5% ._M140

企
工指導団体,業

界,産 地発生

マイクロフィッシュ

(刊 行物選定情報}

業 情 報の収集 ・ 560枚 ・60コマ数/枚

加工 ・整 理)・ マイク ロフ ィルム

情 5; (特 許情報)

報 ②調査.(景気動 5180巻3000コ マ数/巻

向小売状況情
〆

セ 報 ニ ーズ)

ン

③情報提供事業 　
,

タ 情報誌等の発

|
行,SDIサ
一 ビス
,応 答

サ ー ビス,情

報目夙 所在

リス ト発 行,

情報相談

情報提供体制 、

の強化(県 下 ・

6地 区オンラ

、 イン端末設置) 》

①各種調査 県,市 町村 200冊 O ○ ○ ○
.

マ イ コン

東芝パーソナルコ(金 利動向調 機 「

6 査,賞 与予測 関
別 |

ンピュータ

BP100
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検 索1… 総 合 索 引 誌
2… 目録 カ ー ド

3… オ ン ライ ン

分類A… 業種別E… その他
B… 地域SIＬ
C… 機関別

機 地 域経 済 情 報 の 収 集 ・ 提 供 機 能 に つ い て
電子計算機 ・

主要業務名 情 報 収 集 の ね ら い 保 有 情 報 量 検 索 分 類 提 供 形 態
オ フ コン ・マ

イ コ ン等 の利
関 地域機関への提供 機関内フ㌔ジェクト飛用 印刷物 そ の 他 1 2 3 4 A B C D E 印届物

磁 気
テープ

プアク

クス
その他 用

調i記 賃上げ

予測調査 四

半期景況調査,

6: 消費性向調査

訪問面接調査}

②情報提供業務 商工会議所等の

中 月刊誌の発行 指導機関

小 ③受託業務 情報センター会

企
(調 査} 員

業 ④個別応答業務

情

報

'

①情報収集 ・加 県内中小企業 20000冊 フ レキシブルデ ィスク ○ ○ ○ (つ ○ オフコンFA㏄M
工業務 10枚 8割 F9450(B)

セ

②情報創出事業 県内各指導団体
ン

71
③情報提供事業

タ
.④情報相談指導

1
お よび サ ー ピ

ス事業

⑤特別情報サ ー
'ビ ス事 業

8i同 上 ①商工 会 ・商工 2000冊 ○ O O ○ O

'

.

○ 、 ○
会議所等商工 づ 8割 0.5割 15割

団体

②金融機関

③県,市 町村

④県内中小企業

者



検 索1… 総 合 索 引 誌
2… 目録 カ ー ド

3… オ ン ライ ン

分類A… 業種別E… その他
B… 地域男|j
C… 機関別

4… そ の他D… テ ーマ 別

機

関

主要業務名

地 域 経 済 情 報 の 収 集 ・ 提 供 機 能 に つ い て
電子計算機 ・
オフ コン ・マ
イコン等の利
用

情 報 収 集 の ね ら い 保 有 情 報 量 検 索 分 類 提 供 形 態

地域機関への提供 機関内フ七ジェクト利用 印刷物 そ の 他 1 2 3 4 A B C D E 印刷物 磁 気テープ
7ア ツ

クス
その他

研

究

所

官公庁,民 間

企業か らの委託

研究(年 間500

件程度 このう

ち地域デ ータを

利用するものは

1/3程 度}

研究調査関係

500件 程度

3000冊 マ イ ク ロ フ ィ ッシ ュ

約200枚

(60コ マ醐O

○ O ○ 0
9割

電 子計 算機

CRAY-1

1BM3081

VAX11

オ フコ ン

MELCCM80

MELCCM70
マ イ コン

一

切
Φ
ー



5.2東 北 地 域 に お け る 情 報 提 供 サ ー ビ ス 機 関 の 現 状

東北地域では,コ ン ピュータ媒体 によって情報を収集 ・提供 してい る機関がほ とん どないため,

印刷物 が中心 であるが,レ コー ドやマイクロフィル ム等,新 たな媒体に よる情報サ ービスの動 き

もあり,地 域 に定着 した既存の情報セ ンターとして図書館を取 り上げて調査を行 った。

また,今 後地域情報拠点 として発展が期待で きるシンクタンク,報 道機 関に対 しても同様に調

査 を行 った。概要は以下の4点 である。

① 情報 の収集 ・提供 及び流通 に関する業務の現状

② 情報の収集 ・提供機能の現状

③ コンピュー タの利 用状況

④ 情報の収集 ・提供及び情報センターの今後の方向に関する意見

(1)情 報の収集 ・提供及び流通に関する業務

各機関の 「主な業務」及び 「業務内容」のうち情報の収集 ・提供及び流通に関する業務を

抜 き出して整理すると次のようになる。

主 な 業 務

・資料 の収集 ・受入

・資料 の選択

・資料分類整理

・目録 の作成

・資料の保 管

r資 料閲覧 ・貸出

・レファレンスサービス(参 考業務)

・リクエス トサ ービス

・資料の複写

・資料の相互利用
,相 互貸借

・資料の点検
,保 全

・利用普及 ・啓発

業 務 内 容

・購入,寄 贈,資 料の受入 ・登録

・利用者の要求 出版目録等による選択 入手資料の評価

・収集資料を分野別に分類整理

・目録カード二 装備及び蔵書目録の編さん

・資料の配架

・利用者に対する資料の提供

.利用の指導 ・助言及び資料や質問に対する資料の調査
,回 答及び資料選択

・利用者の希望する資料の入手及び通知

・資料のコピーサービス

・他機関の利用者が出向して利用及び相互貸借

・ラベ リング・破損体修理 ・消毒

・利用を高めるためのPR活 動(広 報紙の発刊等)

これ らは図書館活動そのもので あるが,地 域経済情報 ネッ トワークを実現す る上 で重要 な

役割 を担 う情報 センターの形態の うち,一 次情報,二 次情報 の収集 ・提 供 を 行 うセ ン ター

を考える上で参考 となることが多い。特に情報 センター構想を具体化 して行 く場合 には,資

料の分類 ・整理方法 ・点検 ・保安 等 ・センターの運営 ・管理面か ら再度調査 し分析 すること

が重要 である。
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(2)情 報 の収集 ・提供機 能について

① 情報の収集方針 にっいて

(図 書 館)

収 集方針は次の ように分類で きる。

イ 方針 を定めているもの

ロ 委員会方式 によるもの

ハ 推選方式 に よるもの

二 網羅的に収集するもの

ホ その他

この うち,イ,ロ,ハ については特定の利用者を対象 とす る大学図書館に多 く,二 は

広 く住民サ ービスを行 う公共図書館に多い。

(シ ンクタンク等)

ほ とん どの機 関が地域社会情報,業 界情報等 目的を明確に して収集 しているカ㍉ 白襟

関内で作成 した もの等,行 政事務の参考 となるものを収集 するとの意見 もあった。

② 情報媒体及 び量について

本(印 刷物)以 外 に,視 聴覚資料 も取 り扱 っている ことが わか った。その媒体 として図

書館では印刷物が主体 であ り(量 は数百冊か ら数万冊 まで大 きな差が見 られる),そ の他

少量 であるがマイクロフ ィッシュ ・マイク ロフィルム ・カセ ッ トテ ープ ・ビデオテープ ・

8ミ リフィル ム ・レコー ドを取 り扱 っている もの もあるが,量 にっいては具体的 に把握で

きなかった。その他の機 関 も同 じで あるカ～ 報道機関において,コ ンピュータ媒体 に よる記

事情報蓄積 の例 も見 られた。

③ 分類方法

図書館では,NDC(日 本 十進分類)及 びNDCを ベ ース として変更 を加えた分類方法

を採用 している ものが 多いが,そ の他の機関で も同様 に独自の分類基準 を採用 しているこ

とがわかった。

また,視 聴覚資料にっいては,そ れぞれ独 自の方法 で分類 を行 っている。 しか し,一 部

の県立図書鵡 大学図書館 を対象にヒア リング調 査 を行 った結 果,幾 つかの分野にまた

が る資料や,細 分類の必要 な資料が増加 してい るため,NDC等 の分類方法 を見直 してい

く必要が ある との意見であ った。

④ 情報 の蓄積方法

図書 にっいては書棚 を使 っているが,視 聴覚資料については カセ ットコーナ ー等専用の

ケースに収納 している。 また,配 架方法はアル ファベ ット順 にする,分 類 コー ド順 にす

るなどである。

一方
,雑 誌 ・新聞については,一 定期間ま とめて合本 しているものが あり,情 報 センタ

ーで取 り扱 うコンピュータ媒体について も月別データの統合等を行う場合の参考 となろう。
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⑤ 情報の検索方法

図書館では,カ ー ド及び冊子 目録に よって検索 を行 ってい るも のが 多 いが,そ の他の

機関で も分類 目録を作成す るな どしてお り,検 索方法は よく整備 されている もの と思 われ

る。

しか し,ヒ ア リング調査 によれば,図 書 カー ド等に よる検索はあまり普及 してい ないた

め,利 用者 に対す るPR活 動 及び検索のためのレファvン ス情報 の整備 も重要であるとの

ことで あった。

⑥ 情報の提供方法

図書館 シンクタンク等 とも閲覧 サ ー ビスが 多 いが,そ の他資料 目録 の発行,レ ファ

レンス等のサ ービスを行 っている。

〔3)コ ン ピュータの利用について

コン ピュー タを利用しているのは,回 答 を得 た機 関中3機 関だけで,内 訳は図書館が小型の

コンピュー タ2台,そ の他の機関の うち報 道機 関が大型1台 とな ってお り,情 報の収集提供に

関 する電算化が進 んでいないこ とがわか った。

一59一



(4)情 報 の収集 ・提供及び情報センターの今後の方向

情報の収集 ・提供及び情報 セ ンターの今後の方 向について両者をみ ると,方 向性 と課題が明

確に区別 できない ものが多いため,両 者を合わせ た上 で幾つかのグループに分けて表にまとめ

たo

情

報

の

収

集

提

供

今

後

の

方

向

そ

の

他

図 書 館

情報の収集に関 する主な意見 としては,

・図書以外 の資料 を収集し提供したい。

・地方資料(行 政機関等の団体)の 発行物を入手したい。

・情報入手機能を分担 したい。

・出版全 体の状況が つか みに くい。

課題 としては

・行政関係 ,産 業 関係の情報 の収集 ・提供

・図書館相 互の協 力による情報収集体 制作 り

公共 図書館,行 政機 関等の総合目録の作成が課題 となって

いるo

また,流 通 の面では,国 会図書館に納入 された情報を各地

の図書館に提供するジャパ ンマーク(MARC)の 普及 と

オンライン化が課題 とな っている。

情報の多様化 ・緊急 化に伴って情報 に対す る要求が益 々高

まり,利 用者 も増加の一途をたどるため,よ り豊 富で高度.

な情報を提供する機 関として,そ の位置付 けが見 直され る

時期に来 ているとの意見 や,デ ータバ ンクとしての機能が

拡大 される情報 センター としての役割を果 たす等,情 報の

重要性について本 プロジェク トと同様の認識を持っている。

一方
,課 題と しては,情 報 センターの中核となる機関の

必要性,情 報を体系的に収集 ・提供できる体制 の確立,他

機関 との相互利用体制の確立,ネ ッ トワークの形成等がある。

主に運営上の問題 として次のような意見があった。

① コンピュータ化によって,

a.情 報 の収集 ・提供の迅速化を図 る。

b.目 録 の作成 ・検 索を行 う。

c.情 報を コンパ クト化する。

②PR活 動 が必要である。

③ 図書購入費の増額

④専 門職 員の設置

シ ン ク タ ン ク等

行政 資料の収集整備が課題 となって

いるo

県 内主要機関との情報交換を考 えて

いるとの意見があった。

一方
,デ ータ通信によ る情報交換技

術 について,規 格 統一 とコー ドの整

合等が課題 とな っている。

情報の質 ・量は今後益 々深化 ・大量

化 してい くためニー ズに即 した専門

的な情報 センター機能 は重要なもの

とな って くる。 地域開発情報を中心

とする情報センター機 能を果してい

く,と い った意見があ り,本 プロジ

ェク トで進めている情報 ネッ トワー

ク構想の有 力な担い手 となるものと

期待 できる。

①行政資料の利用に関するPR

②情報流通技術の確立
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{5}東 北 地域における地域情報サー ビス機関の機能一覧表

図 書 館

方
針
を
定
め
て
い
る

委

員

会

方

式

情

報

の

収

集

方

針

推

薦

等

網

羅

的

①日本図書館協会編の新刊案内及び各種出版情報をも

とにして,当 図書館の資料収集方針に基づき収集す

るo

②県立図書館の収集方針に沿った各種団体等の選定,

情報,速 報,出 版物案内を定期的に収集している。

③図書館資料収集,整 理基準に沿って収集している。

①図書選定委 員会において,学 生及び大学院生の学 力

と教養を充足するため に,参 考図書,学 習図書,教

養図書,指 定 図書,雑 誌等を選定 ・収集 している。

教 官研究用 図書については,各 講座 担当教官が選定

を行 っている。

②医学教育,研 究活動に必要な資料 として教官 ・学生

の要求,カ リキ ュラム等の調査 の下に図書委員会で

選択収集 。

①各教官から全学的な立場での一般的な教養 ・参考図

書,視 聴覚資料等の推薦をさせる。

②教官 ・学生の要求を考慮し授業科 目及び図書館資料
の利用傾向を把握して全学的見地から計画的 ・組織

的に収集している。

①広 く市民の要求にこたえ,教 養,調 査研 究,レ クリ

ェーション等に資するため,地 域の特性を考慮 し,

原 則 としてあ らゆる資料を公平 に自由に偏見 な く選

択収 集す る。

② 日常生活に密着 し,生 活の向上や家庭を豊かにする

ような本等の収集。

長い間,人 々に支持され読み継がれて,歴 史的 に影

響を与 えてきた本1等の収集。

③ 図書館の機能を保持し,市 民の 自由な判断 と思考を

前提 にしてできるだけ多 くの資料を提供する。

④ 市民生 活に密着 した各種の資料。学習 ・研究 のため

の基礎 資料 。

⑤ 多様化する市民 の学 習意欲に応 えるため,あ らゆる

分野の 資料を網羅的 に収集す るが,当 面市民の研究
・調査の ための基礎 資料や郷土資料等

,基 本図書の

充実と児童書 を蔵書全体の30%ま で高める。

⑥ 図書館運営方針に基 づき,平 均的 な蔵書構成 を勘案

しなが ら市民に公平 な奉仕活動を実施す る。

⑦ 貸出しで きる図書資料 を中心 に収集,管 内で出版 さ

れているものはパ ンフ レッ ト類 といえど も収集する。

シ ン ク タ ン ク等

①地域社会情報(産 業 ・地域 ・文化

等),業 界情報

②経済 ・産業動向の把握

③東北開発の促進に必要な情報を収

集する。

④福島県内に関する経済,産 業,地

域開発情報を中心に収集する。

⑤市政及び都市問題に関する資料を

収集する。、(一般書店では購入で

きない行政資料を主として収集す

る)

⑥本市及び他の行政機関並びにその

他の各種団体等が作成した印刷刊

行物のほか庁内文書から分類,引

き抜いた保存文書等で行政事務の

執行上参考となるもの。

⑦各課長等がその所掌する事務に関

し,資 料を作成す る。国 もしく

は他の地方公共団体,又 は民間団

体から資料を収集したときは,す

みやかにその1部 を受領する。
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情

報

の

収

集

方

針

分

類

方

法

蓄

積

方

法

図 書 館

網

羅

的

そ

の
他

⑧特色ある図書館とするため,郷 土的資料を中心とし
たものの収集保存,新 聞掲載書店からの情報各種出

版関係誌。

⑨市町村図書館と機能分担を行いなが ら,県 民の調

査や研究活動に対応する資料の収集整備等に努める。

⑩公共図書館は,す べての住民にサービスする機関で

あるから,住 民の要求する資料を数多 く収集提供し,

地域文化資料センターとしての役割を果 たしていき

たい。

① 国 ・県 ・市,そ の他の各機関から送 られ てくる情報

資料 を受入整理,保 存利用してい る程度であり,積

極的には収 集していない。

①図書については,日 本十進分類法による。

視聴覚資料は,独 自の記号を与え処理 している。

②大学 附属図書館分類表(国 立国会 図書館 分類表(NDL

C)の 一部 を改変したもの)。

③図書は 日本十進分類法による 遂次刊行物は分野ごと。

④ 日本十進分類法 によ り,三 桁 分類(図 書)。

⑤日本十進分類法,近 世文書は別途 。

①図書 は分類体系順に配架

②図書はN.D.Cに よ り分類 し,分 類順 に配架す る。

③図書については分類別 に,雑 誌等 については地方別 ・発

行機 関別に書架 叉は書棚に蓄積 。

④定期的に精査の上,分 類別に配列 して蓄積 してい る。

⑤分類別配架,保 管,新 聞の1カ 月分まとめ整理。 雑 誌など

の合本 。

⑥新聞,雑 誌の永年保存分 は製本及びマイクロフィルム化

して整理保存。

⑦地元新聞について は,年4分 冊にし,そ の他 の新聞につ

いては県版を切 り取り綴 り込む。

⑧図書資料は書庫,そ の他雑誌 資料の うち必要な ものは製

本保管する。

⑨収集した図書資料,情 報等については各室に分類,書 架

に配 架し,一 部 書蔵庫に保管管理 しているo

シ ン ク タ ン ク等

①日本十進分類 法,県 の資料は各部

毎 に分類

②市役所行政機構別に分類

③県別 の分類,そ の他大 ざっぱに分

類

④書架にテーマ別に(国 民所得,物

価,木 材業,酒 造業)

⑤ 国 ・県 ・市町村別(統 計資料)

⑥ 独 自の資料分類表に基づいて分類

⑦日本新聞協会編 「新聞記事,写 真

分類表 」によ る十進分類(昭 和48

年刊)

日付順,ペ ー ジ順,50音 順 にも

分類

①書架に分類 し,蓄 積している。

②図書は分類の うえ収納,パ ン フ,

写 真は袋 に入 れ,同 様に収納 。

新聞は切り抜 いて台紙に張ってか

ら同様 に収納 。
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蓄
積

方

法

検

索

方

法

提

供

方

法

図 書 館

⑩ 目的別,分 類別書 架に配列,一 部 はバー チカル ファイル

に配列 。

⑪印刷物 そのものと,一 部マイクロ化 。

⑫書架 とマイクロフ ィルムケースに収納 。・

⑬ カセッ トコー ナーに蓄積 。

① 資料はす べてカー ド及び冊子 目録検索による。

②図書については書名,著 者,分 類 目録(カ ー ド)に より

検索 。

雑誌は詩名目録(カ ー ド)に より検索 。

③目録 カー ド(分 類,書 名,著 者名,件 名)及 び冊子の蔵

書 目録 。

④図書はカー ド目録による。雑誌は50音 配 列 。

⑤ 目録 カー ド,図 書原簿,図 書分類簿 。

⑥書名別並びに 著者名別蔵書 索引簿(ル ーズリーフ)に よる。

⑦開架閲覧方式のため,利 用者が直接検 索するか,ま たは

目録カー ドによって検索o

⑧開架方式 で利用者が 自ら選べ るよ うになっている。

①新刊雑誌一週間展示,毎 月雑誌特集号案内JOIS及 び

DIALOGに よ る文献サー ビス等各講座よ りMESH

の中 から2項 目の希望 を とり,コ ピーサー ビスを してい

る。新刊図書 については,年4回 収書版 を配布 している。

②学生の利用状況,研 究者 の研 究動向を見極めなが ら,資

料を効果的 に収集 して提供す ると共に,所 蔵しない資料

については,文 献複写,相 互 貸借によ り,情 報を提供 し

ているo

③ 館内閲覧,館 外貸出,コ ピーサー ビス,電 話,文 献等の

回答

④開架書架 方式による閲覧 ・貸 出,レ フ ァンス及 び自動車

文庫貸出

⑤ 資料の直接貸出と電話,文 書,口 頭等 による調査相談等

への情報提供

⑥ 外国雑誌については,コ ンテンツをコ ピーして配布 して

いるo

⑦ 図書個人貸出に ついては,個 人利用者が直接来 て図書を

選択する。 読書 グループ,学 校,地 区公民館については

図書館車で届 けるo

⑧ 資料を開架室に配架,図 書館報,自 治体広報 紙,要 覧,

利 用統計,新 書図書案内,マ スメデ ィア(新 聞)資 料の

展示 会。

シ ン ク タ ン ク 等

① 分類,目 録カー ド又は収書 目録

②行政資料 目録を作成 している。

③分類表が十進法 と50音 順 に項 目

が配列 されているので,す ぐに検

索可能(手 作業)

④ 開架式なので直接検索できる。また,

カー ドケースを利用 して件名,著

者名,書 名か らもカー ドで検索で

きるようにしている。

⑤ 目視閲覧 によ る検索を行 っている。

①閲覧及びコピー

②資料 目録の発行(随 時)

③ 資料 目録の発行(隔 月)

④ 日刊新聞の形で行 ってい るほか,

切 り抜いた記事や掲載済写真は,

資料部の窓口で コピーを有料で提

供 。
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⑥ 今後の方向と課題

今

後

の

方

向

図 書 館

①一 般公衆の情報 探求の要望 が益々高 まり,利 用者 も増加

の一 途を たどり,よ り=豊富で高度 な情報を提供する機関

としてその位置 づけが見直され る時期に来ていると考 え

られ る。

②科学 技 術 の急 速 な発 展 に伴 い,科 学 技術情報に対 す

る需要 も急 激に増加し,多 様化することと思 う。その対

策 として図書館業務の電算 化を考えねばならない。

③ 経済 ・産業情報の多様化 ・緊急化への対応

④弱小図書館にとって情報 センターの存在は非常に重要 な

情 報 機 関 で あ り,そ の価 値 は計 り知 れないものがあ

る。 ナ シ ョナル プ ラ ンに よ る相 互 貸借は実施 してい

るが,リ フ ァ ック スな ど によ る迅速 ・公正提供 は今

後の課題と思料 され る。市民福祉のサー ビスをうたい文

句に しなが らも厳しい財政事情にあえいでいる当市にと

って 図書費の増額は後廻 しにされ る現状 にあ る。 「市民

に親 しまれ,支 持 され る図書 館」を目標 に,来 年 は 「図

書館 を育 てる会 」発足 の動 きもあるので,市 民 の声によ

る新館建設 までこぎつけ たいと考えてい る。外に移動図

書車 ・分館設置 ・コンピュータ導入 などにより誰でも,

ど こにいても,何 時で も利用で きる体制の確立を計 画し

ているo

⑤ 図書 資料 とマ イク ロ資料 の双方の資料群を併用してい く

ことが予見 され るが,入 口10万 に満たない小都市の図

書館にあっては,可 能な限 り(書 庫のスペースの許す限

り)遂 次刊行物に して も生資料 を保存 し,公 開する方向

に努 力 したい。

⑥優れ た独創的 ・先駆的な学術研究の展開を図 ってゆ くた

めには,学 術研究の進展 に伴 い,多 量 か つ 多種 多様な

研究成果 を研究者が常に迅速 ・的確に把握で きることが

不可欠である。(昭 ・55.1「 学 術審議会 答申」か ら)

大学 図書 館は,こ れに適応で きる態勢が必要 とな る。

⑦大学 等研究 ・教育機 関における学 術情報 の利用は 「学術」

分野 に限 られるように配慮が必要 であると考 える。

⑧ 情報化の進展や生涯教 育に対す る市民の要望が高 まりつ

つあ る今 日,図 書館に対す る期待は増 々大 き くなる。

⑨データバ ンクとしての機能が一層拡大 され ると思料され

るし,当 館 として も近 い将来,コ ンピュータ化について

検討 を迫 られることになると考えている。

⑲ 図書館としての機 能の他に情報処理センターと しての役

割 を果 たすものと思われる。'

⑪ 情報センターの充実による各地域機 関相互の緊密性の キ
ニステーシ ョン的役割 の位置 確保へ。中途失明者が暫増

の傾 向にあり,盲 人への情報提供の必要性 は続 く。

シ ン ク タ ン ク等

①情報化社会の進展に伴い,情 報の

質量 は今後 ますます深化し,大 量

化してゆ く。このため受手のニー

ズに即 した専門的 な情報センター

機能 は貴重 なものとなって くる。

当機 関の資料については,現 在各

種調査研究業務の参考 として利用

され,一 カ所でまとまった資料 を

得られ ることにより資料調査時間

の ロスを省 く面で貢献度が高い。

従ってよ り一層高度なものを 目指

し内 容の充実 を図りたい。

②総合化 ・大規模化の方向が避 けら

れず,情 報公開の要求が強まるで

あ ろう。

当センターは東北7県 の地域開発

情報を中心 とす る情報センターの

機能を果 た してい きたい。

センター……情報検索と提供機能

のニーズ増大
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図 書 館 シ ン ク タ ン ク等

⑫図書館の機能は今後それほど変化するとは思われないが,

公立図書館の資料はその新鮮 さの維持 こそ住民 にとって

最大の魅力であり,そ の新鮮な資料をどの地域に住んで
いる住民に も等 し く提供で きる図書館サー ビス網の整備

を図らなければならない と考 える。

⑬市立図書館の場合,市 の情報提供機関として,市 民生活

全般にわたっての広範な情報資料の提供が求められる。

その対応 には,

①各 情報 センターの相互協力による資料 の相互貸借 ・

保存システム等の確立

今 ②資料整理や検索等の電算化並びに電送施設等の設備

の近代化 一

等の機能分担や広域にわたるサービス網の確立が必要。
当館では図書館全国計画(現 在策定中)に 基づき整備を

進めたい。

⑭ 現在は,個 々の機 関がそれぞれ資料の収集 ・提供及び保
後
存を行 ってお り,そ れ らの核とな るだけの中心機 関が

な い。

⑮国会図書館,各 都道府県立図書館が コンピュータを導入

し,情 報センターの中枢 となること。

本 館では将来計画としてコン ピュータの本体を導入 し,

の
マークシー トを購入 してよ り迅速 に資料を提供 したい。

⑯急激な社会構造の変化に伴い,住 民の生活構造の多様化

とスピー ド化に対応すべ く,図 書館施設の整 備とサー ビ

ス網の確立が急務 であ り,国,県,市 町村 との緊 密な連

携のもとにその体系的な収集提供が行われ る体制 の整

備が課題 である。

方 ⑰生産される膨大な情報から蓄積を効率良 く収集 し,組 織

的に蓄積 して利用者に迅速に提供でき,か つ他機関と相

互に情報を提供できる体制を確立する。

⑱膨大な資料情報を正確にしかも迅速に処理,蓄 積するた

め コンピュー タの導入等,全 国的ネ ッ トワー クによ る情

報の提供が可能となり,事 務の合理化による図書館サー
向 ビスの充実がはか られる時代に入 ると考え られ る。広域

図書館 と連携をとりなが ら図書館サー ビスの向上を図 り,

図書館システムの調査検討 中である。

⑲現状では市立図書館が独自にセンター機能を充実してい
r

くのはむずかしい。県立図書館を中心 とす るネ ッ トワー

クがで きて,あ らゆる情報資料が迅速に利用することが

できるよう期待 してい る。

⑳情報収集の迅速,円 滑化を図 るため広 域的 ネッ トワー ク

の形成が促進 され るものと思慮されるo

⑳近年JOISやDIALOGに よ って,文 献は大 分速 く

入手できるように なったが,今 後各地 区,各 機 関の情 報

ネ ッ トワ ー ク化 が 必 要o
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今

後

の

方

向

収

集

図 書 館

㊧館種を こえた全国図書館網の確立

⑳秋 田県南図書館8館 で県南図書館協会 をつ くり,資 料の

相互分担保存(新 聞)や 相互貸借を行 ってい るが,コ ン

ピュータのオン ラインシステムの確立が望 まれる。来年

度か らはコンピュータの導入も予定 にあ り,中 央図書館

を軸 として,各 地区図書館をオ ンライン化し,図 書の受

入から情報検索,リ クエス ト等 々,機 械化 による一 元化

の方向にある。

⑭当館では近 い将来 コンピュータを導入 し,書 誌情報を蓄

積,県 内図書館 とオ ンラインでつな ぎ,情 報提供を考え

ている。 また,秋 田県MARCの 作成 も必要である。

①電算化等による情報の入手や提供

②当館図書以外の資料として視聴覚教材等も収集 ・提供

③図書以外の資料 ・情報の収集と提供をも行いたい。

④産業関係,行 政関係の新しい情報資料の収集及び提供が

課題となっている。

⑤地方資料(会 社 ・行政機関等の団体)等 の発行物の入手

⑥管内のすべての資料(特 に活字印刷されたもの)を 収集

したいと考えている。また,こ の地方に関係する文献も

同様である。

⑦県関係情報の網羅的収集,組 織化及び提供

⑧関係機関 ・官公庁が発行する研究紀要 ・報告書等は受贈

によるが,入 手するまで多くの時間を要すること。また,

受贈もれの資料があり,利 用者のニーズに応えられない
こと。

⑨新刊図書等の入手困難(地 方のためと予算の両面)

⑩第一線図書館として情報資料をできるだけ速かに提供,

叉は所在を明示できるよう第二線図書館との密接な提携

を計る。

⑪図書館間相互協力及び類縁機関との協力による情報の収

集づくり。

⑫機関化による情報の収集 ・整理及び他館との情報収集の

協定による充実をすすめていく必要があると考える。

⑬情報の入手が困難であるためシステム組織化の確立が課

題。

⑭各図書館の機能分担をしながら,そ れに応じて情報を入

手してい くことが望 ましいと考える。

⑮出版全体の状況がつかみきれない(出 版物の店頭での販

売サイクルが短かい,タ イ トル数,量 ともに多い)。

⑯情報の質の分析と情報量の確実な把握

シ ン ク タ ン ク等

①行政 資料 の徹底した収集,整 備と

同時にデータの分析を加え,行 政

方向の道 しるべ とする。

その他行政実績数値を蓄積すると

ともに コンピュータの導入によっ

て検索を行 えるよ うにす る。

②国 もし くは他の公共団体等から県

の機関が受領 した資料の早期収集。

③研究所設立後 間もな く,情 報の所

在についてわか らない点が多い。

④小規模機 関なので,地 域 の特性 に

即 して分野が限定 されよう。
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図 書 館 シ ン ク タ ン ク等

①公共図書館,学 校図書館,各 行政機関等の総合 目録の作 ①県内主要機関との情報の交換を考
成及びそれに伴う資料の公開,相 互貸借まで行える方向

一

え て い るo

流
に したい。

②各種情報 の総合 目録がない(照 会で きない)。

②印刷 されて送 られるものは郵 送で

はな くデータ通信(フ ァイルの転

通
③ ジ ャパ ンマー ク囲の普及 とオンライン化 送)に よるのが望ましい。

◆

囲 ジ ャパ ン マ ー ク(JapanMARC-Machine そ の た め に は,ワ ー プ ロの コ マ ン

サReadableCataloguing)

i国 会 図書館 の納本状況 をコン ピュータに入力 し,各
図書 館に サー ビスするとい う計画。ビ

④ レファレンスサービスの充実 による適切 な情報提供 。ス

⑤全国の図書館等の蔵書資料の相互貸借及び照会等の事務

の迅速化が課題。

⑥情報の相関的な案内。

ドやプ ログラム詳細仕様 などが規

格 統一され,ホ ス トのコー ド体 系

とも整合 しな くてはならないが,

現状はお粗末で問題 にな らない。

運

営

① 図書購入費の増額による資料の新鮮化。

②資料収集のための大幅な資料費の増額。

③館外文庫及び自動車による移動図書館の運行。

④市民の図書館として,分 賦BM車 による全市民へのサー
ビス拡大 。

⑤既存資料中,貴 重古文献の別置及びマイクロフィルム化,

貸出の簡便化。

⑥点訳及び朗読図書の製作に時間を要し,情 報がおくれる。

弱視対策のための拡大写本の製作については著作権の問

題があり,製 作が困難である。

また郵送も盲人用扱いにならない。

⑦奉仕者の養成に時間を要する。

⑧情報の収集(古 書等)を 図る専門の職員の設置。

①部屋の狭陰,財 政事情による資料
の購入難)

市民に対する行政資料の利用PR

の徹底など。

②資料収納スペースの狭陰化

そ

の

他

〈コン ピュータ化 〉

①情報の迅速 な収集 ・提供をはかることであ り,そ れ には

コンピュータを有効 に利 用する ことである。・

② 現在財政上 ・機械化の計画はないが,将 来 は電算化 によ

資料の管理及び目録 の作成 までできればよいと考える。

よいと考える。

③ コン ピュータ方式の採用 により蔵書 目録,カ ー ド目録の

利 用による検索の併用。

④ コン ピュータ化の計画があり,情 報検索がスピー ド化 さ

れ,一 層サ ービスの充実が 図 られ る。

⑤ コンピュー タの導入 による高密度 コンパ ク ト化 。

⑥ コンピュータ導入問題 。業務委託問題。

⑦業務の省力化 とコンピュータの導入 。

日本 は地震国だ し,国 防上 から言っ

ても重要 センターは分数化 した方が

よい。その意味で,フ ァイル ないし

は記事の転送が コンピュー タの機種,

メーカ,サ イズなどに関係な く自由

に行えるよ うに し,し か も電話回線

のような低速の ものでないルー トで

転送用に作 られた交 換機(ホ ス ト)

を通 じ,一 時に何万回線 も使えるよ

うにすることが必要(宮 城県沖地震

の際は約10,000回 線 でパ ンク,

長 崎の集中豪雨の際 は400回 線 し

か通じず,役 に立たなかった。
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そ

の

他

図 書 館

〈PR活 動 〉

①情報量の増大,コ ンピュータ時代に もかかわらず,受 入

体 制が しっかりしていない。 図書館の仕事の内容は まだ

住民に充 分に理解されておらず,図 書館の重要さのPR

が必 要。

②図書館 は一つの教 育機関であるので,図 書館利用 と役割 に

ついて広 く一般 市民 にPRを 行 い,全 市民が利用でき

る機能 とサービスを図るように したい。

〈学術情 報セ ンター 〉

①現在,文 部省 では 「学 術情報センターシステム」の開発

を推進中であり,東 北大学 として も 「東北大学附属図書

館業務電算化計画検討委員会」を設置 して審議 している。

②学術情報の多量化 ・多様化によ り精選された情報の入手

と提供のための効果的なシステムの確立 が必要 とな り,

学 術情報センターを中核とした全国国立大学のネ ッ トワ
ーク化が計画 されている。本図書館 も,全 国ネ ットワー

ク化の一構成 館として,知 識 ・技術 の習得をはかり,向

上発展 するものと思 う。

③ 日常生活及び社会活動のあらゆ る分野に不可欠な機能を

はたすことになる。現在,国 家的事業 として文部省が推

進 してい る学術情報 セ ン ター ・シ ス テム にむ け て,

東北地区の地区セ ンター館 としての役割を果たすべ く整備

中である。

④学術情報 システムとしての学術雑誌 ・図書の収集と情報

検索の トータル化を検討 する課題 がある。

シ ン ク タ ン ク等

上述 のホス トはパ ソコン用に考 えら

れ るべきで,交 換機能のほかデータ

ベースの維持管理機能,管 理下のパ

ソコンのタ ッピング機能 などを持 っ

てい ること。規格 はインテル社の

432型 ホス トのよ うな外国のコン

ピュータとも整合性を持つ こと。
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1.調 査 研 究 の概 要

1.1調 査 の 目 的 と内 容

本調査 は,昨 今の地域情報 ニーズの高 まりを背景に,そ れぞれの地域 における情報拠点のあ り方

を探 るとともにその実現方法を検討 し,ひ いては地域の情報化に資す ることを 目的 として昭和55

年 度 より実施 している。昭和55年 度 の調査においては,調 査対象である近 畿,中 国 ,四 国の3地

域における情報流通の実状を把握 し,そ れぞれの地域の特徴 を明らかにした。 また,昭 和56年 度

調査 においては地域の情報化の核 としての地域情報 センターの概念をしめし,さ らに広島をモデル

とした広 島地域情報 センター構想を提示 した。本年度はさらに この地域 情報 セン ター構想を進め る

ために,次 の2点 の調査を実施 した。

まず,昨 年 の広島地域 と同様,四 国地 域 の 情報 環 境基 礎調 査 を行 い,同 地域の主要機関の情

報 活動 の 現況 及 び情 報ニーズを把握 し情報拠点の育成,ネ ッ トワークの形成に関す る課題 とその

可能性を検討した。その結果,情 報の所在情報に関するサービスが望 まれているにもかかわ らず,

地 域情報はもちろん クリア リング情報について も整備 されていないことが明 らか になった。 クリア

リング情報の提供の必要性 については56年 度 の地域情報センター構想 において も重視してお り,

本構想の具体化のために早急にサー ビスシステムの開発 をす る必要がある。

また,地 域情報流通のためのサービスシステムの研究開発に着手するに当 って,こ れまでのニー

ズ調査及び事例研究の結果 に基 づき,ク リア リングデー タベースの構築を とりあげ,そ の基本設計

を行 った。

1.2推 進 体 制

「西日本地域情報拠点形成に関する調査委員会」を設置して,調 査全体の検討 を行い,具 体的

な作業は委員を中心とするワーキング・グループ形式で実施した。
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2.四 国地域情報環境基礎調査

2.1四 国 地 域 の 情 報 処 理 の 現 況

2.1.1調 査 の 概 要,

(1)調 査 の 目的 と対象

本調査は四国地域 における主要機関の情報活動 の実態を把握 し,基 礎資料を得 るとともに情

報拠点 を育成 し,ネ ッ トワーク形成の課題 と可能性 を探ることを目的 としてい る。

調査対象はおおむね次の事業形態の区分に従い表2-1の 「ヒア リング調査実施機 関一覧表」

のとお り選定 した。

① 営業 目的 として情報処理,提 供等のサービスを してい る機関

② 主たる業務に付随 して情報サービスをする機 関(銀 行等)

③ 団体(商 工会議所等)

④ 国,地 方公共 団体

(21調 査 項 目

① 各機関の情報管理(処 理)シ ステムの概要

② 情報管理(処 理)担 当部 門の組織 と役割

③ デ ータ管理の現状

イ.デ ータ管理の電算化

ロ.図 書 ,印 刷物デ ータの管理と活用

④ 外部情報の収 集状況

⑤ 今後の情報管理方針 と課題

イ.情 報管理のための組織体制の整備

ロ.情 報管理 システムの整備

ハ.情 報入手のシステム化

二.情 報流通 システムの課題

ホ.情 報拠点 として,ネ ッ トワーク参加への課題

(31調 査 方法

あ らか じめ,各 機関に対 し調査の趣旨,内 容を説 明した資料 を送付し,協 力方を依頼 した後,

主 として各機関の情報或 いは調査担当部門を訪問して ヒア リングを行 った。
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表2-1ヒ ア リ ン グ 調 査 実 施 機 関 一 覧 表

名 称 所 在 地

四国技術 コンサルタン ト 高松市

四国電力㈱システム部 〃

タ

高新企業 高知市

帝国 データバ ンク㈱高松支店 高松市

阿波銀行 徳島市

百十四銀行 高松市

伊予銀行 松山市

四国銀行 高知市

松山商工会議所 松山市

香川県商工会連合会 高松市

四国地方建設局 〃

四国財務局 〃

四国海運局 〃

高松陸運局 〃

徳島県庁 徳島市

香川県庁 高松市

愛媛県庁 松山市

高知県庁 高知市

徳島市役所 徳島市

松山市役所 松山市

高知市役所 高知市

2.1.2コ ン ピ ュ ー タ の 設 置 お よ び 利 用 状 況

(1)国 の 機関

国の各出先機関では,い ずれも本省に大 型汎 用 コ ン ピ コー タが設置 されているものの,地

方出先機関に端末をおき,こ れ ら大型 コ ン ピュ ー タをホス トとして,地 方機 関における行政

業務を処理しているのは,四 国通産局のほか,四 国海運局,陸 運事務所等がある。

しかし;四 国海運局では船員免許管理,ま た陸運事務所では車輌登録業 務の専用であり,統

計 その他の一般行政業務には使用 されていない。

また 四国地方建設局には大型汎用コンピュータを設置U,管 内9ヵ 所の各土木事務所に設置 した端

末機にオンラインサービスを行ってい るが,本 省 システム とはオフラインであ り,ぺ適用業務は

主 として土木 建築関係の技術計算,交 通容量計算等 に使用 されている。

(2)地 方公共団体'tt=『`'〆

4県 の うち,香 川,愛 媛両県では,コ ンビ=一 夕を設置 し,各 種業務 の処理を行 ってい るが,

徳 島,高 知県 では,民 間業者に委託,ま たは設備借 りで処理 してい る。`県庁所在の4市 で は高
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松市 を除いて,早 くから電算化を進め,シ ステムの強化を図 っている。

高松市 は,こ れ まで民間委託を行 って きたが,57年2月 に中型汎用 コンピュータを導入 し,

自己処理を開始 した。

その他の市町村 でも遂次,コ ンビ三一タの導入 を進 めているが,一 般的に共同利用形態が多い。

地方公共団体における処理業務は給与,地 方税,年 金,住 民登録など各種使用料(上,下 水

道,家 賃)等 の事務処理が中心 となってい るが,県 では,税 務が市町村に比べやや低 く,人 事,

給 与,財 務会計,土 木建 築積算,公 害測定等 となっているが,い ずれも大量定型反復処理が中

心 とな ってい る。

統計処理についてみると,県,県 庁所在市(高 松市を除 く)は,指 定統計を 中心に処理 され

ているがその ウェイ トは15～20%程 度 である。その他の市町村では統計処理はほとんど行

われていない。

なお 地方公共団体のコンピュータ導入は,主 として行政業務の効率化 を目的 とし,大 量反復業務

や処理方法が標準化 されている業 務 が大 半 を 占 めて い る。これ らの システム化 も一段落 しつ

つあ り,今 後の課題 として情報管理,情 報提供 システムな ど総合行政情報 システムの確立に意

欲を見せて模索 していることが うかがわれ た。

(3)金 融 機関その他

地元地方銀行における電算 システムはおおむね,預 金,貸 金為替等のオン ラインサ ービス用

と行内事務処理用 システムと2系 統をもち,事 務管理用では人事,給 与,経 理のほか,営 業部

門 での各 種業務統計処理が行われてい る。

また,地 元4行 は,電 灯,ガ ス,水 道料金,お よびNHKの 受 信料等の公共料 金の収納,及

び地方公共団体の指定 金融機 関業務等 を行ってお り,こ れ らの処理に必要 なデ ータの交換をコ

ンピュータ媒体で行 っている。

また,電 力 ・ガス業界は,金 融業界 と並んで最も先導的な コンピュータの利用を進めており,

四 国地 域 にお いて も電 力会 社 では,社 内各 部 門 別 業務処 理,経 営管理は勿論,計 画予測

等 にも活用し,さ らに社内各部 門に対す る各種情報提供システム(技 術文献情報を含む)の 整

備 充実 を図 ってい る。

(4)商 工会議所等の各種団体

各種団体については松山商工会議所,香 川県商工会連合会の2団 体について調査 したが,い

ずれもコンピュータを設置しているもの⑳ これは中小企業関係補助金により設置 されたもので ・処

理業務は限定 され,主 として中小企業者か ら商工会議所,商 工会等を経由して委託を受けて,

企 業の経理処理,経 営分析 を行 ってい る。

2.1.3デ ー タ(主 と して 統 計 情 報)の 収 集,提 供 並 び に 管 理 の 状 況

(1)国 の 機関

国の各出先機関は所管業 務の一部 として,統 計調査業務を行 っているが,、コンピュータによ
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る処理は,四 国通産局を除いてはほとんど行われていない。

一方
,各 所管業務の遂行に当っては,各 種統計データを使用す ることが多 く,特 に毎月の管

内経済動 向に関するデー タ(主 要経済指標 と呼ばれる)に ついては,主 として電話,印 刷物に

よって国の機関,地 方 自治体間 で相互にデータ交換が行われ,収 集 され たデータは,い ずれ も

手作業で分類 ・集計 ・編集 と簡単な加工 が行 われている。

なお,各 機関 とも各種統計データを収録 した情報提供PR誌 を定期的に発刊 し,相 互に交換

利 用 されてい る。

(21地 方 公共団体

各県では国か らの委任等 による統計調査業務のほか,地 方行政業務の処理 によって得 られる

原データをもとに,コ ンピコ一夕による統計処理を行っている。各県 とも原データ(個 別調査票デ

ータ)は マスターファイル として磁気 テープ(以 下 「MT」 という)で 保存(3～5年)し て

いるものの,統 計処理後のいわゆるサマ リデ一夕の串力情報 はMT化 されていない。

地方公共団体 では,規 則等でこれ らのデ ータの管理方法等について定 めてい るが,い ずれ も

第一次的な管理権は業務担当課 とされ,情 報処理担当部門で保管されているMTの 場 合 も,デ

ータ使用に当 っては担当原課 との協議が必要 とされている。

なお,指 定 統計,承 認統計の一部 については,MTに よ り各統計主管の各本 省に報告 し,ま

た,本 省で電算処理したサマ リーデータを地方 自治体がMTで 提 供を受け るなど効率的なデー

タ流通も進展 しつつある。

(3)金 融 機関

金融機関(地 方銀 行)で は預金等 のオ ンライン業務のほか人事給与等の一般管理的事務処理

および顧客管理,金 利計算等とともに経営管理に必要な統計処理等 を行 ってい るが,地 域の経

済社会に関す る外部 統計情報 のデ ータ整備 は行われていない。

しか し,各 銀行 とも,1日 単 位或 いは月単位で変動す る産業経済 の動 きを把握 するために必

要 な為替 レー ト,株 価,生 産,消 費,雇 用などのデータ収集には強い関心 を示 し,1,2の 金

融機関ではこれ らのデー タをパ ーソナル コ ンピ ュー タを利 用してフロ ッピーデ ィスクに整備

し,加 工,分 析等を行 ってい る。

2.1.4主 要 経 済 指 標 の 利 用

一般的に地域情報は気候
,人 口,文 化をは じめ産業,経 済か ら個人の生活に関す る情報に至 る

まで,極 めて多種多様な情報を包括す る概念 と考えられる。このような地域情報に関し,本 構想

に よるシステムが,す べての情報を処理 しサービスす ることは極めて困難であ り,か つ,非 現実

的 である。今回の調査 研究 に当っては,四 国地域の情報利 用環境を考慮 して,主 として産業経済

社会が必要とする統計情報に限定 して調査 した。

各機関のデータニ ーズに関する調査結果 では,新 聞,テ レビ等 によって供給 される最新 の情報

に対 するニーズが極めて高 く,次 いで毎月,主 要機関から公表 される経済 指標に対 し強い関心を
/
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示 している。.

情 報を収集 し,常 に管内の産業経済の動向を把握 しようと努 め,業 務の執行に付随 して これ らの

情報を相互に交換 し,活 用 している。

毎月生成 され る主要経済指標 は一般的に,

① 情報が生成される時期をみて,当 該調査機関に電話で照会 し,口 頭に より若 し くは印刷物

(手 書 きを含む)の 郵送 によって入手す る。

② 定期刊行物に より入手 する。

等の入手方法が とられてい るが,提 供側では電話による応対 に忙殺 され たり,ま た ファクシ ミリ

の普及が遅れているため郵送に頼 らざ るを得 な い等の問題点があ ることなどか ら,今 後は,フ

ァクシ ミリの活用,あ るいは適切 かつ有効なネ ッ トワークシステムの構 築,デ ータ整備を検討す

る必要があろう。

なお,現 在主要機 関の発行す る定期刊行物に主要 経済 指標 として登載 しているものから抜粋 し

た一覧表を表2-2に 掲 げる。

表2-2主 要 経 済 指 標 一 覧 表

(注)こ の一覧表 は四国地域主要機関の発行する統計

情報 に登載 されてい るものの一 覧表である。

情 報 名 分 類 また主 要 項 目

人

口

自然動態

社会移動

男女別出生,死 亡数

県外転出人数,県 内移動数

動
態
人 口 数 月末男女別人口数,世 帯数

労
職業紹介状況 求人,求 職数,倍 率

働 毎 月勤労統計 1人 当 り平均賃金数,賃 金指数

一
雇
用
雇用指数

雇用保険受給人員

家 家計消費支出 世帯別,費 目別,支 出額

亨 勤労者世帯収入,支 出 費 目別収入,支 出額

消
費
農家現金家計支出 〃
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情 報 名 分類 また主 要項 目

財政資金対民間収支 主要科目別

金 日銀券発行(増 減)
融
予貯金残高 金融機関種類別

●

財
貸出残高 〃

政 平均約定金利 金融機関種類別

信用保証協会保証(件 数,金 額) 保証承諾,保 証残高,代 位弁済

証 手形交換(枚 数,金 額) 交換高,不 渡高
券
取 株式取引 取引株数

引

企
業 倒産状況 調査機関別,産 業別
信
用

生 鉱工業生産 ・出荷 ・在庫実績 主要品目

産 生産 ・出荷 ・在庫指数 季節調整漬菜種別
●

貿 通関実績(輸 出入) 主要港別
易

電灯 ・電力需要実績 用途別
エ

ネ
簡易ガス販売実績

ノレ 液化石油ガス販売実績 用途別
ギ
1 都市ガス販売実績

石油製品販売実績 産業別,油 種別

大型小売店販売実績 品 目別

(セ ル フ店) 〃

商
(百 貨 店) 〃

新車登録台数 車種別

業 中古車登録台数 〃

保有台数登録 〃

消費者物価指数 支出科 目別
物
価 小売物価指数

卸売物価指数
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情 報 名 分類 また 主要 項 目

建築着工数

土
木
新設住宅着工数 種類別

● (大 手34社)建 設工事受注高 発注者種類別,エ 事種類別
建
設 建設工事保証 保証高,保 証残高

公共工事請負高

2.2四 国 地 域 に お け る情 報 拠 点 の 育 成 と ネ ッ トワ ー ク形 成 の 基 本 的 考 え 方

2.2.1地 域 別 情 報 拠 点 と ネ ッ トワ ー ク構 想

地 域別情報拠点を育成し,ネ ットワークを形成す るとい う構想は,地 域活動を行 っている各種機

関が それぞれの業務の分野,内 容 に応 じて収集,加 工 あるいは生成 した情報 を整備 し,各 情報拠

点 間に結 ばれたネ ッ トワークを通 じて相互 に交換 し,地 域社会の発展,振 興のために情報の有効

利用を促進するとともに,各 種の情報サ ービスを行 うことを 目的 とするものである。

この ような基本 的 な構 想 に基 づ い て,地 域別情報拠点 とネッ トワークがシステムとしてその

機能を果 たすためには,次 の5つ のサ ブシステムが必要 となり,こ れ らのサブシステムを情報拠

点及 びセンター機構が相互に整合性を保 ちなが ら分担 し,有 機的に連けいする必要 があろ う。

① データ収集 と情報生成システ ム(調 査,情 報処理)

② 情報の蓄積 と管理システム(情 報 ライ ブラリー)

③ 情報の伝達 システム(通 信)

④ 各種情報サー ビスシステム(加 工,シ ステム開発)

⑤ ネ ッ トワーク管理システム

地域情報拠点が情報流通のためのネ ッ トワー クを形成したときは,各 拠点間の連絡調整やネ ッ

トワー ク機構を維持 し,情 報交換の円滑化を確保す るための管理機構 が 必要 とな るが,さ らに

一歩進んで この管理機構が一 般ユーザに対す るサー ビス機能を持つ ことが望 まれ る。

勿論,各 情報拠点はそれぞれが整備 した情報の範囲内で自主的な判断に基づいてサービスす る

としても,ユ ーザ側か らみれば,各 種の地 域情報が各拠点に分散 して存在す るため利用に当って

は,極 めて不便であり,い わゆるスーパ ーマーケ ットのよ うに一カ所で各種の情報が得 られ,か

つ,必 要 に応 じて加工サー ビスも可能 とな るサー ビス機関の存在を期待す るで あろ っ。

このため,次 のような情報サー ビス手段 を考える必要があろう。

① 各情報拠点で酬 され蹄 報を磁気 テープ(MT)又 は ・… ピーデ ・スク(FD)で 収

集 し,い わゆる地域情報のMTラ イ ブラ リーとして図書館的業務を行 う。

② 各情報拠点で整備 された情報に関する案内情報を提供す る。

③ 各情報拠点より入手 したデー タをデー タベース化 し,自 らが検索 ・加工 ・分析機能 を持ち・情

搬 供のサービスをす るとともに,さ ら1・ユーザの要請に応 じて・システム開発等一連の情報
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サービスを行 う。

前記① ～③の うち,① によるMTラ イ ブラリー方式で情報提供のサー ビスをす る場合は,コ ピ

ー または再編集処理を民間処理業者に委託する ことも考え られ
,必 ずしも電算 システムの導入 は

前提条件 とはな らず,MTラ イ ブラ リーのサー ビス機関 としては,図 書館等の活用も考えられ,

ま た,四 国地域内で一 カ所に限定 する必要 もな く各県毎に分散することも考 えられる。

しかし,③ の方式 によるサービスを行うときは,コ ンピュータを必要とし,こ のための初期投資費用,

或 いは,日 常 の運営,メ ンテナンス費用の確保が課題 とな る。

2.2.2情 報 サ ー ビ ス の 内 容

56年 度 本地域調査 において,地 域情報センターの性格(事 業内容)に ついて検討した。これを要

約すると,

イ 情報提供サー ビスが基幹業務であることは言 うまで もないが,サ ービスする情報は本来の

地域情報のほか案内情報(レ ファレンス情報)の 提供 も必要であ る。

ロ 単 なる情報提供のみ でな く,再 編集或いは加工機能をもつ必要 がある。

ハ 情報処理,特 に地域分析技術等に関す るコンサル タン ト的業務および これに伴 うソフ トウ

ェア開発機能をもつ こと。

ニ ユ ーザのニーズに応 じ要員教育研修を行 うとともに ,広 報活動 を行 う。

ホ その他 自主研究,自 主システム開発を行 い,ノ ウハ ウの蓄積および地域のシンクタンクと

しての基盤を強化 する。

これらの項 目は地域情報セン ターとして具備すべき役割と して一応網羅的に例 示したものであ

るが,ネ ッ トワー ク機構が当初からこれらのすべての役割を果 たす ことは極 めて困難であ り,非

現実的 と言 えよう。

従 って最終的には,こ れ らの役割を果 たす としても段階的に時間をかけて設備,要 員,技 術,

財政等の基盤の整備 と並行 して選択的に実施す るのが現実的であり,当 面,イ.情 報提供サー ビ

スおよび,ロ.の 情報処 理サービスの うち,製 表処理,再 編集処理に限定(こ の場合 も定形的処

理に限定)せ ざるを得ないだ ろう。

2.2.5セ ン タ ー 機 構 の 形 態

分 散型を基本 とする 「地域情報拠点 とネ ッ トワーク」 が,円 滑にかつ効果 的に その機能 を果 た

す ためには,各 拠点間の連絡調整や,時 には,推 進的役割を果 たす管理機構 が必要であり,さ ら

に,情 報サー ビスを行 う場合 には,こ れ らの業務を遂行する機関が必要であ る。

このような機能 を持つ機構を,仮 に 「セン ター機構」 と呼 び,若 干の検討 を行 ってみよ う。

川 センター機構の機能

勿論,「 地域情報拠点 とネ ッ トワーク」がどの ような業務 をど うい う方法で行 うかによって,

セ ンター機構の機能組織形態等が異 って くるが大 きく分けて3つ の形態が考え られ る。
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① 各情報拠点間の連絡調整,或 いはネ ッ トワーク機能の統合,維 持等の業務を中心 とす る管

理業務のみとし,情 報 サービスは原則 として行わない。

② 前記①の業務に加え,各 拠 点が整備 した情報に関する案内情報のサービスを行 う。

③ 各拠点が整備したデータをもとにMTラ イブラ リ化 またはデータベース化 して管理し,情

報 サー ビスを行 う。

なお,案 内情報はデ ータベ ースによるほか,印 刷物として ユーザに提供することも考えられ,

この場合は①および②の付加的業務 として追加することが可能であろう。

働 セン ター機構 の組織形態

セ ンター機構 の組織形態は前記の① ～③の うちどれを選択す るかによって異 なるが,既 存の

機関を利用する場合 と,全 く新しい機関を設立 して行 う場合が考えられ る。 この うち既存の機

関を利用する形態としては,

イ 地域情報拠点の うち適当な機関が管理機能を果 たす ことが考えられ るが,前 記(Dの ③ によ

るMTラ イ ブラ リ,ま たはデー タベース ・サー ビスを行 うときは,経 費,人 員等 の面 から不

可能な場合も考えられ る。

ロ 情報活動事業を行 っている拠 点以外の既存組織を利用する考 え方 もあろう。

各拠点が整備 した地域情報をMTラ イ ブラリーとして情報提供 を行 う場 合は既存 の団体,

図書館等を活用することも考え られるが,管 理業務を果たすのに不適当 な場合が生 じよう。

ハ 管理業務 と情 報サービス業務を分離 し,管 理業務は拠点の うち適当な機関が行い,情 報サ

ービスは別の既存の機関を利用す ることが考 えられる。

以上のほか,全 く新 しく,法 人 を設立 することが考え られ る。 その場合,そ の業 務の性格から

みて,公 共的性格が期待できる組織形態,例 えば第3セ クター方式 で設立 されるのが望 ましい。

勿論,第3セ クター方式で設立す るとしても財団法人,公 社,公 団方式,或 いは事業団などが考

え られ るの でさらに検討を深め る必要があるが,い ずれに して も最 も困難 な課題 は必要 な資金の

確保 であろ う。

単に,管 理機能のみであって も,各 拠点 との連絡通信費用,連 絡会議費用などの事務諸経費の

他,時 には人件費 も必要 とな り,加 えて情報提供その他の情報 サービスを行 う場合は,さ らに多

額の費用を先行投資する必要が ある。なお,こ の場合,サ ービスの内容によっては利用者負担の

原則を適用すれば或 る程度の収入 を期待 することは可能であろう。

2.2.4情 報 サ ー ビス の 費 用

各機関が,情 報拠点 としてデー タを整備 し,或 いは ネッ トワー クを形成 して,情 報サービスを

円滑に遂行 しよ うとするときは,何 等かの方法で必要資金 の調 達 を 図 らねば な らない。 必要

資金には,利 用者の要請に応 じて業務が発生 し,サ ービス提供時点で必要 とな る経費と,情 報サ

ー ビスを開始する以前に各情報拠点 が先行投資しなければな らない経費があり,ま た利用度合の

多寡にかかわらず固定的に必要 とな る経費 もある。
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情報化の進展に伴い,「 情報の整備にはコス トがかか り,ユ ーザが情報を利用 しようとする と

きは有償 とすべ き」 とい う考 え方が一般社会に次第に浸透 してきてお り,民 間商業ベースに よる

情報サー ビスも拡大してい る。一 方,「 行政機関が保有す る公共的情報 は国民の税負担 により生

成 された国民的資産であり,行 政機関は無償 で提供すべき」 とする意見 もあ るが,本 構想 による

情報サー ビスについては 「利用者負担」 を導入することは是認 されよ う。

認 されよう。

なお,仮 に利用者負担 の原則を適用す るとしても本 システムが公共的性格を もつ とすればその

価格決定をプ ライスメカニズムに依存す ることは問題があ り,他 方民間サー ビス業への配慮 も必

要 となろう。

2.2.5案 内 情 報 サ ー ビ ス

分散す る情報拠点が ネッ トワークを形成 したとき,こ の ネッ トワークを円滑に運営 し,そ の機

能を十分に活用す るためには,ネ ッ トワークを管理 する 「セ ンター機構」 が 必要 と な る。 各情

報拠点はそれぞれ の業務分野に限定 した地域統計情報のみをサービスす るとすれば,こ れを利 用

しようとするユーザ は,「 どの情報拠点は,ど んな情報を もっているか」,或 いは,「 欲しい情

報は,ど こに行 けば わか るか」 ということが わからないと極 めて不便 であり,ネ ッ トワー クの利

用効率は半減することとな ろう。

さらに,単 に情報の所在を提供す るのみな らず,情 報の概要(情 報名,デ ー タ項 目,分 類 方法,

時 系列の範囲)等 の,情 報(即 ち,案 内情報)の サー ビスも必要であろ う。

55年 度 に本地域調査 において実施 した 「情報流通 に関す る基礎調査」(ア ンケー ト調査)の

結果,「 どこに,ど んな情報があるのかわか りに くい」 とす る意見が40～50%と 約半数 を占

めていることか らみても,こ の ような所在情報あるいは案内情報のサー ビスが必要 となろ う。

2.5デ ー タ整 備

2.5.1デ ー タ 整 備 体 制 の 確 立

地域情報拠点を育成 し,ネ ッ トワークを形成 するためには5つ のサブシステムが必要 であ るこ

とは既に述べた とお りであるが,統 計情報に関する 「デ ータ収集 と情報生成 シス テム」 は,コ ン

ピュータの活用等を含めて概ね完成 されてい る。

しかし,調 査対象欄 では 個別調査票 データを磁気 テープで保管す るに とどまり,集 計後 のサ

マリーデータは コンピュータ媒体では,保 存 されない場合が多 く,「 情報の蓄積 と管理」が システム

として確立す るに至 っていない。

勿論,調 査主体が国である統計調査は,原 則 として当該調査 を主管す る中央省庁で集計,加 工

等の処 理 が行 われ,こ れ らの統計情報が地域情報 として利用 されてい る場合 が多 いが地域情報

は地域 自身で生成,整 備す る必要があろう。
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地域情報拠点を育成 し,ネ ッ トワークの形成を図 る際には,「 デ ータ整備(磁 気 テープやフ ロ

ッピーディスクなどコンピュータ可読型(マ シン リーダブル)の 記憶媒体に整備し,蓄 積し管理す る)

システム」を確立する必要が ある。このよ うなデ=タ 整備 は まず 原データの所在を確め,収 集す

ることから始 まり,次 いでデ ータ定義の統一,キ ーワー ド或いはキーコー ドの設定,時 系列編集

等を行ったあ と,コ ンピ ュータへの入力作業が行われるが,こ れ ら一連の作業 には莫大な人力を

必要 とする。

このため,デ ータ整備に当 っては,

① デー タニ ーズの把握に努 め,ニ ーズの高いものから順次整備 する。

② 各機関で同一データを重複 して整備 する ことがないように調整 する。

③ 中央省庁等で整備 されたMTデ ー タの活用を図る。

④ 情報処理段階か らデータ整備がで きるようシステムの面で配慮する。

など合理的なデータ整備システムを考 える必要がある。

なお,今 回の調査 に際 して,各 機 関か ら,

① 機関毎 のデータニーズに対する認識が必ずしも充分でない。

② データが各業務担当部 門に専有 され る傾向にある 。

などの問題点が指摘 されてお り,デ ー タ整備の促進に当 っては情報処理部 門と各業務担当部 門 と

の コミュニケーションの緊密化やコンセンサスの形成を図 ることが,重 要 な課題 となってい る。

2.5.2整 備 媒 体 と 管 理 技 法

コン ピュー タシ ステ ムによりデー タを整備する場 合,或 いは整備 されたデー タを管理する上

で最 も頭を悩 ますのがデ ータベースマネージメン ト(DBMS)を 採 用するかど うかであろう。

従来の大量反復型,或 いは定型的処理で処理順序が特定 されている場合にはおおむね順編成 フ

ァイルが最適であり,効 率的であ る。

しかし,処 理すべ き順序にデータが編成 されていない場合は,往 々にして,再 分類,並 べ替 え

が必要 とな りかつ異な るファイルに記録 されたデータを リンクす るとき,処 理が非効率的 とな り

管理面か らみるとデータが専用化 されデー タメンテナンスにも課題が多い。

これに対 し,デ ータベース管理システム,(DBMS)の 場 合 は特定 のキーによ りランダムに

必要 なデータの検索抽出が容 易であ り,か つ異なる統計情報 との リンクなど比較的巾広 いデータ

ニーズに対応でき,デ ータの総合利 用,或 いは安全性の確保な どの メリッ トが ある。

しか し,現 在のデ ータベ ース管理 システムは,す べての情報 ニーズを満足させ るほどの汎用性

がな く,ま た異なるデー タベLス 管理 システム間で相互利用する場合 には検索方式或いは通信制

御方式の違 いから利用が困難,或 いは非効率,複 雑化するなどの欠点がある。

加えて,デ ータベースを構築 したときにはシステムの管理お よびデ ータ管理のため,専 任職員

が必要 とな り,デ ータ整備 コス トが割高 となる欠点がある。

従 ってデ ータベースによるデ ータ管理は当該機関内部のデータニーズが高い場合はかなり有効
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なシステムとして考え られ るが本構想によるネ ッ トワークが当面,オ ンライン化されない現状 で

は・各機関の 自主的な判断に委 ねられ るべ きであろ う
。

2.3.5デ ー タ の 分 類,表 現,記 述 等 の 技 術 的 課 題

統計デー タは一般的に図2-1の よ うにデータ項 目区分 地域区分 時点区分の3次 元の因 子に

よって分類 され る。

図2-1統 計 デ ー タの 因 子

さらにデ ータ項 目,地 域,時 点の各次元毎 には 大 中 小の細分類があ るが,デ ータ整備に当

っては,各 統計情報の種類毎に,少 な くとも次の3種 の編集形 態が必要 であり,利 用者のデータニ

ーズにあわせ て検討す る必要がある
。

香
馴者

図2-2統 計 デ ー タの 編 集 形 態

また,各 情報拠点が整備す るときは,こ れらの分類基準,分 類コー ドの統一のほか 「テープ仕

様(ト ラック数,記 録密度,記 録 コー ド等)」 或いは,「 デ ータ記録形式」等 について統一 した

設 計 が 必要 と な る。 このよ うな技術的課題は各情報拠点の協 力を得て協議体制を組織 して検討
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すれば,解 決 し得 るであろう。

2.4四 国 地 域 の 情 報 環 境 整 備 の 課 題

1980年 代 は コンピュ一一タを始めとす る情報関連技 術 の 驚異 的 な進 歩 に伴 って,コ ン ピュ

ー タの利用領域は単 に情報処理として利用 されるのみな らず
,情 報を総合的 に管理し,各 種の情報

サー ビスを行 うとい う新しい分野へ と拡大 している。

このよ うな情報化の進展は,こ れ までの ところ民間部門がその先導的役割 を果たして おり,政 府,

地 方 自治体等の行政機関な らびに公共的諸機関などでは,法 制度等 の問題に加えて コンピュータの

利 用が主 として行政業務の効率化を 目的 として導入 されたこともあって,一 部の機関を除 いて情報サ

ービス体制 が確立 され るには至 っていない。

しかし,こ の ような公的部門で も,医 療情報 システム,交 通情報システム,さ らに生活情報を中

心 とした地域 コミュニティ情報 などが検討 されてお り,公 共部門の情報 サー ビスシステムが社会的

システムとして構築 されよ うとして いる。

このような情報化時代を背景に地域別情報拠点の育成 とネッ トワークの形成は,地 域固有の情報

を総合的に管理し,地 域社会 に情報 サービスを提供す るものであ り,単 に,拠 点間のネッ トワーク

システムとしてのみでな く,社 会的 システムの一つとして構 築すべ きであろう。

しかし,四 国の情報基盤をみると,情 報関連機器の導入や通信 施設などハード面での遅れに加え,地

域情報を如何 に利用するかとい うソフ ト面での対応 も他地域 に比較 して遅れて いる。 また,情 報サ

ー ビスへのニーズが顕在化 しに くい一面 もあ り,既 に述べたよ うに,各 機関 での情報を有効 に利用

す るためのデータ管理,或 いは提供シ ステムの整 備も遅れてい る。

この ような現況のなかで地域に関す る情報を地域 自身で整備 レ,地 域のニーズに見合 った情報サ

ー ビスを行 うためには
,格 段の努力と時間を必要 どす る。今回の調査研究では,当 面の課題を提起

す るにとど まっているので,今 後 は各機関の理解 と協 力 を得 なが ら,当 地域におけ る情報環境の

整 備状 況 を踏 まえ,実 現可 能 な プ ロ グ ラム(実 行計 画)の 作成のための コンセンサスを醸成 し

て行 く必要がある。

なお,開 発すべ きシステムとしては当面,地 域統計情報あるいはこれらの所在情報 または,こ れ

らに関する調査研究等の文献に関す る所在情報のシステムの構築に取 り組む ことが現実的 と考え ら

れ る。
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3.ク リア リ ン グ デ ー タ ベ ー ス の 構 築

5.1ク リ ア リン グ 情 報 サ ー ビス

5.1.1地 域 情 報 セ ン タ ー構 想 の 概 要

地域情報 センターとは 「地域内 ネッ トワーク,地 域間ネッ トワー クを形成 し,地 域の情報化 を

推進す るための核」 として位置づけ られ るものである。地域の情報化は,こ の情 報センターを中

心に個 々の情報発生機関をサブセン ターとし,相 互の情報流通を密にす ることによ り(地 域内ネ

ッ トワーク),か た ちつ くられ る。地域情報 センターはまさに情報流通 を促進す る中心機関であ

り,し かも,他 地域 に対する窓 口で もある。 したが って地域情報セン ターとしては,

① 公共的性格 を確保 しているもの 。

② 独立採算が可能 なもの。

③ 地域の中核的機 関として,先 進性のある機能をもち,自 らも情報 を蓄積,加 工,提 供す る

機能を有するものo

④ 一定の設備 とマンパ ワーを持つもの 。

とい った点に該当す る機関がふ さわ しい(56年 度 報告書)。 具体的には財 団法人,社 団法人,

第3セ クターとい った業態の機 関があては まる。

また,サ ブセ ンターとしては,政 府 出先機関,地 方 自治体,大 学,図 書 館,商 工会議所,情 報

サ ービス機 関,銀 行,新 聞社 等,そ の地域の情報を何らかのかたちで発 生する機 関がすべて対

象 として考えられ る。

56年 度,広 島地 域をモデル として提案 した広島地域情報 センターの概念図を図3-1に 示 す。

5.1.2西 日 本 地 域 に お け る 地 域 情 報 セ ン タ ー の 考 え 方

地域情報センターを具体的に検討す る場合,前 節で見たようない くつかの特徴を有する機関 と

しては公益法人である調査研究機 関が最 もそれに近いものと考え られ る。

そして,近 畿,中 国,四 国の3地 域において,そ れぞれ適当な機関を地域情報センターとして

育成(あ るいは新設)し てい く必要がある。たとえば,近 畿地域情報セン ターとい うものを考 え

ると,近 畿地域では公共的調査機 関といわれるところは10機 関以上 にのぼ る。それらの機関の

なかから,適 当な機関を地域情報 センターとして位置づけ,機 能を付加していけばよいであろ う。

しか し,他 地域 を考えた時,す ぐに も地域情報センターとなり得 る機関 はみあたらない。既存

機関をセンターとして育成するにして も,あ るいは新規に地域情報セン ターを設立す るに して も

相当の年月と努力を必要 とす るであ ろう。

したがって,そ れぞれの地 域で種 々の情報を整備することについてはできるところからは じめ

ていかねばならないが,地 域間 ネッ トワークとして地域情報 センター間のデー タ交換,情 報交流

等 についての早急な実現化はむつかしいものと思われ る。

そこで以下,地 域情報 センターが果たすべぎ機能 としてク リア リング情報 システムを考え,そ の
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図3-1広 島 地 域情報 セ ン ター(仮 称)概 念 図

構築について検討す る。

5.1.5地 域 情報 セ ン ターの 機 能

56年 度本地域調査報告書において地域情報センターの機能として,

① クリアリング機能

② 情報流通機能

③ 情報加工発生機能
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の3つ を提示 している。

その中で ク リア リングサ ービスは,地 域情 報センターの最 も重要かつ基本 的な機能として位置

づけ られている。各サ ブセンターが保有す る情報,生 成 する情報を把握 し,情 報所在情報 として

提供 することは地域における情報集 積,情 報サービスの第一歩であろ う。そのためには,各 サブ

センターにおけ る情報,資 料の整備が前提条件 となる。情報発生源において ,何 ら資料が整理 さ

れなければ,そ こか ら生 まれる情報の価値 はほとんどな くなってしまうだろ う。た とえば ,地 域

情報 センターにおいて所在が確認 されても実際にサブセンターでその情報に ア クセスできなけれ

ば,所 在情報の価値は0(マ イ ナスか もしれ ない)で あ り,ま たサ ブセンターの情報発生機能 も

0で しかない。サブセンターの資料整備 が不十分な場合 ,ま ずそれを積極的に推進 すべ きであ る。

その場合,よ り効率的 な資料整備を目指す ためには,各 サ プセンター が行 う資料の整備方法を

で きるだけ統一化することが望 ましい。たとえば ,資 料台帳の フォーマ ッ トを共通化す る。ある

いは,資 料 の分類 コー ドを共通化す るなどである。すでに ,そ れぞれ運営実績,歴 史のあるサ ブ

セ ンターが多 く,こ のよ うな ことを実施す るには,多 くの課題 があると思われ る。 わずかでも共

通化 できるところか ら始める必要があろう。

情報流通機能 は,ク リア リング機能の次 の段階のものとして位置づけられ る。 これは,各 サ ブ

セン ターが保有,発 生 する情報を地域情報 センターにおいて一元的に管理 し
,流 通 させ ようとい

う ものである。

地域に対 し情報 サービスを実施するためには,で きればこの段階まで地域情 報センターの機能

を高めてお くべ きであろう。情報利用の促進において,情 報の入手の簡便 さはやは り必要不可欠

な ことと思われ るからである。

56年 度の報告書 において も述 べたが,す べてのデー タを地域情報センターが管理す ることは理

想論であり,無 理が ある。 ここでは,ま ず第1の ク リア リング機能に流通 システムを付加す ると

ころからス ター トすべ きであ る。サブセンターと地域情報 センター間に効率的な流通 システムが

構 築で きれば,地 域情報 センターのサービス水準は飛躍的 に増大するであろう。

その後,た とえばオンラインネッ トワーク,あ るいはデ ータの一元管理 といったよ り効率的 な

管理体制へ移行 することを考 えるべきである。

情報加工発生機能は,地 域情報センターのサ ービスとしても最もハイ レベルな ものとして考え

られ る。

各サ ブセンターの情報の単な る管理からさらに一歩 進み,総 合的な視点 から情報の整理を促進

し,新 たな情報として加工す ることは,情 報のより高度な利用を促す ことが できるだろう。さら

にデー タベースの構築は,情 報の体系化 とい う点か ら大 きな力を発揮す るであ ろう。

いずれに しても この段階のサー ビスは,相 当に地域情報センターの運営が軌道 に乗 った段階で

なければ実施 することはむつかしいもの と思われ る。 また,地 域情報 センターにそれだけの技術

ノ ウハ ウの蓄積 も重要 であ る。

本サー ビスの実施を 目標 に地域情報 センターの運営を行 ってい くところから始めるべきであろ
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う 。

5.1.4ク リ ア リ ン グ情 報 の 必 要 性

2.4で も述べたように,ク リア リング情報に対 するニーズは四国地 域において相当にあ るもの

と思われ る。しか し,こ のような傾向は四国地域だけにとど まらず,他 地域においても同様 とな

っている。

昭和55年 度 調査において実施した 「情報流通に関す る基礎調査」において,情 報収集におけ

る問題点を整理 したのが表3-1で あ る。

この調査においては,広 島,四 国,大 阪の3地 域では,情 報化の レベル に差 があ り,利 用者側

のニーズに も大 きな隔 りがあ ることを明 らかにした。

たとえば,大 阪地域はすでに情報量 も多 く,そ の利 用頻度 も高い。にもかかわらず,デ ータ流

通 シ ステ ムが 不 備 な ため,「 入 手 に費用 と時間がかか りすぎる。」 という回答が高い率を示

している。 また広島地域 は,情 報 ニーズの高 まりとは逆に 「提供機関が少ない」 という問題点を

かかえてい る。四国地域は,他 の2地 域に比べて情報へのニーズが少ないのか,「 問題点は少 な

い」 とい う回答が多い。

このような差が見 られ るにもかかわらず,3地 域 において,情 報の所在情報(ク リア リング情

報)に 対 しては共通の不満,問 題意識をもっていることがはっきりと示 されている。まさにク リ

ア リング情報の整備が情報拠点形成 の第1歩 ということがで きよう。

表3-1情 報 収 集 に お け る 問 題 点

地 区

回 答
広島 地 区 四国 地 区 大 阪地 区 3地 区 計

どこに どん なデー タが

あるのかわか りに くい

69

(39.0%)

45

(41.7%)

42

(46.7%)

156

(4L6%)

デ ー タ 提 供

機 関 が 少 な い

34

(19.2%)

19

(176%)

10

(1Ll%)

63

(168%)

入 手 に 費 用 と時 間

が か か り す ぎ る

36

(20.3%)

21

(19.4%)

23

(25.6%)

80

(21.3%)

特 に問 題 点 は ない
23

(13.0%)

23

(213%)

12

(13.3%)

58

(155%)

そ の 他
15

(8.5%)

0

(0%)

3

(3.3%)

18

(4.8%)

計
177

(100.0%)

108

(100.0%)

90

(100.0%)

375

(100.0%)
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なかで も情報の蓄積量が3地 域の中では最 も多いと思 われ る大阪地区が クリア リング情報の不

備 を最 も強 く感 じてい るようである。

本調査において,ク リア リング情報の整備をはか ることが最 も効果が大 きい としたのもこのた

めであ る。

将来 の実用化 をめ ざし,実 行可能性のある方向で,ク リア リング情報のデ ータベースの構築を

検討する こととした。

5.1.5ク リ ア リ ン グ 情 報 の 対 象

ク リア リングの対象とな るべき情報は多い。 たとえば,情 報機関情報(現 在,官 民を問わず数

多 くの情報サー ビス機関があ るが,必 ずしも知名度 は高 くな く,し たが ってサービス水準 も低 い

ところが多い)と して,情 報の流通 を促進す る方法が考 えられる。あるいは,雑 誌のデータベー

スとして・雑誌 に掲載 される論文記事の文献情 報を作成することも考えられる
。 また少 し視点を変

えれば都市行事に関す るデ ータベース といったもの も考えられ る。

そこで本年度調査のケーススタディとしては,報 告書類に関す るもの と統計表に関するものの

2種 類 を考 えた。

報告書類を とりあげた理 由としては,

① 毎年多 くの調査機関が報告書を発行 してお り,た とえば近畿地域の調査機関の1つ である

(財)関 西 情報 セン ターにも相 当数蓄積 されてい る。

② しか し,こ れ らの報告書類は,流 通 システムが整備 されておらず,利 用度がそれ程高 くな

い 。

③ また,利 用にあたっても,ど こがどのよ うな報告書を過去に出しているのか把握 しに くい。

といった点があげ られ る。

そこで,報 告書類 を中心 とした文献検索システムの構築を考え ることとした。本 システムの利

用 によ り,調 査機 関の成果である報告書の活用度が高まり,ま た,調 査機関にとっては調査の効

率的な推進 とい った面に大 きな効果を及ぼすことと思われ る。

統計表 をとりあげた理由 としては,

① 統計デ ータの利 用ニーズは強 くしかも幅広い。

② そして,利 用者がその統計か ら欲する情報をひきだす ことがで きなければならない。

③ その ため所在情報に対 するニーズが強い。

といった点があげ られる。

統計表に関す るデー タベースをつ くる際に特に注意すべき点 としては,あ くまで統計表 を中心

としたデ ータベースであって,統 計書を中心 としたデ ータベースではない とい うことであろう。

すなわ ち利用者のニーズは,「 ζのようなデータはど こにあるのか」 「何を見 たらよいのか」 と

い う形であることを念頭におかねばな らないとい うことである。

統計書 の利用ニーズが,統 計表の数値を見 るだけで対応 できる程度 であれば,『このよ うな統計
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表の ク リア リング機能が あれば,か な り効果 は大 きいものと思われ る。

なお,ク リア リングの対象機関 は,当 面関西情報センターな らびに大阪通商産業局を考える。

この2機 関において,台 帳整備 をデータベ ースの検討 とあわせ実施することにする。対象機 関は

順次拡大 するが,そ れ らの考え方 は4章 で詳述 する。

5.2ク リア リン グ デ ー タ ベ ー ス の 構 築

5.2.1ク リ ア リン グ デ ー タ ベ ー ス の 位 置 づ け

一般的に
,利 用者の情報に対す るニーズは多種,多 様にわたっており,ま た要求 レベルに大 き

な差が見 られ るのがふつうである。 これ らの要求に答えるためにデータベースが作 られる。

デー タベースとは,種 々のデータの集合体 をある体系でもって関係 づけたものであ り,デ ータ

ベースの利用 は非常に多面的な情報利 用,情 報分析 を可能 にす る。

それから,す べての利用者のニーズを満足 させ得る総合型データベースを構築することは きわ

めて困難な ことであるといわねば ならない。 したが って総合型データベースの構 築は究極的 目標

とし,地 道に段階的 な整備を進めてい く必要があろう。

データベー スの段階的整備 は図3-2に 示 したような概念 にな るものと思われ る。

以下にそれぞれの段階の内容を見る。

二 ク ク 単 デ 総
リ デ リ デ ー 1 合

1 ア 1ア 1目 タ 型
ン タ リ 夕 餉 べ デ

ズ グ ベ ン べ 型 一 i ■ 1一 ・ ■

台 1グ 1 ス 構 タ
の

帳 ス ス の べ'

把 の の の 複 1

整 構 構 合 ス

握 備 築 築 化 築 の

図3-2デ ー タベ ー スの 段 階 的整 備

(1>ニ ーズの把握

利用者のニーズがどこにあるかを知 らなければ,デ ータベースの利用効率は全 く悪 いものに

な る可能性がある。

どんな情報がどの程度 の頻度でど ういう形 で利用されるかを知 ることは きわめて重要な こと

であ り,か つ まず最初 に行 わねばならないことである。

(2)ク リア リング台帳の整備

デ ータな り情報が リアル タイムなかたちで利 用者に提供できれば理想的である。しか し,利

用者に とってまず 「どこにいけば情報を入手 できるか」ということ,い わゆるク リア リング情報

が得 られれば,そ のメ リッ トは多大なはずで ある。
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そのための第1段 階 として,そ れぞれの情報発生場所において クリア リング台帳が整備 され

ていなければならない。 さらに,ク リア リング台帳が1ヵ 所に集まっていれば さらに効果 は高

いだ ろう。情報量が少ない段階ではこのよ うな台帳が整備されていれば充分利用者 ニーズに対

応で きるものと思われ る。

(3)ク リア リングデ ータベ ースの構 築

上記のような台帳 によるサービスを,コ ンピュータを利用 して行 お うとするのが クリア リン

グデ ータベースである。 コン ピュー タを利用 した場合のメ リットとして

・大量のデータを処理す ることがで きる。

・多様 な視点か ら情報検 索が可能であ る。

・不完全情報か らでも検 索が可能であ る。

といった点が あげ られる。

文献検索のためのデ ータベースは,こ の クリア リングデ ータベースの1つ とい うことがで き

よ う。

④ 単一 目的型 データベニスの構築

デ ータサービスの最終 目標 はやは り実際のデ ータ提供にあろう。そのためにまず,最 も利用

頻度の高 い項 目か ら順次項 目ごとにデ ータベース化してい く(単 一 目的型データベー ス)の が

効率的 と思われる(図3-3)

た とえば,統 計でいえば まず 「人口」関係 のデ ータからデータベー ス化 しst順 次 「商業」,

「鉱工業」と拡大するとい った具合 である。

単一 目的の場合,デ ータベース化せずにデータファイルによる管理,提 供 も可能である。デ

ータベースに比べて簡易に作成で きるとい うメ リッ トがあ る。

ただ し,よ り高度なデ ータ利用,あ るいは利用の しやす さといった点 を考えれ ば,で きるだ

けデ ータベース化す る方がよいだ ろう。

(5)デ ー タベースの複合化

単一 目的型 のデ ータベ ースがい くつか構 築されたあとは,そ れ らを1つ にまとめる段階 にな

る。

それぞれのデー タベースの特性をふまえて,相 互 に関連づけ,一 体的なデ ータベース群 を構

築することが非常に重要なこととなる。 これによ り,利 用者へのサービス水準はさらに上昇す

る。(図3-4)

(6)総 合型 データベースの構 築

デ ータベースの複合化を繰 り返 すことによ り,総 合型デ ータベースに近づけ ることが可能で

あ る。

一21一



加 工 ・分

ソフ ト

図3-3単 一 目的型データベース(大 阪府資料 より)

関連性 を記述 した
デー タベース

加工 ・分析

ソ フ ト

図3-4デ ー タベースの複合化(大 阪府資料 より)

5.2.2デ ー タ ベ ース の 構 築 手 順

データベースの構築の手順 は図3-5に 示 したとお りである。

なお,本 調査では報告書類 と統計表の2種 類のデータベ ースの構築を考えてい るが,こ れらを

それぞれ独立のもの と考え るのではな く,2段 階 の構造で考える。

まず,報 告書類の中に統計 書を対象 として加える。 さらに,報 告書類に登録 された統計表デー

タベースを作成 する。 これによ り,報 告書類のデー タベースにおいても,大 雑把な形 ではあるが,

統 計表の検索が可能にな り,よ り詳細 な情報を知 りたい ときは統計表 のデ 一夕ベースヘ アクセス

す ればよい ことになる(図3-6)。 したがって整備について も,ま ず報告書類のデー タベース

を構 築 し,そ の後 統 計 表類 の デ ー タベ ー スを構 築す るとい う2段 階の整備を考え る。
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墓石 項の刷
(対 象の絞 り込み)

デ ー タ 構 造 の 検 討

プログラム

開 発

図3-5 構 築 手 順

図3--6

統計表類

デ一夕ベ一

結 書類データベースと統計表類 データベースの関係
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5.2.5デ ー タ項 目 と 検索 方 法

川 デー タベースの基本的な考 え方

本 調査で,構 築を考 えているような ク リア リングデ ータベースは主に文字情報が中心であ り,

昨 今の コンピュータの 日本語処理能力の向上か らして も,当 然漢字による出力が可能な ものが

望 まれ る。

したがって,デ ータは基本的に漢字 とするが,漢 字端末の普及状況を考え,カ ナデータも入

力するもの とする。そのため,ユ ーザはそれぞれの端末に よって,漢 字,カ ナのいずれによっ

て もア クセスが可能であ る。概念 を図3-7に 示 す。

(2、 報告書類 のデータ項 目と検索

報告書類のデ ータ項 目は表3-2の とおり15項 目である。 また,台 帳作成のための調査票

を表3-3に 示 す。

検索は,コ ー ド,題 名,副 題,著 者,所 属,調 査機関,対 象分野,対 象地域,発 行年,月,

キ ー ワー ドの11項 目で可能 とす る。特に,キ ーワー ドは報告書の内容 を詳 しく表 現するもの

と位置づけてお り,そ の選択基 準 として,題 名,目 次等の中に含 まれ る名詞類 ということとし

てい る。 このようなキーワー ドをデ ータ項 目としたのは,よ り効率 的な検索をするためである。

なお,目 次は検索項 目からはず した。

また,対 象腸 対象繊 はそれぞれ一覧表より該当するもの提 択する・したが・て・検

索は コー ドで行い,表 示は漢字,カ ナとする。

対象分野表は資料1に,ま た対 象地域 コー ドは表3-4に 示す。
一三

一一
著 ≡≡≡≡司

統計表調査票 報告書調査票

表顕,表 側等 題名,副 題
若者 等

DBMS

'一 一 一 一

(

統計書 (カ ナ,漢 字の
報告書

デ一夕
フアイル
ー

2通 りのデータ
を持 つ)

デ ー タ

ψ
」

L 一

漢字端末

1

巨
1

ハ ソコ ン

..
、 、
、
、

'、'

/、 〆
/、,ン ＼

、/'
、 ＼ ン、/

、,'

〉 ＼/〈 、
/〉 ぐ一 ＼
//、 、 、

//、 、
///、 、 ×

/!/＼ ・こ・、 〉

⊂±)⊂ ≡ ⊃
図3-7 概 念 図
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表3-2報 告 書 類 の デ ー タ項 目

項 目 名 記 入 上 の 注 意 属性 検索 デー タ数

コ ー ド レ コ ー ドに 対 して ユ ニ ー ク な 番 号 と す る。 カナ 検 単

題 名

報告書の題名 を記入 する。

なお,漢 字 の場合 はつづけて,カ ナの場合はわかち書 き

とす る。(以 下,す べてこの方法 とす る。)

カ ナ
検 単

漢

副 題 同 上
カナ
検 単

漢

著者及び所属

著者 と所属 は必ず1対1に 対応 させてデー タを作 る。

著者 は姓名の順とする。

委員会形式をとった場合 の委 員は著者 とはみなさない。

カナ
検 複

漢

調 査 機 関 調査機関の正式名称を記入する。
カナ
検 複

漢

対 象 分 野

分野 コー ド表 より該当す るものすべてを選び,コ ー ドで記

入す る。DBへ は コー ドと文字の両方を入力し,コ ー ドで

検索,文 字で表示を行 う。

分野 は検索にあた りキーワー ド的な意味を持つので幅広 く

考 え る。

カナ

検

複数

漢

対 象 地 域

地域 コー ド表 より該 当す るものすべてを選び コー ドで記入

す る。

検索,表 示法は同上。

カナ

検
複漢

数

発 行 所
発行所が明示 されてい るものについては,そ れを記入す る、

そ うでないものについては,調 査機関の先頭の ものを記入

す る。発行所は検索項 目としない。

カナ
単

漢

発行年

及び発行月

発行 日はデータとしない。 また,発 行月が明示 されてい な

い場 合は0を データとす る。 カナ 検 単

体 裁 体裁 は,該 当す るもの1つ を選ぶ,検 索項 目とはしない。 カナ 単

目 次 目次 は表示用のみの項 目とす る。 カナ 複 、

キ ー ワ ー ド
キーワー ドは,検 索のための語句の集合 であ る。題名,副

題,目 次等の中から名詞 を抽出し,キ ーワー ドとする。
カナ 検 複

そ の 他 付録 資料編笠の有無を記入する。検索項目としない。
カ ナ

単
漢

属

検

デ ータ数

性:カ ナ

漢

教

案:検

:単

複

一 カナ
,英 数字 データ

ー 漢字データ

ー コー ド化されたデー タ

ー 検索のための ファイルを作成

一 項 目に対 してデ ータ数 が1つ に限 るもの

一 項 目に対 してデータ数が複数個入力できるもの
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表3-3 報 告 書 類 台 帳 作 成 の た め の 調 査 票

硲 告 書 担 調責 手

ー

N
Φ
ー

コ ー ド

自

1

次

1

題 名
」

副 題

著

者

(所属:)

(所属:)

(所属:)

(所属:)

(所属:,)

調

査

標

関

対象分野

対象地域

キ ー ワ ー ド
保管機関

発行所
その 他

発 行 年 月 年 月

体 裁1.B52.A43.B44.そ の 他 員 数



表3-4対 象 地 域 コ ー ド表

道

北

東

部

畿

国

国

州

本

国

他海外の北東閑中近中四九日諸そ

1

2

3

4

5

6

7

8

1

1

155555555678

県

県

県

県

県

県

県

県

県

県

県

県

県

県

県山島・島川媛知岡賀崎本分崎蠕縄岡広山徳香愛高福佐長熊大宮鹿沖

3

4

5

6

7

8

9

0

1

2

3

4

5

6

7333333344444444

県

県

県

県

県

県

県

県

県

府

府

県

県

県

県

県川井梨野阜岡知重賀都阪庫良蜘取根石福山長岐静愛三滋京大兵奈和鳥島

7

8

9

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

0

1

21112222222222333

道

県

県

県

県

県

県

県

県

県

県

県

都

県

県

県海森手城田形島城木馬玉葉京馴潟山北青岩宮秋山福茨栃群埼千束神新富

1

2

3

4

5

6

7

8

9

0

1

2

3

4

5

60000000001111111

(3)統 計 表類のデ ータ項 目と検索

統計表類の データ項 目は表3-5に 示 したとおり14項 目である。 また,台 帳作成のための

調査票 は表3-6,7,8の3種 類 であ る。

統計表類のデー タベースはあ くまで統計表単位で作成 されるが,台 帳 は統計書単位で作成 さ

れ る。そのため,調 査票を様式1か ら様式3ま での3種 類(表3-6～8)と した。

様式1(表3-6)は,統 計書1種 につ き1枚 だけ記入 される。したがって ,変 更のお こら

ないデー タのみ記入 され る。ここでは,統 計書名 と発行所の2種 類であ る。

様式2(表3-7)は,統 計表1種 につき1枚 記入 される。統計表に関するデ ータはすべ て

様式2に おいて記入 されなければならない。

様式3(表3-8)は,様 式2の デー タの うち半分だけを記入す るよ うにした ものである。

これ は,統 計書が統計年鑑類 のよ うに周期的に発行 され ,中 に同一 の統計表(た とえば年次の

み異 なる)が あ る場合に,重 複す るデータを省いて記入で きるように したものである。これに

よ り,台 帳作成 の労力は半減 させ ることが可能である。

検索は コー ド,統 計表名,キ ーワー ド,対 象分野,対 象地域,地 域区分の6項 目を可能 とす

る。 キー ワー ドは統計表の内容を具体的に表現する項 目として考え
,統 計表 の表顕,表 側に含

まれ る単語類を選ぶ こととした。このキーワー ドによる検索によって,利 用者のニーズ 「この

ような関係のデ ータは何 に記載 されているのか」に応えることがで きる もの と思われ る。

対象分野,対 象地域,地 域区分,周 期 は別表 より該当す るものを コー ドで選択する。したが
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って,検 索は コー ド(周 期 は検 索項 目とは考えていない。)で 行 い,表 示 は漢字,カ ナにより

行 う。

対象分野表は資料2に,対 象地域 コード表 は表3-4(報 告書類 と同じ)に,地 域区分 コー ド

表は表3-9,周 期 コー ド表 は表3-10に 示 す。

表3-5統 計 表類 の デ ー タ項 目

項 目 名 記 入 上 の 注 意 属性 検索 データ数

コ ー ド

'

統計表 ごとにユニークな番号 カナ 検 単

統 計 表 名
統計表の タイ トルを漢字,カ ナの2通 りで登録す る。以下

ほとんどの項 目について漢字,カ ナで入 力す る。

カナ
検 単

漢

統 計 名 出典を明 らかにす る。
カナ

単
漢

キ ー ワ ー ド 統計表の表頭,表 側にふ くまれる単語を入力す る。
カナ
検 複

漢

対 象 分 野 分野表 より該当す るものすべてを記入す る。

カナ

複漢

数 検

対 象 地 域

地 域 コー ド表 より該当す るものすべてを選び コー ドで記入

す る。DBに は コー ド,漢 字,カ ナの3種 類で入力す るが

検索は コー ドで,表 示 は漢字,カ ナで行っている。

カナ

複漢

数 検

地 域 区 分
地域区分は上の対象地域 と1対1で 別表の コー ドで記入す

る。

カナ

複漢

数 検

掲載統計書 統計書名を記入する。
カナ

単
漢

発行年

及び掲載頁

統計表の記載されている統計書の発行年及び記載されてい

る頁を記入する。
カナ 単

対 象 年

(始 一終)

統計表に記載 されてい る年の始め と終 りを同一周期の もの

を1つ の単位 として記入 する。周期が 変わると(古 いデー

タは5年 お き,最 近 は1年 おき等)別 個に記入する。

カナ 複

周 期 記載 されているデ ータの周期を別表 よ り選択す る。

カナ

複漢

数

保管場所及び

MTの 有無
統計表の保管機関名とデータのMT化 を併せて記入

漢
複

カナ
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表3-一 一6統 言十表 調 査 票1(様 式1)

統計書名

発行所

表3-7統 計表調査票2(様 式2)

コー ド:

統計表名:

統計名: 、二二 コ

キ ー

ワー ド一
地域 区分 地域 区分 地域 区分 地域 区分 地域 区分

1

発 行年(西 歴): 掲三 二=ニ コ

対 象 年
周 期

対 象 年
周 期始 終 始 終'

一 一

保 管 場 所 MTの 有 無

一一.一

表3-8 統計表調査票3(様 式3)i

発行年(西 歴): 掲載頁:

対 象 年
周 期

対 象 年
周 期始 終 始 終

保.管 場 所 MTの 有 無

発行年(画 歴):一
対 象 年

周 期 対 象 年
周 期始 終 始 終

保 管 場 所 MTの 有 無



表3-9地 域 区 分 コ ー ド表

1

2

3

4

5

6

市区町村ないしは市区町村別

郡 ・地域ないしは郡 ・地域別

県ないしは県別

地方ないしは地方別

国ないしは国別

その他

表3-10周 期 コ ー ド 表

1. 毎 日のデータ 8. 半年単位

2. 週単位 9. 半年度単位

3, 10日 単 位 10. 年単位'

4. 半月単位 11、 年度単位

5. 月単位 12. 2年 に1回

6. 2ケ 月 に1回 13. 3年 に1回

7. 四半期 14. 5年 に1回

15. その他

5.5簡 易 型 ク リア リ ン グ デ ー タ ベ ー ス

5.5.1簡 易 型 デ ー タ ベ ー ス の 必 要 性

大量の情報を処 理するには,大 型 コン ピュー タの方が利 用に適 していることはい うまでもない。

また,ク リア リングデータベースの場合,そ の情報の性格上,漢 字を利用することによる効果 は

非常に大 きいもの と思われ,3.2節 でも述べた ように漢字デー タの入力を基礎 と'してい る。

しか し,大 型 コンピュータをホス トに してオンラインネ ッ トワー クを結び,多 くの機関の共同

利 用を図るためには,た とえば,機 関間において多 くの調整の必要があるなど,数 多 くの問題点

が あり,実 現までには相当の時間が必要 と思われ る。

一方
,現 在のパ ソコンの技術進歩 と価格低下 により,パ ソコンを設置,利 用す る機関が急増し

てい る。 このパ ソコンの利用を考 えれば,マ シン リーダブルな形での情報の流通が フロッピーデ

ィス クを利用す ることによ り,簡 単に実行す ることができる。(も っとも,メ ーカー間において

互換性が少ないため,そ の点で障害 は残 っている。)た とえば,ク リアリングデータの入 力され

た フロッピ_デ ィスクをある周期で流通 させれば,情 報利用機 関が簡易なネ ッ トワークとして充

分機能 すると思われる。しかも,パ ソコンの場合,漢 字の使用方法が大変 簡単になっているため・

漢字に よるデー タベースの構築 もそれ程困難は ともなわない。 そこで,本 調査におけるク リア リ

ングデータベースでは,大 型によるデ ータベースの構築を検討するとともに・パ ソコンによるデ

ータベースの構築も合 わせて検討することとした。
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いずれ,漢 字機能を含む オンラインネッ トワー クが整備 されてきた場合,大 型 コ ン ピ ュー タ

によるデータベースの構築へ移行す るものであ るが,そ の導入手段として簡易型デ ータベースを

位置づけることができる。 また,大 型 コンピ ュータによるデータベースが構築 された後 において

も,個 々の情報発生機関におけ る文献整理 システムとして活用の方向が当然考 えられ る。簡易型

データベースを単なる橋わたしとして位置づけ るのではな く,各 機関の情報化の手段,オ ンライ

ンネッ トワークを補足す るシステムとして,将 来的にも積極的な活用方向を見定 めて開発 する必

要があ る。

5.5.2デ ー タ 項 目 と検 索 方 法

ω データ項 目

簡易データベースの場合,デ ー タはすべて漢字 としてとりあつかわれ,し かも1レ コー ドあ

たり最大128文 字 とい う制 限があ るため,デ ータ項 目もあ る程度絞 らざるを得 ない。

報告書類 のデータ項 目を表3-11に,そ の台 帳作成のための調査票を表3-12に 示 す。

また,統 計表類 のデー タ項 目を表3-13に,そ の 台帳作成 のための調査票を表3-14に 示

す。

キーワードは,そ れぞれ資料1,2に 示 すが,報 告書類 ・統計表類のいずれにおいて も,3・2節 で

述べたク リア リングデータベースの対象分野 と同 じである。 また,地 域,あ るい は地 域区分等

は コー ド化せず,直 接データを入力する。

(2)検 索 方法

検索はすべての項 目において可能である。 しか し,ス ピー ド・検索範囲の広 さ等を考 えた場

合,中 心になると思われ るの がキー ワー ドによる検索である。

キーワー ドは,シ ステムに登録 されているもの(資 料1,2の 対 象分野がキーワrド として登録 さ

れてい る)の 中から該 当す るものを複数個選択す る。検 索方法の詳細は次第に述 べ るが,実 際

の検索は 目的 とする情報 を一気に抽出す るのではな く,比 較的広 い範囲で情報を とらえ,そ の

中から必要な ものを再度抽出す る(手 作業)こ とになろう。
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表3-11報 告 書 デ ー タ項 目

項 目 名 字 数

コ ー ド 8

書 名 34

調 査 機 関 16

キ ー ワ ー ド (7。 ま詞

対 象 地 域 3

発 行 所 16

発 行 年 4

発 行 月 2

表3-12報 告 書 類 調 査 票

報 告 書 類 台 帳

[三 ]一]
書 名.

1

調査殻関

キ ー ワ ー ド

対象地域 [一
発行年 1
発 行 月
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表3-13統 計 表 デ ー タ項 目

項 目 字 数 項 目 字 数

コ ー ド 8 地 域 区 分 '3

統 計 表 名 34 対 象 年(始) 4

統計 名 34 対象年(終) 4

キ ー ワ ー ド
15

(3コ まで)
周 期 4

対象地域 3 掲載 誌 17

表3-14統 計 表 類調 査 票

統計表類台幅

」
一ーー一 一'『 『τ 　一一「 一 ー一

続計顕名

,

'

縫針名

一
区 地・

域区分

象年(始

「[]

皿]
T]:『H]

1糠 … 」「n']」

巨」日 工[]

「亘・:「口 丁工工_1丁]二1:土工工.口]コ
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5.5.5簡 易 型 デ ー タ ベ ー ス の 概 要

川 特 徴

本 システムは,漢 字仕様の情報検索フ。ログ ラムであるPARAM-KI(高 電 社が発売)を,

図書検索用に改 良したものである。したが って,PARAM-KIが 有 している特徴の他 に,

い くつかの機能が付加 されている。以下に主た る特徴を示す。

①JIS第1水 準の漢字が使用可能

②8イ ンチ フロッピーデ ィスクの採用により.大 容量のデ ータ蓄積が可能である。

③ データの入 力,検 索,更 新,修 正,印 刷が対話型でできる。

④ キ ーワー ドにょる高速検 索機能 が付加 された。

⑤ デ ータへのランダムアクセスが可能である。

⑥ 印刷形式の複数個指定が可能である。

⑦ ソー ト機能がある。

⑧ データチ ェックのための ダンプ機能(漢 字,漢 字 コー ドー16進)が ある。

以下,報 告書類の場合を例にしながら詳細 に説 明す る。

{21本 体 には,富 士通 のパ ソコンであるFM-8を 使 い,外 部記憶装置 として,8イ ン チの フロ

ッピーデ ィス クを使用する。.

ま た,プ リンターにはEPSONの 漢 字 プ リン タMP80-Kを 採 用 した。.図3-8に 機

器構成を示す。 ・

8イ ンチ ディスプレイ

標準フロッピー
ディスク装置

漢字プリンタ

EPSONMP80-K

図3-8機 器 構 成

f31プ ログラム構成

プ ログラムは16本 の サブプ ログラムと7つ のデータファイルによって構成 されている(図

3-9)。 ま た,す べてのプログラムはF-BASICに よ って記述 されている。

基本的な操作はすべて,メ ニ ュー方式に より行えるようにな ってい る。さらに,デ ータはす

べて漢字 コー ドのため,該 当す る漢字の読み(音,訓 いずれ も可)を カナ入力す ることにより

漢字に変換す ることを可能 にす るカナ漢字変換機能が付加 されてい る。
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その他,使 用頻度 の高い熟語(キ ーワー ド,地 域名等)に ついては熟語登録が可能 であ り,

入 力の省力化ができ る。

なお畠「データの表示 ・修正 ・検 索」ど 「任意検索 」 及 び 「印刷 」と 「任意印刷 」はそれぞ

れほ とんど同 じ機能を もつプ ログラムであ り,前 者のオ リジナルプ ログラムに若干の修正(後

述)を 加えたものが後者である。

また,「 インデ ックスファイル作成 」プログラムのみは メニ ュー画面からア クセスできない。
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図3-9プ ロ グ ラ ム構 成
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(4)検 索 方法

検索には次の3種 類 の方法がある。

①イ ンデ ックス項 目による検 索

②キ ーワー ドによる検索

③任意の文字列によ る検索

①は,項 目定義時に1つ だけ設定できる索引項 目による検索であ る。本 システムでは第1項

目の コー ドに索引項 目の 指定 を行 って い る。この方法による検索では,高 速検索が可能 であ

り,1件 の サーチが,5秒 以 内で実行できる。

② は,本 システムで独自に設定 したキーワー ドによる検索である。

たとえば,キ ーワL-一ドは現在 報告書の場合9分 類97種 が登録 されて おり,各 データに1～

7個 のキーワー ドを入力することができる。 このキーワー ドご とに抽 出ファイルを作成 し,そ

の ファイルを参照するため,高 速検索が可能であり,1件 のサーチは数秒(2～5秒)で 可能

である。

また,キ ーワー ドの場合 は複数個の指定がANDも し くは,OR条 件 でで きる。この場合は,

キ ーワー ド1コ の時よりも若干時間 がかかる。なお,キ ーワー ド検 索をす る時は他 の項 目では

検索できない。

③ は,一 般的 な検索方法であ り,す べての項 目について検索す ることが可能 であ る。検索方

法は,必 要な項 目に検 索したい文字 列(漢 字)を 入力す るだけであ り,そ の項目に文字列があ

ればデ ィスプレイに表示す る。 また,複 数項 目間をAND条 件 で結 ぶことができる(同 一項 目

内では無理)。 したがって,た とえば 「情報 」とい う文字列を書名 に含み,発 行が 「関西情報

センター」であるものとい う検 索が可能である。 この方法は,デ ータをシーケンシャルに見て

い くため,速 度 は①,② の方式に比べるとかなり遅い。

それぞれの特徴を まとめ ると表3-15の よ うにな る。 また,検 索の フローを図3-10に

示 す。

表3-15検 索 の 方法 と内容

方 法 ス ピ ー ド 内 容

インデ ックス検索 高 速 インデ ックス項 目(本 システムでは コー ド)に よる検索

キ ー ワ ー ド 検 索 高 速

きめ られたキーワー ドによる検索

複数のキーワー ドに対 しANDも し くはOR条 件が設

定可能

任 意 検 索' 低 速
任意の文字列による検索

項 目間でAND条 件の設定が可能
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検索結果は,デ ィスプレイ もし くはプ リン タの いずれ か に出力することがで きる。デ ィスプ

レイの場合,図3-11の よ うに1件 のデ ータを1画 面で提示する。

また,プ リン タの 場合 は,図3-12の よ うな レイアウ トになる。特に,キ ーワー ド検索の

場 合は図3-13に 示 すように件数 のみを表示 させることが可能 であ り,繰 り返 しに よる絞 りこ

み も可能 である。

キ ー ワ ー ト

検 索

検索方法
の選択

力方
の選択

サーチキーの

入力

修 正 デ ー タ

イ ン プ ッ ト

図3-10検 索 方 法
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図3-11デ ィスプレイによる検 索結果 の表示

文献検索
コード

#0040002J

#OO40010J

#0040012J

#OO40014」

#0040035J

#OO40069J

"OO400'93J

#0040094」

#0040124J

#0040156」

●名

贋資恨間

発行所
キー

対象地
発行年 発行

恨媛工票中心の経営財務 ・利益計画シミュレーションモデル研究報告書

関査磯間 間西情緒センター 対象地域
発行所 間西情報センター(1974年03月)

キーワード 金食関連,経 済手法,モ デル,経 営関連,そ の他(崖)

STRAPSYSTEM宙 帳工察の立地あよぴ長期需要予測システム

ロ査慨簡 閲西情報センター 対象地域

発行所 関西情報センター(1972年03月 ・)、
キーワード 経済手法,モ デル;産 察立地

置械工票中心の生産管理システムの研究

調査費関 関西情報センター 対象地域
発行所 関西情報センター(1972年03月)
キーワード モデル,そ の他(産)

嶺械工集中心の生産管理システムの研究 シミュレーション・ブnグ ラム
ロ責綬聞 間西情報センター 対象地域

発行所 関西情報センターq972年03月).
キーワード モデル,言 語,そ の他(産)

散緒工秦中心のオンライン工種管理システムの研究 研究報告●.

調査債関 関西情報センター 対象地域『発行所 関西情報センター(1973年03月)

キーワード その他(度),

書媛工菓{こおける加工手順決定システムあ開発 研究報告書

調査観閲 関西情報センター 対象地域
発行所 関西情報センター(1974年03月)
ギーワード モデル,金 集関連

僧ば工票における加工手願決定システムの開発研究報告書

領置榎関 関西情"セ ンター 対象地域
発行所 関西情報センター(1975年03月)
キーワード モデル,全 集関追

書械工寅における加工手順決定システムの開発 コンピュータ・プログラム
問責扱間 間西情報センター 対象地黄 卜

発行所 関西情報センター(1975年03月)
キーワード モデル・企東関連,言 語

曽偵工秦の生産規模と生産立地に関する満足尉面システムの調査研究

a査 観閲 関西情報センター 対象地域
発行所 関西情報センター(1976年03月)
キーワード 南東政策,モ デル

親様工票の生産規模と生産立地に関する潰走計画システムの掴責研究
厨竃観閲 蘭西情報センター 対象地域

発行所 関西情綴センター(1977年03月)
キーワード 全集閑適,モ デル

図3-12 プ リンター出力検索例(書 名に機械工業を含むもの)
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図3-13検 索 件 数 の 表 示

5.5.4簡 易 型 デ ー タ ベ ー ス の 問 題 点

簡易型 データベースの場合,パ ソコンを利用 しているために手軽 さとい う大 きな メリッ トと共

に種々の問題点をかかえている。

これ らの問題点を少 しでも軽減化す るような方策を合わせ て考えておかねば
,有 効な利用を望

むことはむつか しいであろ う。

そ こで,問 題点を整理 すると次のよ うになる。

(1)レ コー ドサイズの制約

本 システムでは,マ スターファイルをフロッピーデ ィスク上の ランダムファイルの形で記録

してい るため,1レ コ ー ドあた り,256バ イ トの制限が ある。したが って
,漢 字デー タの場

合最大128文 字 までしか使用 できない ことになる。

しか も,レ コー ドを構成 する各項 目は固定長のため ,そ れぞれ少 しずつ大 きめに設定す る必

要 があ り,使 用効率 はきわめて悪い。少ない項 目でで きるだけ多 くの情報量 を盛 りこむ ことを

検討す る必要があ る。

(2)レ コ ー ド数の制約

フロ ッピーデ ィスクは8イ ンチのものを使用 しているので ,両 面倍密の タイプを利用 した場

合,マ スターファイル として約3000件 程 度の レコー ドを記録することがで きる。 したが っ

て,デ ータ件数の増加 にともない複数のデ ィスクにデ ータがわかれ ることは当然の ことであ り
,

検 索時のハ ン ドリングの効率 はそれだけおちるものと思われ る。
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{3)検 索の制約

検索に関する問題点 としては2つ 考 えられ る。1つ は検索に要す る時間であり,も う1つ は

検 索過程における絞 り込みである。

検索に時間がかかるとい う点の原因 としては,言 語 がBASICで 記述 されていること,デ

ータが フロッピーディスクに登録されてお り,1/Oに 時間がかかること,プ リン タ出力 に

時間が必要なことなど,ハ ー ド上 の制約がかな り多い。

これ らの問題を カバ ーするために,検 索にあたってはで きるだけ 目的のデータにアクセスし

やすいデータ構造を考え る。あるいは,効 率 よ く情報を抽出す るためのテクニ ックを持つとい

った点が必要 である。

これは同時に後者の検索過程の絞 り込み とした問題点でもあ る。具体的にデータ構造を考 え

ると,前 述 したように,デ ータは通常複数 のフ ロッピーデ ィス クに記録 されている。そこで フ

ロッピーデ ィスクの段階で大分類(た とえば分野別など)を す る。次にフロッピーディスク上

の3,000件 の データを1つ の ファイルとして記録 させ ると,検 索時間 は相当なものにな るこ

とが予想 されるので,さ らに小分類にわけ る。 この ように機械 によってデー タにア クセスす る

前の段階で2段 階の絞 り込みを行 うと,充 分使用に耐え うる時間内での検索を行 うことがで き

ると思われ る。

検索 テクニ ックとしては,少 し広義の解釈をキーワー ドにあたえ,多 めのデータを抽出す る

ことが考 えられる。

これは,検 索その ものが,キ ーワー ドを中心 に行 われ るの で,キ ーワー ドによる検索 もれ

を生 じさせないようにす るためである。キー ワー ドの登録の際にも同様の注意が必要だ ろう。

このようにして得 られた多めのデ ータか ら必要 なものを手作業で ピックアップすればよい。

④ データの共有化 とシステムの共通化

本調査は,地 域内 ネッ トワー ク,地 域間 ネッ トワークの確立 を目的としたものであり,し た

が って本デー タベースも広 く多数の機関に利用 されなければ意味はない。

そのためにもデータの流通 システムの確立は早急に実施 すべ きものである。

そこで問題にな るのは,フ ロッピーデ ィスクの互換性である。現在のシステムは,F-BA

SICに よ り記述 されているため,あ らゆる機種で利用 できるとい う状況にはない。現システ

ムはそういう意味ではパイ ロッ トシステムでしかない。 できるだけ多 くの機種 での利用が可能

になるよ うに,今 後 もシステムの開発を継続す る必要がある。また,パ ソコン間でのデータ転

送 といったことも合 わせて検討 しなければならないと思われ る。
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4.地 域 情 報 ネ ッ トワー クへ の 発展

4.1将 来 構 想

3.2,3.3節 で述べた ク リア リングデ ータベースは,地 域情報 センターの機能 としては最も初歩

的 なもので しかない。

3.3節 で 見たように,地 域情報センターとしてはク リア リング機能か ら情報流通機能,情 報加工

発生機能 と段階的な整備方向が考 え られ,ま た,ク リア リング機能のみを とりあげても,そ の サー

ビス水準において,い くつかの段階が考えられ る。ここでは,特 に クリア リング機能の段階的整備

について考えてみ る。

本調査は,近 畿地域,中 国地域,四 国地域の3地 域を対 象として行 って いる。そこで,3地 域全

体を カバ ーす るク リア リングサ ービスシステムを最終的な姿 として,段 階的な整備 を考えると表4.

-1の よ うになる。

まず,ス テ ップ0で あるが,こ れ はすでに述 べて きたとお りである。 クリア リングすべ き対象機

関 として関西情報 センターおよび大阪,広 島,四 国の各通産局を考える。 また,地 域情報センター

としてはそれぞれの地域 でもっとも適当な機関を選び,セ ン ターとしての機能 を果たせるよう育成

する必要 がある。地域情報 センターのサー ビスは,電 話による問合せを 中心と し,簡 易型データベ

ースであれば一部 フロッピーデ ィスクによる情報流通 も考える。 なお
,対 象情報 は報告書類及び統

計表類である。

ステ ップ1で は,ス テップ0の 段階からそれぞれの地域内での拡大を 目指す。対象機関 として各

種 調査機 関,諸 団体等 を考え,そ れ らが所有 する報告書等 の情報を蓄積する。 また,情 報サー ビス

の方法 として地域 内のオンライ ンネッ トワークの実現を考え る。もちろんフロッピーデ ィスクによ

る流通 も考 えられ る。

ステ ップ2は,さ らに地域相互で情報の交換体制の確立を 目指す。その ためには,セ ンターとし

て育成 されて きたそれぞれの地域の機 関が確固とした地域情報センターとして機能 しなければな ら

な いだろ う。

オンラインネッ トワークについては,そ れぞれの地域での ネ ッ トワーク化を進め るもの とす る。

ステ ップ3は 最終段階であ り,ク リア リングサービスの機能 の充実化が図 られ る段階である。 ま

ず対象機関を各地域において さらに充実 させる。 また,近 畿,中 国,四 国の3地 域の地域情報 セン

ター間にオンラインネッ トワークを形成 し,相 互に情報を交換する。対象情報 も従来の報告書類,

統計表類からさらに広げ る必要があ る。
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表4-1ク リア リングサー ビスの段階的拡充

ステップ 対 象 機 関 ネ ッ トワ ー ク セ ン タ ー 対 象 情 報

0

関西情報センター

大阪通産局

広島通産局

四国通産局

地 域内 ネッ トワーク

オフライ ン

(覧 ∈の流通)

地 域情報センター

の育成

統計表
報告書

1

地域の諸機関へ拡

大

調査機関

諸団体 等

地域内ネ ッ トワーク

オ ンライン化

(フロッピーの流通公衆回線の利用)

同 上 同 上

2
地域間の交流の

促進

地域内ネットワーク

の拡充

地域間情報交換体制
の確立

それぞれの地域に

センターを設立
同 上

3 同 上
セ ン タ ー 間 の ネ ッ ト

ワ ー ク の 形 成

センターの機能拡

充

ク リア リング対

象の拡大

4.2今 後 の 課 題

本年度の調査では,ク リア リングデ ータベースの基本設計 および簡 易デ ータベースの構築を行 っ

た。

さらに,本 年度 は関西情報セ ンター及び大阪通商産業 局の資料を整備 し,台 帳の作成を行ってい

る。 これらの作業 は現在 も継続 中であ るが,デ ータベース構 築の前段階 として是非 ともしておかね

ばならない点 である。現在の状況 では,関 西情報センターにおいて報告書類1,982冊,統 計書類

161種 類576冊,ま た,大 阪通商産業局において統計書類 が223種 類1,450冊 が台帳化 さ

れつつある。これ らのデー タ整備 は今後 とも続 けてい く必要がある。同時にサブセンターと目され

る情報発生機 関がどの程度 の報告書,統 計書類 をもってお り,ど ういった整備がなされてい るかを

把握する必要 があ る。将来 のネ ッ トワーク.への基本的なデー タでもあり,デ ータベースを構築す る

ための基本データでもあるからである。 この点については,近 畿地域のみならず,中 国,四 国地域

においても同様 である。それぞれの地域でデータ整備が進められなければならない。当面の作業 と

しては,広 島,四 国の両通産 局か ら始める必要があ ろう。

また,簡 易データベースシステムの 「キーワー ド」,ク リア リングデータベースでい う「対象分

野」については,検 索をいかにして効率 よ くす るかとい う点について最 も重要な ところでもあり,

まだまだ検討すべき課題が多い。たとえば,特 定のキーワー ドに集中していないか,逆 にカバーで

きていない部分はないか,表 現 は適切かなどである。 この点については,試 行錯誤 も含めて慎重に

対処すべきである。

次に,デ ー タ流通 システムの検討 が必要 であ る。たとえば,フ ロッピーデ ィスクによる流通 を提
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案 しているが,そ の具体的方法をど うす るか,あ るいは電話による問い合せ等のデータベース利用

方法をどうするか とい う点であ る。 そのためには,ま ずデータ利用者に対 しての詳細なニーズ調査

を行 い,利 用 頻度,コ ス ト意 識等 を把握 してお く必要があろう。広範囲の利用者に対 するアンケ

ー ト調査
,あ るいは利 用頻度が高 いと思われ る機関に対するヒア リン グ調査などを実施すべ きであ

る。

本年度の クリア リングデ ータベースに関す る調査は主に近畿地域を中心 に行 って きた。 次のス

テップ としては,地 域のデ ータは地域において整備するという観点に立 って ,中 国,四 国のデ三 夕

ベース構築について検討す る必要があ る。前述 のデータ整備の実施 とともに
,そ れぞれの地域の特

性にあったデー タベースの構築手順,あ るいはデ ータベースの運用体制等,解 決すべき課題 は多い。

すでに述べたキーワー ドの検討,デ ー タ流通 システムの検討 といった問題 と・合わせて,こ れ らの課

題 を1つ ずつ解決 していかねばな らないだろ う。
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資料1報 告書類 キーワー ド表

本キーワー ドは,ク リア リングデータベースでは対象分野 として,簡 易型データベースではキー

ワー ドとして使用 され るものであ る。

ア 政 治 ・法 律

略 号 分 野 名 内 容

ア01 政 治 学 政 治学,政 治 思想

ア02 政 党 政 党,政 治 結 社

ア03 行 政 行政

ア04 地 方 自治 地 方 自治,地 方 行政

ア05 国 際 問題 外 交,国 際 問題

ア06 法 律 法律

ア07 憲 法 憲 法

ア99 そ の他(政) その他 の 政治,法 律 問 題

イ 経 済 ・財 政

略 号 分 野 名 内 容

イ01 経 済 学 経済 学,経 済 理 論

イ02 経済政策 経済政策

イ03 国際経済 国 際 経済

イ04 経済予測 経 済 予測

イ05 経済 手法 経済手法

イ06 人 口資 源 人 口,土 地,資 源 問 題

イ07 物 価 貨 幣,物 価,景 気

イ08 財 政 学 財 政 学

イ09 財政政策 財政 政 策

イ10 地 方 財 政 地 方 財政

イ11 地域経済 地 域経 済,地 場 産 業

イ99 その 他(経) その他 の 経 済,財 政 問 題

一44一



ウ 社 会

略 号 分 野 名 内 容

ウ01 社 会 学 社会学

ウ02 社会政策 社会政策

ウ03 消 費 者 生 活,消 費 者 問題

ウ04 労 働 問題 労 働経 済,労 働 問題

ウ05 社会福祉 社会福祉

ウ06 教 育 問題 教 育 問題

ウ07 風 俗 風 俗,習 慣,民 俗

ウ08 国 防 国 防,軍 事

ウ99 その 他(社) そ の他 の社 会 問 題

工 自然科 学

略 号 分 野 名 内 容

エ01 数 学 数学

エ02 物 理 学 物 理 学

エ03 化 学 化 学

エ04 天 文 学 天 文 学,宇 宙 科 学

エ05 地 球科学 地 球 科 学,地 学,地 質 学

エ06 生物科学 生物 科 学,一 般 生物 学

工07 植 物 学 植物学

工08 動 物 学 動物学

エ09 医 学 医 学,医 療

エ10 統 計 学 統 計 学.統 計 利 用

工99 その 他(科) そ の他 の 自然 科学

オ 都 市,地 域,環 境 問 題

略 号 分 野 名 内 容

オ01 地 域計 画 地 域計 画,都 市計 画

オ02 交通 問題 交 通 問題,交 通 政 策

オ03 道 路 問題 道 路 問題

オ04 輸 送 問題 輸 送 問 題(陸 運,海 運,航 空 運 送)
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略 号 分 野 名 内 容

オ05 鉄道 問 題 鉄 道 問題

オ06 空港 問 題 空 港 問 題

オ07 水 道 上 水 道,中 水 道,下 水 道,水 処 理,水 資 源

オ08 廃 棄 物 廃棄 物 問題

オ09 大気 汚染 大気汚染

オ10 水質 汚濁 水質汚濁

オ11 土 壌 汚染 土 壌 汚染

オ12 騒 音振動 騒 音,振 動,地 盤 沈 下

オ13 ア セ ス 環 境 ア セ ス メ ン ト

オ14 環境 保 全 環 境保 全,自 然 保 護

オ15 地 域振 興 地域振興

オ16 地 域政策 地 域 政 策

オ17 エ ネルギー エ ネ ル ギ ー 問 題

オ18 環 境 問題 環 境,公 害 問 題

オ9.9 その他(地) その 他 の都 市 地 域 環境 問 題

力 工 学

略 号 分 野 名 内 容

カ01 道 路工 学 道 路 工 学

カ02 橋 梁工 学 橋梁工学

カ03 河 川 海岸 河 川,海 岸工 学

カ04 土 木 工 学 その 他 の 土 木工 学

カ05 建 築 学 建 築学

力06 機 械 工 学 機械工学

カ07 電 気工 学 電 気 工 学

カ08 電 子 工 学 電子 工 学

カ09 海洋 工 学 海洋,船 舶 工 学

カ10 鉱 山工 学 金 属,鉱 山工 学

カ11 化 学工 業 化 学 工業

カ12 製 造工 業 製 造 工業

カ99 その他(工) その 他 の 工 学的 問 題
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キ 情 報 通 信

路 号 分 野 名 内 容

キ01 情 報工 学 情報 理 論,情 報工 学

キ02 情報産業 情報産業

キ03 情報 管理 情 報 管 理

キ04 デ ー タ デ ー タ 処 理,デ 一 夕 ベ ー ス

キ05 シ ス分析 シ ス テ ム分 析

キ06 計 算 機 コ ン ピ ュ ー タ シ ス テ ム

キ07 言 ≡五
目 口口 コ ン ピ ュ ー タ 言 語 ,プ ロ グ ラ ム

キ08 通 信政策 通 信政策

キ09 放送 事業 放送事業

キ10 通 信 工 学 通 信 工 学

キ11 情 報 シ 情 報 シ ス テ ム

キ12 情報政策 情報政策

キ13 モ デ ル シ ミュレーシ ョンモデ ル,シ ミュ レーシ ョンシ ス テム 等

キ99 その他(情) そ の他 の 情報 通 信問題

ク 産 業 ・商 業

略 号 分 野 名 内 容

ク01 産業政策 産業政策

ク02 産業立地 産 業 立地

ク03 商業政策 商業政策

ク04 市 場 マ ー ケ テ ィ ン グ

ク05 貿 易 貿 易

ク06 企 業 関連 企 業 関連

ク07 経営関連 経 営 関連

ク99 そ の他(産) そ の他 の 産業 商業 問題

〉

ケ そ の他

略 号 分 野 名 内 容

ケ01 生 活 科 学 家 政 学,生 活 科 学

ケ02 農林水産 農 林 水産 畜 産業

ケ99 そ の 他 そ の他
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資料2統 計表類キーワー ド表

本キ_ワ_ド は,ク リア リングデー タベースでは対象分野 として澗 易型 データベースではキー

ワー ドとして使用 されるものであ る。

ア 人 口

略 号 分 野 名 内 容

ア01 人 口 各 種 人 口 に関 す るもの

ア02 世 帯 数 世 帯 数,世 帯 人 員 等

ア03 人 口密 度 人 口密 度

ア04 流 動 人 口 流 動 人 口,転 出 入 人 口,人 口動 態 な ～

ア05 昼 間 人 口 昼 間 人 口

ア06 就 業者数 各 種就業者数

ア99 そ の 他(人 口) そ の 他 人 口 に 関 す る も の

イ 土地 等

略 号 分 野 名 内 容

イ01 土 地 面 積,河 川,山 等

イ02 気 象 気 温,降 水 量等

イ99 その他(土) そ の 他 の 土 地,気 象 に 関 す る も の

ウ 農林水産業

略 号 分 野 名 内 容

ウ01 農 業 農 業 に関 す る もの

ウ02 林 業 林 業 に 関 す る もの

ウ03 水 産 業 水 産 業 に関 す る もの

工 事 業 所

略 号 分 野 名 内 容

工01 事 業 所数(事) 各種事業所数

エ02 従 業 者 数(事) 各種 従業者数

工99 そ の他(事) そ の他 の事 業 所 関 連
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オ 製 造 業

略 号 分 野 名 内 容

オ01 事 業 所数(製) 各種事業 所数

オ02 出 荷 額 出 荷 額,生 産 額,生 産 量 等

オ03 従 業 者 数(製) 各種従業者数

オ04 生 産 指 数 各 種 生 産 指数

オ99 そ の 他 そ の他 の製 造業 に関す る もの

力 生 活 関 連

略 号 分 野 名 内 容

カ01 建 設 着 工 建 築物 等 建 設 関 連

カ02 住 宅 住 宅 関連

カ03 電 気 電 力量 等 電 気 関連

カ04 ガ ス ガ ス,LPG,LNG等

カ05 水 道 上 水,下 水等

カ99 その他(生) そ の他 の 生 活 関連

キ 運 輸 ・通 信

略 号 分 野 名 内 容

キ01 道 路 道 路,橋 梁 等

キ02 輸 送 貨 物 輸送,輸 送 人員等

キ03 交 通 量 各種交通量

キ04 自動 車数 各 種 自動 車 数

キ05 郵 便 郵便 関連

キ06 電 話 電 話 関連

キ07 その 他(運) そ の他 の 運 輸 関連

キ99 その 他(通) そ の他 の 通 信 関 連

ク 商 業

略 号 分 野 名 内 容

ク01 商 店 数 各 種商店数

ク02 従 業 者 数(商) 各 種従業者数
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略 号 分 野 名 内 容

ク03 販 売 額 各 種 販 売 額

ク04 輸 出 各 種 の 輸 出額

ク05 輸 入 各 種 の輸 入額

ク99 そ の他(商) そ の他 の 商 業 に 関す る もの

ケ 教 育

内 容略 号 分 野 名

ケ01 学 校 数 各種学校数

ケ02 在学者数 各種在学者数

ケ03 教職員数 各種教職員数

ケ04 生 徒 数 各 種 生 徒,児 童 数

ケ05 卒業者数 各種卒業者数

ケ99 そ の他(教) そ の他 の 教 育 関 連

コ そ の 他

略 号 分 野 名 内 容

コ01 金 融

コ02 物 価

コ03 家 計

コ04 賃 金 、

コ05 労 働
4

コ06 所 得

コ07 財 政

コ08 公 務 員

コ09 選 挙

コ10 司 法警 察

コ11 災害事故

コ12 宗 教 文 化

コ13 社会保障

コ14 衛 生

コ99 そ の 他
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